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頁 現行 改定案  

  総則 

 適用範囲 

本手引き（案）は、変状等の老朽化に伴い補修をする必要があるトンネルの覆工再生時の設計・施工に関する技術的

指針を定め、設計・施工を合理的に行うことを目的としたものであり、中日本高速道路㈱金沢支社が管理する矢板工法

で建設された二車線トンネルの供用線下での覆工再生工事に適用する。 

 

近年、建設年次の古いトンネルの中には老朽化や土圧の作用によって覆工に変状が現れ、トンネル構造の安全に課題

がある所など、補修が必要なトンネルが見受けられる。 

高速道路本体の構造物の特定更新等工事 （大規模更新および大規模修繕） は、ライフサイクルコスト、予防保全およ

び性能強化の観点を考慮し、技術的見地から必要かつ効率的な対策を講ずることにより、高速道路ネットワークの機能を長

期にわたって健全に保つために行うものである。 

矢板工法トンネルでは水抜き工やひび割れ注入等の漏水対策を実施しても、漏水を完全に止められる訳ではないため、

将来にわたり、対策箇所以外から漏水が発生してくる可能性があり、漏水によって覆工機能を劣化させる恐れがある。 

 

 

金沢支社管内の矢板工法で施工されたほとんどのトンネル覆工は、漏水しており、漏水は、冬季にはツララとなり、それが

落下し通行車両への安全性に問題があることから、安全対策としてツララ落とし作業を行う必要があり、多くの渋滞を出して

いる。作業状況を写真 1.1 に示す。 

 

  

写真 1.1 ツララと路面湧水の状況 

 

そのため、漏水を防止し、覆工補修後の長期耐久性を確保するには、矢板工法で施工されたトンネルの覆工をロックボ

ルトで先行補強し、その後既設の覆工を削り、防水シートを施工後、新たな覆工を施工して漏水対策と補修を行うことが必

要と考えられる。 

本手引き（案）は、既設トンネルの覆工再生工を効率的、経済的に調査、設計、施工できるように既設トンネルの覆工再

生工を行う際の一般的な考え方を示すものであり、9章から構成される。各章の概要は以下のとおりである。 

「1．総則」では、本手引き（案）の目的、適用範囲、用語の定義など基本事項と覆工再生工を適用する上での前提条件や

覆工再生工を計画する上での留意事項を示している。 

「2.調査」では、覆工再生工を適用する場合での調査項目や準拠基準や調査手順等を示している。 

 

 総則 

 適用範囲 

本手引き（案）は、変状等の老朽化に伴い補修・補強をする必要があるトンネルにおいて、覆工再生の設計・施工に関

する技術的指針を定め、設計・施工を合理的に行うことを目的としたものであり、中日本高速道路㈱金沢支社が管理する

矢板工法で建設された二車線トンネルに適用する。 

 

近年、建設年次の古いトンネルの中には老朽化や土圧の作用によって覆工に変状が現れ、トンネル構造の安全に課題

がある所など、補修・補強が必要なトンネルが見受けられる。 

高速道路本体の構造物の特定更新等工事 （大規模更新および大規模修繕） は、ライフサイクルコスト、予防保全およ

び性能強化の観点を考慮し、技術的見地から必要かつ効率的な対策を講ずることにより、高速道路ネットワークの機能を長

期にわたって健全に保つために行うものである。 

トンネルの老朽化対策としては、ひび割れや浮き・はく離については、シート接着工法が用いられる場合が多いが、矢板

工法のトンネルでは漏水が多くみられる場合はシートの再劣化が課題となっている。また、水抜き工やひび割れ注入等の漏

水対策を実施しても、漏水を完全に止められる訳ではないため、将来にわたり、対策箇所以外から漏水が発生してくる可能

性があり、漏水によって覆工機能を劣化させる恐れがある。 

金沢支社管内の矢板工法で施工されたほとんどのトンネル覆工は、漏水しており、漏水は、冬季にはツララとなり、それが

落下し通行車両への安全性に問題があることから、安全対策としてツララ落とし作業を行う必要があり、多くの渋滞を出して

いる。作業状況を写真 1.1 に示す。 

 

   

写真 1.1 ツララと路面湧水の状況 

 

そのため、覆工対策後の長期耐久性を確保するには、矢板工法で施工されたトンネルの覆工をロックボルトで先行補強

し、その後既設覆工を切削、防水シートを施工後、新たな覆工を施工することが考えられる。 

 

本手引き（案）は、既設トンネルの覆工再生工を効率的、経済的に調査、設計、施工できるように既設トンネルの覆工再

生工を行う際の一般的な考え方を示すものであり、9章から構成される。各章の概要は以下のとおりである。 

「1．総則」では、本手引き（案）の目的、適用範囲、用語の定義など基本事項と覆工再生工を適用する上での前提条件や

覆工再生工を計画する上での留意事項を示している。 

「2.調査」では、覆工再生工を適用する場合での調査項目や準拠基準や調査手順等を示している。 
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「3.設計」では、覆工再生工の設計方針を示すとともに、既設覆工の安定性の評価や事前補強、事前補修および再生覆

工の設計の方法や留意事項を整理するとともに、付帯工やトンネル内付属施設の設計、安全施設、広報などの留意事項

を示している。 

「4．施工」では、覆工再生工の施工手順や施工計画、先行補強工、仮設設備、防護工等の基本事項や留意事項を示し

ている。 

「5.施工管理」では、覆工再生工の施工管理項目や留意事項を示している。 

「6.道路規制工」では、覆工再施工の施工時における保全施設、交通規制工の基本事項や違反車両の排除の方法等を

示している。 

「7.安全監視」では、覆工再生工の施工時における安全監視の基本事項や計測工の計測項目や計測方法などを示して

いる。 

「8.工事記録」では、覆工再生工の施工記録の形式や期限、項目などの基本事項、留意事項を示している。 

「9.維持管理」では、覆工再生工の点検時における着眼点、留意点、計測・監視（モニタリング）の項目や方法について示

している。 

 

覆工再生工とは、覆工補修後の長期耐久性を確保するために、事前にロックボルトで補修した後、矢板工法で施工され

たトンネルの覆工を切削し、防水シートを施工後、新たな覆工を施工することをいう。概念図を図 1.1 に示す。 

 

 
図 1.1 再生覆工の概念図 

 
しかし、既設トンネルの覆工再生工にあたっては、対象トンネルの地山条件、ひび割れなどトンネル覆工再生工工事に重

要な影響を与える要素が多々あり、その正確な把握が難しいことから、試験施工や計測結果などを行ったあと本施工を行う

ものとする。 

このため、トンネル覆工再生工工事においては画一的な判断を行うことが適当でない場合もあり、本手引き（案）およびそ

の解説の適用にあたっては、その内容を十分理解し、総合的に検討するとともに、それに基づく適切な判断を行うことが肝

要である。 

なお、この工法が適用できる覆工補修箇所は原則として、外力による変状の進行がない箇所を対象とする。 

「3.設計」では、覆工再生工の設計方針を示すとともに、既設覆工の安定性の評価や事前補強、事前補修および再生覆

工の設計の方法や留意事項を整理するとともに、付帯工やトンネル内付属施設の設計、安全施設、広報などの留意事項

を示している。 

「4．施工」では、覆工再生工の施工手順や施工計画、先行補強工、仮設設備、防護工等の基本事項や留意事項を示し

ている。 

「5.施工管理」では、覆工再生工の施工管理項目や留意事項を示している。 

「6.道路規制工」では、覆工再施工の施工時における保全施設、交通規制工の基本事項や違反車両の排除の方法等を

示している。 

「7.安全監視」では、覆工再生工の施工時における安全監視の基本事項や計測工の計測項目や計測方法などを示して

いる。 

「8.工事記録」では、覆工再生工の施工記録の形式や期限、項目などの基本事項、留意事項を示している。 

「9.維持管理」では、覆工再生工の点検時における着眼点、留意点、計測・監視（モニタリング）の項目や方法について示

している。 

 

覆工再生工とは、覆工補修後の長期耐久性を確保するために、事前にロックボルトで補強した後、覆工を切削し、防水シ

ートを施工後、新たな覆工を施工することをいう。概念図を図 1.1 に示す。 

 

 
図 1.1 再生覆工の概念図 

 
しかし、既設トンネルの覆工再生工にあたっては、対象トンネルの地山条件、ひび割れなどトンネル覆工再生工事に重要

な影響を与える要素が多々あり、その正確な把握が難しいことから、試験施工や計測結果などを行ったあと本施工を行うも

のとする。 

このため、トンネル覆工再生工事においては画一的な判断を行うことが適当でない場合もあり、本手引き（案）およびその

解説の適用にあたっては、その内容を十分理解し、総合的に検討するとともに、それに基づく適切な判断を行うことが肝要

である。また、更なる技術開発や検討による効率的かつ合理的な工法活用を妨げるものではない。 

なお、この工法が適用できる覆工は原則として、外力による変状の進行がない箇所を対象とする。 
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  用語の定義 

本手引き（案）で用いる用語の定義は、以下のとおりとする。 

 

覆工再生工 主に矢板工法で施工されたひび割れや漏水などが発生している既設覆工を再生し新たな覆工を構

築することをいう。 

再生覆工 覆工再生によって新たに造られる覆工をいう。再生覆工の種類は、現場打ち、プレキャストライニング

工法、埋設型枠工法、支柱型枠工法などをいう。 

既設覆工 再生覆工を行う前の既存の覆工をいう。 

補修 変状が生じた本体構造物の性能を回復するとともに、予防保全の観点も考慮し、新たな変状の発生

を抑制することをいう。 

補強 既設構造物が有する耐荷性や剛性などの力学的性能の向上を図ることをいう。 

 

耐荷力 トンネル覆工が有している外力に対して抵抗しうる能力をいう。 

荷重分担 既設覆工を担っていると思われる地山荷重に対して、覆工再生工時の切削後に残った既設覆工を担

う地山荷重と、再生覆工が担う地山荷重との分担をいう。 

事前調査 覆工再生工事施工前に行う調査のことを示し、覆工再生計画・設計時に行われる調査と一部重複す

る項目もあるが、基本的には詳細な施工計画立案に資するために行うものをいう。 

塑性地圧 トンネルを掘削したときに生じた二次応力が、地山の固有強度を越えて、塑性限界あるいは破壊に達

した場合や、潜在的に塑性状態の地山を掘削したときに生じる土圧をいう。このとき、軟岩や断層破

砕帯等では、地山は塑性流動を起こし、漸次トンネルの内空にはらみ出し、側壁の押出しや盤ぶくれ

を生じる場合をいう。 

先行補修 既設覆工の切削時に隣接する覆工の安全性向上のために行う事前補修をいう。工法的には、ひび

割れ補修、はく落対策工などを総称していう。 

先行補強 既設覆工の切削時の耐荷力低下を抑制するために行う事前補強をいう。工法的には、ロックボルト、

ケーブルボルト、薬液注入などを総称していう。 

覆工切削 覆工再生工にあたって現況トンネル内空断面を確保した上で、再生覆工を施工するために、既設覆

工を切削することをいう。 

隣接覆工 切削工を実施している覆工の前後で横断目地と接している覆工をいう。 

覆工再生との隣接 覆工再生工を行う覆工と覆工再生工を実施しない覆工をいう。 

パターンボルト 覆工切削前に打設するロックボルトをいう。基本的には、設計で定められた配置と長さでロックボルト

を施工することをいう。 

防水工 覆工からの漏水は、トンネル保守の困難、耐久性の低下、電気設備等に対する悪影響、利用者の不

快感等の原因になることから、切削後に残った既設覆工と再生覆工との間に、漏水を防ぐため不透水

性の材料を設置することをいう。 

一掘削長 矢板工法の鋼アーチ支保工建て込み間隔に応じた掘削長をいう。 

一切削長 矢板工法の一掘進長（鋼アーチ支保工）に応じて変化する一回当たりの既設覆工の切削長をいう。 

供用下施工 1 車線にて、供用したままでトンネル覆工再生することをいう。 

コンクリートガラ 既設の覆工コンクリートを切削するときに出るコンクリートをいう。 

 

 用語の定義 

本手引き（案）で用いる用語の定義は、以下のとおりとする。 

 

覆工再生工 主に矢板工法で施工されたひび割れや漏水などが発生している既設覆工を再生し新たな覆工を構

築することをいう。 

再生覆工 覆工再生によって新たに造られる覆工をいう。再生覆工の種類は、現場打ち、プレキャストライニング

工法、埋設型枠工法、支柱型枠工法などをいう。 

既設覆工 再生覆工を行う前の既存の覆工をいう。 

補修 変状が生じた本体構造物の性能を回復するとともに、予防保全の観点も考慮し、新たな変状の発生

を抑制することをいう。 

補強 既設構造物が有する耐荷力や剛性などの力学的性能の向上を図ることをいう。また、老朽化により低

下した耐荷力を回復させることをいう。 

耐荷力 トンネル覆工が有している外力に対して抵抗しうる能力をいう。 

荷重分担 既設覆工を担っていると思われる地山荷重に対して、覆工再生工時の切削後に残った既設覆工を担

う地山荷重と、再生覆工が担う地山荷重との分担をいう。 

事前調査 覆工再生工事施工前に行う調査のことを示し、覆工再生計画・設計時に行われる調査と一部重複す

る項目もあるが、基本的には詳細な施工計画立案に資するために行うものをいう。 

 

 

 

 

先行補修 既設覆工の切削時に隣接する覆工の安全性向上のために行う事前補修をいう。工法的には、ひび

割れ補修、はく落対策工などを総称していう。 

先行補強 既設覆工の切削時の耐荷力低下を抑制するために行う事前補強をいう。 

 

覆工切削 覆工再生工にあたって現況トンネル内空断面を確保した上で、再生覆工を施工するために、既設覆

工を切削することをいう。 

隣接覆工 切削工を実施している覆工の前後で横断目地と接している覆工をいう。 

覆工再生との隣接 覆工再生工を行う覆工と覆工再生工を実施しない覆工をいう。 

 

 

防水工 覆工からの漏水は、トンネル保守の困難、耐久性の低下、電気設備等に対する悪影響、利用者の不

快感等の原因になることから、切削後に残った既設覆工と再生覆工との間に、漏水を防ぐため不透水

性の材料を設置することをいう。 

 

切削長 覆工切削時の一回当たりの既設覆工のトンネル縦断方向の延長をいう。 

供用下施工 1 車線にて、供用したままでトンネル覆工再生することをいう。 

コンクリート殻 既設の覆工コンクリートを切削するときに出るコンクリートをいう。 
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防水工台車 供用線下で防水工を施工するために、通行車両の交通に支障のないように定められた内空の大きさ

を確保した防水工を施工するために設置する作業台車をいう。 

防護工 覆工再生工にあたって、切削中に影響する範囲の防護、切削時の防護で一般の通行車両の安全確

保のために設置する防護設備をいう。 

簡易防護工 既設トンネルの再生覆工を行う時に、切削時の影響はないがコンクリートの小片等の落下が考えられ

る範囲で利用者の安全確保を目的として設置するものをいう。 

車線規制 覆工再生工にあたって、作業スペースを確保するために行う車線規制をいう。一般的には、走行車線

規制と追越車線規制があるが、協議結果によっては中央車線規制も考えられる。 

交通開放 車線規制を解除し工事区間を一般車の通行に供することをいう。 

横断目地 隣り合う上半覆工コンクリート同士の打ち継ぎ目に生じる目地をいう。 

トンネル付属施設 道路構造令第 34 条に示されるトンネルに付属する換気施設、照明施設、および非常用施設をいう。

また、上記付属施設を運用するために必要な関連施設も含めるものをいう。 

付帯工 監視員通路、監査路、排水施設、内装工等の総称をいう。 

水平打継ぎ目 上半覆工コンクリートと側壁覆工コンクリート同士の打ち継ぎ目に生じる目地をいう（セメ部ともいう）。 

外力 トンネルの外部から作用する力であり、緩み土圧、偏土圧、地すべりによる土圧、膨張性土圧、水圧、

凍上圧等の総称をいう。 

材質劣化 使用材料の品質が時間の経過とともに劣化が進行するものであり、コンクリートの中性化、アルカリ骨

材反応、鋼材の腐食、凍害、塩害、温度変化、乾燥収縮等の総称をいう。 

建築限界 建築限界は平成 23 年 12 月 26 日制定された道路構造令を適用するものをいう。 

安全施設 安全施設とは、工事の情報提供設備や施工中の区間および施工完了済み区間の未施工区間およ

び施工完了済み区間の状況を知らせる施設をいう。 

安全監視 覆工再生工工事中の安全のための計測などをいう。 

モニタリング 覆工再生工の施工完了後の計測をいう。 

 

 

 

防護工 覆工再生工にあたって、切削中に影響する範囲の防護、切削時の防護で一般の通行車両の安全確

保のために設置する防護設備をいう。 

 

 

中央車線規制 覆工再生工は、供用を前提とした施工となるため、作業空間の確保、車線規制変更等を極力少なく

する目的でトンネル中央部に一般車両の通行車線を設ける車線規制をいう。 

交通開放 車線規制を解除し工事区間を一般車の通行に供することをいう。 

横断目地 隣り合う上半覆工コンクリート同士の打ち継ぎ目に生じる目地をいう。 

施設設備 道路構造令第 34 条に示されるトンネルに付属する換気施設、照明施設、および非常用施設をいう。

また、上記付属施設を運用するために必要な関連施設も含めるものをいう。 

付帯工・附属物 監視員通路、監査路、排水施設、内装工等の総称をいう。 

水平打継ぎ目 上半覆工コンクリートと側壁覆工コンクリート同士の打ち継ぎ目に生じる目地をいう（セメ部ともいう）。 

外力 トンネルの外部から作用する力であり、緩み土圧、偏土圧、地すべりによる土圧、膨張性土圧、水圧、

凍上圧等の総称をいう。 

材質劣化 使用材料の品質が時間の経過とともに劣化が進行するものであり、コンクリートの中性化、アルカリ骨

材反応、鋼材の腐食、凍害、塩害、温度変化、乾燥収縮等の総称をいう。 
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  前提条件 

本手引き（案）において示す設計・施工についての前提条件は、以下のとおりとする。 

設計基準は、一車線運用の交通量から第 1 種 3 級を確保し、車線幅員は、工事規制速度を考慮し、標準の車線幅員

3.25m とする。 
 

(1) 適用範囲 

本手引き（案）が適用できる覆工の条件は下記のとおりとする。 

健全度Ⅱ-1※）の覆工スパンにおいて a）～b）を対象として、その前後のスパンも対象とするが、それ以外のものについて

は金沢支社と協議を行うものとする。 

a) 外力によるひび割れが顕著でないこと 

b) 覆工背面空洞対応が終わっていること 

※）出典：保全点検要領 構造物編 令和元年 7 月による健全度評価区分 

 

(2) 設計の条件 

 建築限界は「重要物流道路制度」を適用しないものとする（道路構造令 平成 27 年 6 月に準拠）。 

 覆工再生工による施工時は、施工余裕を考慮して施工する。 

 地山状態が安定していることが前提である。 

 覆工再生工法の検討対象とするトンネル施工法は、矢板工法全般（上半先進、側壁導坑先進等）とする。 

 覆工再生工にあたっては現状で設計値以上の覆工厚があること。 

 覆工切削中および切削後の安全性を考慮し、事前にロックボルト等の先行補強を検討する。 

 
 再生覆工は既設覆工の安定を確保したうえで NATM の覆工耐力（t=30 ㎝、σ=18N/mm2）を確保できるものとする。 

 覆工再生工後はトンネル内の設備の機能、性能を大きく阻害しないものとする。 

 覆工再生工後は NATM と同等程度の防水機能を有するものとする。 

 

(3) 施工の条件 

【作業期間・時間】 

 

 

 

 防護工を設置する作業期間（防護工の設置、撤去含）は以下 

を設定する。ただし、準備工等で車線規制が必要な場合、3 

月～4 月下旬まで車線規制（走行または追越）による作業は 

可能とする。 

◇GW 明け～8 月上旬 

◇8 月下旬～11 月末 

図 1.2 防護工で確保する防護工内 

の内空断面 

 防護工設置中の作業は昼夜 2 方施工を基本とする。 

 前提条件 

本手引き（案）において示す設計・施工についての前提条件は、以下のとおりとする。 

a)外力による変状の進行がないこと 

b)覆工背面空洞対応が終わっていること 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 設計の条件 

 建築限界は「重要物流道路制度」を適用しないものとする（道路構造令 平成 27 年 6 月に準拠）。 

 覆工再生工による施工時は、施工余裕を考慮して設計する。 

 
 覆工再生工法の検討対象とするトンネル施工方法は、矢板工法全般（上半先進、側壁導坑先進等）とする。 

 
 

 覆工を切削する場合は、事前にロックボルト等の先行補強を実施し安定性を確保する。 

 再生覆工は既設覆工の安定を確保したうえで NATM の覆工耐力（t=30 ㎝、σ=18N/mm2）を確保できるものとする。 

 覆工再生工後はトンネル内の付属設備の性能を維持することとする。 

 覆工再生工後は NATM と同等程度の性能を有するものとする。 

 

(2) 施工の条件 

【車線幅員・作業期間・時間】 

 設計幅員は、一車線運用の交通量から第 1 種 3 級を確保し、 

車線幅員は、工事規制速度を考慮し、標準の車線幅員

3.25m とする。 

 防護工を設置する作業期間（防護工の設置、撤去含）は以下 

を設定する。ただし、準備工等で車線規制が必要な場合、3 

月～4 月下旬まで車線規制（走行または追越）による作業は 

可能とする。 

◇GW 明け～8 月上旬 

◇8 月下旬～11 月末 

図 1.2 防護工で確保する防護工内 

の内空断面 
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【防護工構造・安全対策】 

 防護工による作業区間の照明照度については、設計輝度（現状維持）を確保するものとする。 

 防護工による施工中にトンネル内で事故や故障車による交通障害が発生した場合、緊急対応が可能となるよう検討を

行うものとする。 

 防護工に求める要求性能は下記のとおりとする。 

 
 

① 切削時に覆工の落下からトンネル利用者を保護する性能 

② 工事施工をするために施工機械の重量および作業中の防護機能 

③ 施工機械、資材および作業員の昇降機能を有する機能 

④ 内空断面（高さ 4.5m×幅 5.25m）を確保し、隅角部を斜めとする。 

⑤ 防護工は自走で移動（2m/分）もしくは他の方法で移動できるものとする。 

⑥ 車が衝突しても、防護工の移動や変形が生じなく、車の防護施設を設置した機能 

⑦ 坑外で組み立てて現場までトレーラ等で移動できる機能 

⑧ 防護工は、覆工落下区間、作業区間、セントル区間の連結機能を有していること。 

 
 防護工を作業構合として使用する場合には、施工機械や資材の荷重を考慮して設計するものとする。また、機械や資

材の昇格設備も設置するものとする。 

 

【防護工等の設置・撤去】 

 防護工や防水工台車、覆工セントル等の設置、撤去は夜間通行止め（例：夜間通行止め 20 時～6 時、実作業 21 時

～5 時）で行う。 

 施工箇所の防護工等の移動は、ペースカーによる規制を行い実施することを基本とする。 

 車線の切替えに伴う移動は夜間通行止めで行うことを基本とする。 

 防護工等による車線規制のための路面標示の変更は、防護工をトンネル内へ設置する前に行うものとする。 

 トンネル坑口外に防護工等が組み立てられるヤードを確保するものとする。 

 

【規制内出入り】 

 資材搬入車両等の規制内の出入は、ペースカーによる規制を行いながら実施することを基本とする。 

 

【施工方法・条件】 

 再生する覆工は、現場打ち工法を標準とするが、それぞれ t=30cm、σ=18N/mm2 以上の耐力を必要とする各工法（プ

レキャストライニング工法、埋設型枠工法、支柱型枠工法）についても適用性を検討し、現地条件に応じた最も適切な

工法を選定するものとする。 

 防水シートは、火災時に有毒ガスを発生させる可能性があるため、防水シートを設置したまま規制を解除しないものと

する。 

 既設の箱抜き形状は生かした形で覆工再生工を行うものとする。 

 覆工切削時の粉塵対策や汚泥処理等、適切な環境対策を行うものとする。 

 重機の動力等については現段階で固定せず、工事の規模や施工環境等に応じて適切なものを選定するものとする。 

【防護工構造・安全対策】 

 防護工内照度については、設計輝度（現状維持）を確保するものとする。 

 防護工による施工中にトンネル内で事故や故障車による交通障害が発生した場合、緊急対応が可能となるよう検討を

行うものとする。 

 防護工に求める要求要件は下記のとおりとする。 

表 1.1 防護工に求める要件 

 要求要件 

① 切削時に覆工の落下からトンネル利用者を保護する性能 

② 工事施工をするために施工機械の重量および作業中の防護機能 

③ 施工機械、資材および作業員の昇降機能を有する機能 

④ 内空断面（高さ 4.5m×幅 5.25m）を確保し、隅角部を斜めとする。 

⑤ 防護工は自走で移動（2m/分）もしくは他の方法で移動できるものとする。 

⑥ 車が衝突しても、防護工の移動や変形が生じなく、車の防護施設を設置した機能 

⑦ 坑外で組み立てて現場までトレーラ等で移動できる機能 

⑧ 防護工は、覆工落下区間、作業区間、セントル区間の連結機能を有していること。 

 

 防護工を作業構合として使用する場合には、施工機械や資材の荷重を考慮して設計するものとする。また、機械や資

材の昇格設備も設置するものとする。 

 

【防護工等の設置・撤去】 

 防護工や覆工セントル等の設置、撤去は夜間通行止め（例：夜間通行止め 20 時～6 時、実作業 21 時～5 時）で行う。 

 施工箇所の防護工等の移動は、自走式を基本とする。 

 
 
 

 トンネル坑口外に防護工等が組み立てられるヤードを確保するものとする。 

 

 

 

 

【施工方法・条件】 

 再生する覆工は、現場打ち工法を標準とするが、それぞれ t=30cm、σ=18N/mm2 以上の耐力を必要とする各工法（プ

レキャストライニング工法、埋設型枠工法、支柱型枠工法）についても適用性を検討し、現地条件に応じた最も適切な

工法を選定するものとする。 

 防水シートは、火災時に有毒ガスを発生させる可能性があるため、防水シートを設置したまま規制を解除しないものと

する。 

 既設の箱抜き形状は生かした形で覆工再生工を行うものとする。 

 覆工切削時の粉塵対策や汚泥処理等、適切な環境対策を行うものとする。 

 重機の動力等については現段階で固定せず、工事の規模や施工環境等に応じて適切なものを選定するものとする。 
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(4) 維持管理 

 覆工再生工後は付属物も含め、近接目視で変状の確認、監視ができるものとする。 

 

以下の項目は、詳細設計において別途検討するものとする。 

 巻厚不足対応 

 裏込め注入工 

 インバート補強 

 
 トンネル付属物の更新検討（内装工、監視員通路、円形水路等） 

 非常駐車帯部の施工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 維持管理 

 覆工再生工後は附属物も含め、近接目視で変状の確認、監視ができるものとする。 

 

以下の項目は、詳細設計において別途検討するものとする。 

 巻厚不足対応 

 裏込め注入工 

 インバート補強工 

 覆工補強工区間 

 トンネル附属物の更新検討（内装工、監視員通路、円形水路等） 

 非常駐車帯部、避難連絡坑接続部の施工 
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  計画 

既設トンネルの覆工再生工の計画にあたっては、通行車両や工事の安全性、経済性、環境面等を考慮する。 

トンネル部および前後に接続する道路部の施工ヤードも含めて総合的に検討するものとする。 

覆工再生工の計画にあたっては、トンネルの付属施設（非常用施設等）および地下埋設物との関連も考慮する必要が

ある。 

 

1-4-1 計画一般 

車両の大型化や交通量の増加および老朽化に伴い、補修する必要があるトンネルに対して、供用下施工による覆工再

生工を施工する場合は、トンネル内の交通の安全確保はもちろんのこと、他の大規模修繕工事、トンネルのリニューアルに

伴う効率性、経済性、自然環境にも配慮して検討するものとする。 

 

(1) 基本調査 

基本調査は、現道交通の把握、施工法選定の条件を決定するために必要な資料を既存文献や現地調査により収集する

調査である。主な調査項目は以下のとおりである。 

① トンネルの現況 

② 周辺環境 

③ 交通量状況 

④ トンネル周辺の立地・地形・地質 

⑤ 覆工状況 

⑥ トンネルの付属施設 

 

(2) 基本方針の検討 

基本方針の検討として、覆工再生工を図 1.3 に従って選定し、覆工再生工を適用するスパンを決定したのち、基本方針

では、基本調査の結果に基づき、通行規制等による供用下施工か迂回路を確保した全面通行止めによる施工かの方針を

決定する。 

 

 計画 

既設トンネルの覆工再生工の計画にあたっては、通行車両や工事の安全性、経済性、環境面等を考慮する。 

トンネル部および前後に接続する道路部の施工ヤードも含めて総合的に検討するものとする。 

覆工再生工の計画にあたっては、トンネルの付属施設（非常用施設等）および地下埋設物との関連も考慮する必要が

ある。 

 

1-4-1 計画一般 

車両の大型化や交通量の増加および老朽化に伴い、補修する必要があるトンネルに対して、供用下施工による覆工再

生工を施工する場合は、トンネル内の交通の安全確保はもちろんのこと、他の大規模修繕工事、トンネルのリニューアルに

伴う効率性、経済性、自然環境にも配慮して検討するものとする。 

 

(1) 基本調査 

基本調査は、現道交通の把握、施工方法選定の条件を決定するために必要な資料を既存文献や現地調査により収集

する調査である。主な調査項目は以下のとおりである。 

① トンネルの現況 

② 周辺環境 

③ 交通量状況 

④ トンネル周辺の立地・地形・地質 

⑤ 覆工状況 

⑥ トンネルの付属施設 

 

(2) 基本方針の検討 

基本方針の検討として、覆工再生工を図 1.3 に従って選定し、覆工再生工を適用するスパンを決定したのち、基本方針

では、基本調査の結果に基づき、通行規制等による供用下施工か迂回路を確保した全面通行止めによる施工かの方針を

決定する。 
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図 1.3 覆工再生工の選定フロー 

 

 

 

 

図 1.3 覆工再生工の選定フロー 
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・他の大規模修繕工事との調整 

・断面計測 

交通運用の検討（c） 

・迂回路の調査（通行止めの場合） 
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車線規制による覆工再生工の検討 

基 本 調 査 

基本方針の検討 

覆工再生工の検討（b） 

・トンネル立地条件の検討 

・他の大規模修繕工事との調整 

・断面計測 

交通運用の検討（c） 

・迂回路の調査（通行止めの場合） 

・対面通行の検討 

・防護工による車線規制の検討 

再生覆工の断面選定 

覆工再生工の工法選定（d） 

詳 細 設 計（f） 

施  工（g） 

安全監視（h） 

2.調査を参照 

3.設計を参照 

2.調査を参照 

3.設計を参照 

4.施工、5.施工管理を参照 

外力による変状とは 

・緩み土圧 

・突発性の崩壊 

・偏土圧・斜面葡行 

・膨張性土圧 （側壁、 盤ぶくれ） 

・地すべり 

・膨張性土圧 

・支持力不足 

・水圧・凍上圧 

7.安全監視を参照 

設計要領 第三集 トンネル編 

トンネル本体工保全編（変状対策） 

3.3 補修・補強ランクより 

外力による変状の進行がない（a） 

既設トンネルの覆工再生工の計画検討 

通行止めによる覆工再生工の検討 

  

車線規制による覆工再生工の検討 

詳 細 調 査（e） 
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a) 外力による変状の進行 

今回対象となる覆工は、外力による変状の進行がないスパンとする。 

外力の影響がわからない変状発生スパンについては外力による覆工の調査を実施して原因を判定するものとする。ま

た、対象となる覆工の前後 1 スパンについては対象スパンと同じ扱いとして覆工再生工の対象とする。 

 

b) 覆工再生工の検討 

覆工再生工の検討にあたっては、トンネル工事費、交通規制等の全体の事業費による経済面の評価だけではなく、環

境保全やサービスの向上、道路資産価値の向上など総合的な比較検討が必要である。 

 

c) 交通運用の検討 

覆工再生工工事が実施される場合、新設時と大きく異なる条件として交通の確保がある。交通の確保の方法には、通

行規制等をかけて車両を通しながら施工する。供用下施工と迂回路を確保しての対面通行・全面通行規制（IC 間通行

止め）による施工があるが、これらの選択は以下に示すようなトンネル立地条件や沿道条件などによって決定する。 

① 現況の交通サービスをあまり低下させない程度の迂回路の確保についてが可能か 

② 交通管理者との協議による交通安全上の確保についてが可能か 

 

d) 再生覆工の断面選定および覆工再生工の工法選定 

既設トンネルの覆工再生工断面は、要求性能に応じて所要の建築限界が確保できる断面を設定する必要がある。断

面形状の設定の後、既設トンネルの諸条件および接続する明かりの道路との一体性および連続性が確保できるように平

面線形、縦断線形など考慮した上で、工法を選定する必要がある。覆工再生工断面形状の設定および工法選定の一般

的な考え方については、3.設計を参照すること。 

 

e) 詳細調査 

詳細調査は、選定した覆工再生工法の詳細設計を行うために必要な資料を、地質調査や物理試験等によって収集す

る調査である。主な調査項目は以下のとおりである。 

① 施工時の記録に関する調査 

② 既設トンネル変状調査 

③ 交通量的に対面通行が可能か 

④ 地山条件調査 

⑤ 周辺環境調査 

 

f) 詳細設計 

選定した工法に応じて、基本調査および詳細調査の結果に基づき 3.設計に従って、覆工再生工トンネルの先行補

強、覆工切削、再生覆工の仕様を決定する。 

 

g) 施工 

詳細設計の結果に基づき 4.施工に従って、覆工再生工の施工計画と仮設備計画を行った後施工を行う。 
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覆工再生工事が実施される場合、新設時と大きく異なる条件として交通の確保がある。交通の確保の方法には、通行

規制等をかけて車両を通しながら施工する。供用下施工と迂回路を確保しての対面通行・全面通行規制（IC 間通行止
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既設トンネルの覆工再生工断面は、要求性能に応じて所要の建築限界が確保できる断面を設定する必要がある。断

面形状の設定の後、既設トンネルの諸条件および接続する明かりの道路との一体性および連続性が確保できるように平

面線形、縦断線形など考慮した上で、工法を選定する必要がある。覆工再生工断面形状の設定および工法選定の一般

的な考え方については、3.設計を参照すること。 

 

e) 詳細調査 

詳細調査は、選定した覆工再生工法の詳細設計を行うために必要な資料を、地質調査や物理試験等によって収集す

る調査である。主な調査項目は以下のとおりである。 

① 施工時の記録に関する調査 

② 既設トンネル変状調査 

③ 交通量的に対面通行が可能か 
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選定した工法に応じて、基本調査および詳細調査の結果に基づき 3.設計に従って、覆工再生工トンネルの先行補

強、覆工切削、再生覆工の仕様を決定する。 

 

g) 施工 

詳細設計の結果に基づき 4.施工に従って、覆工再生工の施工計画と仮設備計画を行った後施工を行う。 
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h) 安全監視 

4.施工に従って施工された覆工が所定の性能を発揮しているか、また、安全性に問題がないかなどのモニタリングを7.

安全監視に従って行い維持管理に反映する。 

 

(3) トンネル付属施設 

道路トンネルには、交通の安全を確保するとともに、通行の快適性を向上させることを目的として、換気施設、照明施設、

非常用施設等の付属施設やその他に通信等の埋設物が設置されている。これらの道路トンネルの付属施設に関する技術

基準としては次のものがある。 

① 道路トンネル技術基準（換気編）（昭和60年10月12日都市局長、道路局長通達） 

② 道路照明施設設置基準（昭和56年3月27日都市局長、道路局長通達） 

③ 道路トンネル非常用施設設置基準（昭和56年4月21日都市局長、道路局長通達） 

④ 道路トンネル技術基準（換気編）・同解説（平成13年10月社団法人日本道路協会） 

⑤ 道路照明施設設置基準・同解説（昭和56年4月社団法人日本道路協会） 

 

これらの施設の種類および規模は、覆工再生工法の選定に重大な影響を与えるため、十分な調査を行う必要がある。ま

た覆工再生工後の付属施設の計画についても併行して行い、両者の相互の関係を把握しておく必要がある。 

覆工再生工の計画にあたっては、トンネルの付属施設および地下埋設物について、以下の計画を検討する必要がある。 

① 工事中における付属施設等の機能維持 

② 覆工再生工後の付属施設等の移設計画 

 

1-4-2 構造規格 

覆工再生工法を施工する際のトンネルの幅員構成、建築限界、線形などの構造規格は、道路構造令の規程によるものと

する。 

 

1-4-3 防護工 

既設トンネルを供用下施工で覆工再生工をする場合には、交通の安全を確保するための防護工を検討しなければなら

ない。防護工は、採用する覆工再生工法に対して最も適したものとする。 
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  調査 

 調査（全般） 

覆工再生工にあたっては、安全で合理的な設計・施工および今後の維持管理の基礎資料を得るため、事前に既設ト

ンネルの状態、周辺環境、トンネル付属施設、関係法令等に関する調査を実施するものとする。 

 

既設トンネルの覆工再生工工事のための調査は、既設トンネルの健全度や地山状況など事前に把握し、適切な設計・施

工法の選定や補修工の必要性を判断する目的で行うものである。 

既設トンネル建設時の記録や変状調査記録、補修記録などは、トンネル周辺地山の状態把握、施工時の安全性を判定

するための基礎的な資料となるため、これらの資料の収集は非常に重要である。 

また、施工時の内空状況、交通規制条件やトンネル等級およびトンネル内設備の移設条件などは、施工条件を著しく左

右することがあるので、これらの条件をできるだけ明らかにしておく必要がある。 

本工法は、外力による変状の進行がないことを基本としているため、外力による変状の進行の有無をひび割れ状況等や

計測により確認する必要がある。 

表 2.1 に、設計・施工前に調査あるいは確認が必要と考えられる項目を示す。 

 

表 2.1 調査項目および準拠する基準の例 

項目 基本調査 準拠する基準類 

既設トンネル 

構造調査 

設計図 

工事記録 

掘削に伴う地山変化記録 

各種試験報告 

検査記録（内空断面、出来形調査、内空変位、地表・天端沈下） 

覆工の補強・補修記録 

漏水防止工の施工記録 

路面の変化記録（修繕記録） 

気温・降水量の測定記録 

詳細点検の点検結果 

・道路トンネル維持管理

便覧 

 

・NEXCO調査要領 

 

・試験研究所技術資料

第356号 

トンネル変状調査マニュ

アル 

 

・NEXCO設計要領第三

集 

 

・道路トンネル技術基準 

（構造編）・同解説 

変状調査記録（点検記録、目視記録、測定記録、記録写真） 

既設トンネル 

施設等調査 

施工時記録、非常用施設設置状況、照明施設設置状況、換気施設設置状

況、埋設物設置状況 

気象調査 気象調査 

環境調査 

自然環境調査 

社会環境調査 

生活環境調査 

施工条件調査 施工条件調査（内空断面・建築限界、照明施設等の設置状況） 

外力調査 ひび割れ調査（外力によるひび割れの進行がないか） 

建築限界調査 
覆工再生工の切削深さを決定するために、トンネル断面を計測して建築限

界と覆工の離れを計測する。 

トンネル覆工構造調査 

変状したトンネル構造（覆工、舗装）の厚さ、強度、背面空洞、内部応力状態

等を明らかにすることにより、補修・補強ランクの判定や対策工の選定、設計

に必要な情報を得ることを主な目的とする。 

鋼アーチ支保工および

タイロットの位置調査 

先行補強工施工に必優な鋼アーチ支保工の位置を特定する（タイロット、つ

なぎ材） 

関係法令に関する調査 関係法令に関する調査 

参考文献１）を修正 

 

 調査 

 調査（全般） 

覆工再生工にあたっては、安全で合理的な設計・施工および今後の維持管理の基礎資料を得るため、事前に既設ト

ンネルの状態、周辺環境、トンネル付属施設、関係法令等に関する調査を実施するものとする。 

 

既設トンネルの覆工再生工事のための調査は、既設トンネルの健全度や地山状況など事前に把握し、適切な設計・施工

方法の選定や補修工の必要性を判断する目的で行うものである。 

既設トンネル建設時の記録や変状調査記録、補修記録などは、トンネル周辺地山の状態把握、施工時の安全性を判定

するための基礎的な資料となるため、これらの資料の収集は非常に重要である。 

また、施工時の内空状況、交通規制条件やトンネル等級およびトンネル内設備の移設条件などは、施工条件を著しく左

右することがあるので、これらの条件をできるだけ明らかにしておく必要がある。 

本工法は、外力による変状の進行がないことを基本としているため、外力による変状の進行の有無をひび割れ状況等や

計測により確認する必要がある。 

表 2.1 に、設計・施工前に調査あるいは確認が必要と考えられる項目を示す。 

 

表 2.1 調査項目および準拠する基準の例 

項目 基本調査 準拠する基準類 

既設トンネル 

構造調査 

設計図 

工事記録 

掘削に伴う地山変化記録 

各種試験報告 

検査記録（内空断面、出来形調査、内空変位、地表・天端沈下） 

覆工の補強・補修記録 

漏水防止工の施工記録 

路面の変化記録（修繕記録） 

気温・降水量の測定記録 

詳細点検の点検結果 

・道路トンネル維持管理

便覧 

 

・中日本高速道路株式

会社調査要領 

 

・試験研究所技術資料

第356号 

トンネル変状調査マニュ

アル 

 

・中日本高速道路株式

会社設計要領第三集 

 

・道路トンネル技術基準 

（構造編）・同解説 

変状調査記録（点検記録、目視記録、測定記録、記録写真） 

既設トンネル 

施設等調査 

施工時記録、非常用施設設置状況、照明施設設置状況、換気施設設置状

況、埋設物設置状況 

気象調査 気象調査 

環境調査 

自然環境調査 

社会環境調査 

生活環境調査 

施工条件調査 施工条件調査（内空断面・建築限界、照明施設等の設置状況） 

外力調査 ひび割れ調査（外力によるひび割れの進行がないか） 

建築限界調査 
覆工再生工の切削深さを決定するために、トンネル断面を計測して建築限

界と覆工の離れを計測する。 

トンネル覆工構造調査 

変状したトンネル構造（覆工、舗装）の厚さ、強度、背面空洞、内部応力状態

等を明らかにすることにより、補修・補強ランクの判定や対策工の選定、設計

に必要な情報を得ることを主な目的とする。 

鋼アーチ支保工および

タイロッドの位置調査 

先行補強工施工に必優な鋼アーチ支保工の位置を特定する（タイロッド、つ

なぎ材） 

関係法令に関する調査 関係法令に関する調査 

参考文献１）を修正 

 



 
頁 現行 改定案  

（1） 調査の手順 

調査を実施時期とその目的によって大別すると、図 2.1 に示すとおりとなる。覆工再生工のための調査、設計・施工のた

めの調査、施工中の調査の 3 段階に分類される。 

 

図 2.1 調査の手順 （文献を加筆修正） 

 

 

 

 

概略検討：既設トンネルの覆工再生工を行うか、他の補修工法とするか、トンネル全体の補修計画を選定する。 

予備検討：立地条件等調査結果に基づき、トンネルの位置、概略の構造、施工法、施工計画、工事費などを比較検討

する。 

詳細設計：予備検討を基にトンネルの詳細な構造、施工法、施設計画、施工計画、環境保全対策および工事費を検討

する。 

施工調査：計測により得られる実測値と、解析予測値との差などを見て設計にフィードバックする。 

安全監視：施工後の覆工がその性能を発揮し、トンネルの構造的安定性が確保されているかチェックする。 

（1） 調査の手順 

調査を実施時期とその目的によって大別すると、図 2.1 に示すとおりとなる。覆工再生工のための調査、設計・施工のた

めの調査、施工中の調査の 3 段階に分類される。 

 
 

図 2.1 調査の手順 （文献を加筆修正） 

 

概略検討：既設トンネルの覆工再生工を行うか、他の補修工法とするか、トンネル全体の補修計画を選定する。 

予備検討：立地条件等調査結果に基づき、トンネルの位置、概略の構造、施工方法、施工計画、工事費などを比較検討 

する。 

詳細設計：予備検討を基にトンネルの詳細な構造、施工方法、施設計画、施工計画、環境保全対策および工事費を検

討する。 

施工調査：計測により得られる実測値と、解析予測値との差などを見て設計にフィードバックする。 

安全監視：施工後の覆工がその性能を発揮し、トンネルの構造的安定性が確保されているかチェックする。 
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頁 現行 改定案  

（2） 調査項目および準拠する基準 

基本調査、詳細調査における調査項目および準拠する基準を表 2.2 に示す。なお、各調査項目のうち、既設トンネル建

設時および維持管理時の既往資料が十分に存在する場合は、追加調査を実施する必要はない。 

これらの調査を、覆工再生工の計画・設計および施工計画の段階で必要に応じて実施し、周辺の地形、地山の物理的・

力学的性質、地下水の状況、気象、自然環境、社会環境、施工条件、既設トンネル状況等の諸条件についての資料を得

る。 

調査は、建設の段階によって得ようとする資料の内容・範囲および精度が異なるため、図 2.1 に示すように必要に応じて

繰り返し実施する。 

既設トンネルを覆工再生工するために必要となる調査項目のうち、新設トンネル計画時の調査項目と共通なものは「道路

トンネル技術基準（構造編）・同解説」に、既設トンネル調査と共通なものは、「道路トンネル維持管理便覧」に準拠するもの

とする。以下に上記文献に記載のない調査項目について示す。各調査項目は次の点に着目して資料収集、現地踏査、現

地調査等を必要に応じて実施する。 

 

a) 立地調査 

道路線形、覆工再生工および施工方法等の検討を行うために、坑口周辺の地形、道路構造物等の有無を把握する。 

 

b) 交通状況調査 

覆工再生工法、施工方法、施工時の交通規制計画を検討するために、現状の車種別・時間別交通量、交通事故発生状

況等の把握を行う。 

 

c) 既設トンネルの施設等調査 

一般車両供用下での既設トンネルの覆工再生工は、新設トンネルと異なり、施工中においても現在設置されている施設

等の機能を維持することが求められる。したがって、設計図書や各施設の設置状況等の資料等をもとに、既設トンネルに設

置されている換気施設、照明施設、非常用設備、埋設物等の状況を把握し、各施工段階における移設計画の検討等を行

うための資料とする。 

 

また、施工調査については、以下のような内容の調査が考えられるため、施工状況に応じて実施することが望ましい。 

 

① 先行補強したロックボルト等支保の効果 

② 周辺地山の緩み範囲や挙動 

③ 未切削部の既設トンネルの挙動 

④ 切削部のトンネルの挙動 

⑤ 一般車両の通行状況 

⑥ 防護工の状況 

⑦ 一般車両に対する騒音・粉塵状況 

 

 

 

 

（2） 調査項目および準拠する基準 

基本調査、詳細調査における調査項目および準拠する基準を表 2.2 に示す。なお、各調査項目のうち、既設トンネル建

設時および維持管理時の既往資料が十分に存在する場合は、追加調査を実施する必要はない。 

これらの調査を、覆工再生工の計画・設計および施工計画の段階で必要に応じて実施し、周辺の地形、地山の物理的・

力学的性質、地下水の状況、気象、自然環境、社会環境、施工条件、既設トンネル状況等の諸条件についての資料を得

る。 

調査は、建設の段階によって得ようとする資料の内容・範囲および精度が異なるため、図 2.1 に示すように必要に応じて

繰り返し実施する。 

既設トンネルを覆工再生工するために必要となる調査項目のうち、新設トンネル計画時の調査項目と共通なものは「道路

トンネル技術基準（構造編）・同解説」に、既設トンネル調査と共通なものは、「道路トンネル維持管理便覧」に準拠するもの

とする。以下に上記文献に記載のない調査項目について示す。各調査項目は次の点に着目して資料収集、現地踏査、現

地調査等を必要に応じて実施する。 

 

a) 立地調査 

道路線形、覆工再生工および施工方法等の検討を行うために、坑口周辺の地形、道路構造物等の有無を把握する。 

 

b) 交通状況調査 

覆工再生工法、施工方法、施工時の交通規制計画を検討するために、現状の車種別・時間別交通量、交通事故発生状

況等の把握を行う。 

 

c) 既設トンネルの施設等調査 

一般車両供用下での既設トンネルの覆工再生工は、新設トンネルと異なり、施工中においても現在設置されている施設

等の機能を維持することが求められる。したがって、設計図書や各施設の設置状況等の資料等をもとに、既設トンネルに設

置されている換気施設、照明施設、非常用設備、埋設物等の状況を把握し、各施工段階における移設計画の検討等を行

うための資料とする。 

 

また、施工調査については、以下のような内容の調査が考えられるため、施工状況に応じて実施することが望ましい。 

 

① 先行補強したロックボルト等支保の効果 

② 周辺地山の緩み範囲や挙動 

③ 未切削部の既設トンネルの挙動 

④ 切削部のトンネルの挙動 
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⑥ 防護工の状況 

⑦ 一般車両に対する騒音・粉塵状況 

 

 

 

 



 
頁 現行 改定案  

表 2.2 （a）調査項目および準拠する基準（地形図、立地調査、地形調査） 

項 目 

基本調査 

詳細調査 準拠する基準 
既存資料 

既存資料が無い場合の

追加調査 

立地調査 土地利用図 （土地利用状況調査） 土地利用図  

交通状況調査 
交通量調査結果 

交通事故調査結果 
 

 （交通量調査結果） 

 （交通事故調査結果） 

道路トンネル技術基準（構造

編）・同解説 
地形・地質調査 

施工時の記録 

地表地質踏査結果 

物理探査結果 

ボーリング調査結果 

現地踏査 

 （施工時の記録） 

 （地表地質踏査結果） 

 （物理探査結果） 

 （ボーリング調査結果） 

 

 

表 2.2 （b）調査項目および準拠する基準 

（既設トンネルの施設等調査、気象、環境、施工条件、関係法令調査） 

項 目 

基本調査 

詳細調査 準拠する基準 
既存資料 

既存資料が無い場合の

追加調査 

既設トンネルの

施設等調査 

施工時の調査 

非常用施設設置状況 

照明施設設置調査 

換気施設設置調査 

埋設物設置調査 

 

 （施工時の調査） 

 （非常用施設設置状況） 

 （照明施設設置調査） 

 （換気施設設置調査） 

 （埋設物設置調査） 

道路トンネル技術基準（構造

編）・同解説 

気象調査 気象調査   

環境調査 

自然環境調査 

社会環境調査 

生活環境調査 

 

 （自然環境調査） 

 （社会環境調査） 

 （生活環境調査） 

施工条件調査 施工条件調査  施工条件調査  施工条件調査 

関係法令に関す

る調査 

関係法令に関する調

査 
 関係法令に関する調査  （関係法令に関する調査） 

 

 

表 2.2 （c）調査項目および準拠する基準（既設トンネル構造調査） 

項
目 

基本調査 
詳細調査 準拠する基準 

既存資料 標準調査 A 標準調査 B 

既
設
ト
ン
ネ
ル
構
造
調
査 

建
設
時
お
よ
び
供
用
後
の
対
策
等 

設計図 

 （目視によるひ

び割れ調査） 

 （ひび割れ簡易

調査） 

 （簡易覆工強度

調査） 

 （簡易ボーリン

グ調査） 

 （覆工強度調

査） 

 （簡易トンネル

断面調査） 

 （地下レーダー探査） 

 （ボアホールスキャナ調

査） 

 （コンクリートコアーの圧縮

試験） 

 （コンクリートコアーの中性

化試験） 

 （地山資料試験） 

 （漏水水質調査） 

 （ボーリング調査） 

 （地山挙動調査） 

 （トンネル内外の気温調

査） 

道路トンネル維持

管理便覧 

工事記録 

掘削に伴う地山変化記録 

各種試験結果 

計 

測 

内空断面 

出来形調書 

内空変位 

路面隆起・沈下 

覆工の補強・補修記録 

漏水防止工の施工記録 

路面の変状記録（補修記録） 

気温・降水量の測定記録 

明り部の災害歴の記録 

詳
細
点
検 

記
録 

点検記録 

目視記録 

測定記録 

記録写真 

 

表 2.2 （a）調査項目および準拠する基準（地形図、立地調査、地形調査） 

項 目 

基本調査 

詳細調査 準拠する基準 
既存資料 

既存資料が無い場合の

追加調査 

立地調査 土地利用図 （土地利用状況調査） 土地利用図  

交通状況調査 
交通量調査結果 

交通事故調査結果 
 

 （交通量調査結果） 

 （交通事故調査結果） 

道路トンネル技術基準（構造

編）・同解説 
地形・地質調査 

施工時の記録 

地表地質踏査結果 

物理探査結果 

ボーリング調査結果 

現地踏査 

 （施工時の記録） 

 （地表地質踏査結果） 

 （物理探査結果） 

 （ボーリング調査結果） 

 

 

表 2.2 （b）調査項目および準拠する基準 

（既設トンネルの施設等調査、気象、環境、施工条件、関係法令調査） 

項 目 

基本調査 

詳細調査 準拠する基準 
既存資料 

既存資料が無い場合の

追加調査 

既設ト ンネ ルの

施設等調査 

施工時の調査 

非常用施設設置状況 

照明施設設置調査 

換気施設設置調査 

埋設物設置調査 

 

 （施工時の調査） 

 （非常用施設設置状況） 

 （照明施設設置調査） 

 （換気施設設置調査） 

 （埋設物設置調査） 

道路トンネル技術基準（構造

編）・同解説 

気象調査 気象調査   

環境調査 

自然環境調査 

社会環境調査 

生活環境調査 

 

 （自然環境調査） 

 （社会環境調査） 

 （生活環境調査） 

施工条件調査 施工条件調査  施工条件調査  施工条件調査 

関係法令に関す

る調査 

関係法令に関する調

査 
 関係法令に関する調査  （関係法令に関する調査） 

 

 

表 2.2 （c）調査項目および準拠する基準（既設トンネル構造調査） 

項
目 

基本調査 
詳細調査 準拠する基準 

既存資料 標準調査 A 標準調査 B 

既
設
ト
ン
ネ
ル
構
造
調
査 

建
設
時
お
よ
び
供
用
後
の
対
策
等 

設計図 

 （目視によるひ

び割れ調査） 

 （ひび割れ簡易

調査） 

 （簡易覆工強度

調査） 

 （簡易ボーリン

グ調査） 

 （ 覆 工 強 度 調

査） 

 （ 簡易ト ンネ ル

断面調査） 

 （地下レーダー探査） 

 （ボアホールスキャナ調

査） 

 （コンクリートコアーの圧

縮試験） 

 （コンクリートコアーの中

性化試験） 

 （地山資料試験） 

 （漏水水質調査） 

 （ボーリング調査） 

 （地山挙動調査） 

 （トンネル内外の気温調

査） 

道路トンネル維持

管理便覧 

工事記録 

掘削に伴う地山変化記録 

各種試験結果 

計 

測 

内空断面 

出来形調書 

内空変位 

路面隆起・沈下 

覆工の補強・補修記録 

漏水防止工の施工記録 

路面の変状記録（補修記録） 

気温・降水量の測定記録 

明り部の災害歴の記録 

詳
細
点
検 

記
録 

点検記録 

目視記録 

測定記録 

記録写真 
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（3） ひび割れ調査 

a) 調査の目的 

点検で得られた情報、資料を用いてひび割れ状況を把握し、通行車両の安全確保、構造物としての安全性、覆工再

生工法に及ぼす影響、先行補修工の要否等を判定するとともに、別途設計の必要が有るかを判断する資料を得ることを

目的とする。 

 

b) ひび割れ調査の必要な変状 

調査が必要となる変状の種類を表 2.3 に示す。同表に示す以外の変状については、調査を省略して対策工の検討

が可能となるが、点検者の判断で調査が必要と考えられる場合は、必要となる調査を提案するものとする。 

 

表 2.3 調査が必要となるトンネル変状の種類 

変状種類 調査目的 変状状況 

ひび割れ 
外力の作用が疑われる 幅 3 ㎜/年以上、段差を伴う、角欠け（圧ざ）を伴う 

背面空洞が疑われる 放射状・同心円状のもの 

変形 外力の作用が疑われる 
覆工の変形、舗装版の隆起・沈下、縁石の押出し、

目地開き 

出典：設計要領 第三集トンネル編トンネル本体工保全編（変状対策） 

 

c) ひび割れ経時変化調査の方法 

詳細点検で実施されているひび割れ展開図を用いて、外力によるひび割れの疑いが有ると判断されるひび割れがあ

る場合には、ひび割れ経時変化調査を実施するものとする。 

 

① スプリングライン付近から上部に連続性のあるひび割れがある場合は、電気式ひび割れゲージを設置するものとす

る。その場合は、ひび割れ展開図をもとにひび割れの発生原因を想定し、重要で代表的なひび割れに設置す

る。 

② ひび割れの進行性判定は、対策工の優先度に大きく影響を及ぼすものであり対策工法を検討する場合も大きな要

素となる。進行性が認められるのであれば、その原因を明らかとし必要な対策を講じる必要がある。場合によって

は、季節的な変動だけで変位が累積しない場合もある。 

 
（4） 建築限界調査 

覆工再生工工事を行う場合には、トンネル断面の計測を実施し、建築限界との離隔を調査する必要がある。 

この調査は、レーザーで測定し、各覆工断面で取りまとめるものとする。 

 

（5） トンネル覆工構造調査 

トンネル構造の調査は、変状したトンネル構造（覆工、舗装）の厚さ、背面空洞、内部応力状態等を明らかにすることによ

り、補修・補強ランクの判定や対策工の選定、設計に必要な情報を得ることを主な目的とする。表 2.4 にトンネル構造調査

の調査内容、方法の例を示すが、最新技術の動向を踏まえて調査方法を選択する必要がある。 
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検討するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（4） 建築限界調査 

覆工再生工事を行う場合には、トンネル断面の計測を実施し、建築限界との離隔を調査する必要がある。 

この調査は、レーザーで測定し、各覆工断面で取りまとめるものとする。 

 

（5） トンネル覆工構造調査 

トンネル構造の調査は、変状したトンネル構造（覆工、舗装）の厚さ、背面空洞、内部応力状態等を明らかにすることによ

り、補修・補強ランクの判定や対策工の選定、設計に必要な情報を得ることを主な目的とする。表 2.4 にトンネル構造調査

の調査内容、方法の例を示すが、最新技術の動向を踏まえて調査方法を選択する必要がある。 

 

 

 



 
頁 現行 改定案  

表 2.4 トンネル覆工構造調査の調査内容・方法 

調査項目 調査対象物 着目点 調査内容 調査方法 備考 

トンネル構造

調査 

覆工 構造厚、材質 覆工の厚さ（状態） コア抜き（ボーリング）、超音

波法、電磁波法、打撃・打

診法 

ボーリングを行うこ

とにより、特定され

た点での情報であ

るが、最も正確な

情報が得られる。

事前に位置、深さ

等について十分

検討し併用する調

査方法を決定す

る。 

支保部材の材質、間隔 （矢板、鋼板、吹付コンクリ

ート、H 型鋼等） 

ひずみ 

（覆工応力） 

覆工表面ひずみ量 ひずみゲージ 

強度 覆工の圧縮強度 コア圧縮強度試験 

ジュミットハンマー反発法 

舗装面 構造厚、材質 舗装版の厚さ（状態） コア抜き（ボーリング）はつり

出し 

路盤部の厚さ（状態） コア抜き（ボーリング）はつり

出し 

インバートの厚さ（状態） ボーリング 

 

（6） 鋼アーチ支保工の位置調査 

鋼アーチ支保工の位置調査とは、先行補強工の施工に必要な鋼アーチ支保工の設置間隔を図面により特定するが、図

面等で確認できない場合は、現地で電磁波レーダー等を用いて確認するものとする。同時に、タイロットやつなぎ材も同時

に調査を行うものとする。 
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トンネル構造
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覆工 構造厚、材質 覆工の厚さ（状態） コア抜き（ボーリング）、超音
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た点での情報であ
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事前に位置、深さ

等 に つ い て 十分

検討し併用する調

査方法を決定す

る。 

支保部材の材質、間隔 （矢板、鋼板、吹付コンクリ
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（覆工応力） 

覆工表面ひずみ量 ひずみゲージ 
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（6） 鋼アーチ支保工の位置調査 

鋼アーチ支保工の位置調査とは、先行補強工の施工に必要な鋼アーチ支保工（タイロッド等）の設置間隔について電磁

波レーダー等を用いて確認するものとする。 
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  設計 

 設計一般 

既設トンネルの覆工再生工の設計は、長期的なトンネルの安定性、通行車両や工事中の安全性および経済性を考慮

する。 

 

(1) 覆工再生工の設計方針 

既設トンネルの覆工再生工は、既設トンネル覆工コンクリートからの漏水が多い場合など、繊維シート接着工等によるトン

ネル補修対策では、将来的に劣化の恐れがある場合に適用される。覆工再生工における設計は、建築限界の支障、再生

覆工の長期的な安定性、施工中における利用者や工事従事者の安全性、ライフサイクルコストを考慮した経済性などを考

慮して実施する必要がある。 

本手引き（案）における再生覆工は、巻厚 20cm 程度の現場打ちの繊維入り無筋コンクリートを基本としており、施工にあ

たり既設トンネルの内空断面に支障が発生する場合には、既設覆工コンクリートの切削が必要となる。既設覆工コンクリート

の切削時の挙動は、既設覆工の天端に緩みが発生している場合や、トンネル周辺の地山に応力再配分が発生していること

などによるトンネルの健全度や地山条件により異なることが想定される。 

再生覆工の設計における基本的な考え方としては、以下に示す 3 パターンが考えられる。 

① 既設覆工コンクリートを切削したときに、当初設計耐力からの不足分を再生覆工で負担する。 

② 既設覆工コンクリートの当初設計耐力と同等の耐力を再生覆工が負担する。 

③ 既設覆工コンクリートは先行補強により安定するため、山岳トンネル工法（NATM）の覆工コンクリートと同等な機能を

有する構造とする。 

 

上記のうち、①は非常に理想的な状態での考え方となるが、施工当時の技術レベルや地山状態を完全に把握することは

困難な状態であることから、危険側の判断となる恐れがあることおよび防水シート等の施工が必要なことから、既設覆工コン

クリートと再生覆工の一体性が確保できないと考えられる。②は既設覆工コンクリートを評価していないため、再生覆工が負

担する荷重が非常に大きくなり、過度に安全側の評価になると考えられる。以上により、ロックボルトによる先行補強を実施

することにより、既設覆工コンクリート切削後のトンネルの構造安定性が確保されることを前提とし、③の山岳トンネル工法

（NATM）の覆工コンクリートと同等な機能を有する構造とする。これにより既設覆工も評価することができ、なおかつ現在の

標準工法である山岳トンネル工法（NATM）の考え方も取り入れられるため、安定性、経済性を確保することができると考えら

れる。なお、山岳トンネル工法（NATM）の覆工コンクリートと同等な機能を有する構造とすることから、再生覆工は設計基準

強度 18N/㎜ 2、巻厚 30cm と同等の耐力を保有することを基本として設計することとする。なお、既設覆工の設計巻厚やコ

ンクリート強度が当初設計に満たない場合や外力による変状で、進行性が認められる場合には、別途検討を行うものとす

る。 

 

(2) 施工中の安全性 

本手引き（案）における覆工再生工の施工は、通行車両の安全を確保するための防護工等の設置を前提としている。そ

のため、限られた空間内での作業となり、工期や安全性、経済性の増加などの施工上の制約条件によって様々な影響を受

けることが想定される。なお、防護工等を設置しない場合については、別途検討が必要である。 
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れる。なお、山岳トンネル工法（NATM）の覆工コンクリートと同等な機能を有する構造とすることから、再生覆工は設計基準

強度 18N/㎜ 2、巻厚 30cm と同等の耐力を保有することを基本として設計することとする。なお、既設覆工の設計巻厚やコ

ンクリート強度が当初設計に満たない場合や外力による変状で、進行性が認められる場合には、別途検討を行うものとす

る。 

 

(2) 施工中の安全性 

本手引き（案）における覆工再生工の施工は、通行車両の安全を確保するための防護工等の設置を前提としている。そ

のため、限られた空間内での作業となり、工期や安全性、経済性の増加などの施工上の制約条件によって様々な影響を受

けることが想定される。なお、防護工等を設置しない場合については、別途検討が必要である。 
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(3) 覆工再生工の設計の流れ 

覆工再生工は、覆工切削時のトンネル安定性の確認、再生覆工の耐力照査を行い、作業の安全性やトンネルの安定性

を確認するため、覆工再生工の施工前に構造計算を行うものとする。 

本手引き（案）では、一般的な設計条件を設定した解析例を示し、覆工再生工設計時の参考とする。 

なお、基本要素決定後、調査、設計および現場における観察、計測結果が当初の設計条件に適合しない場合、工事の

安全性および経済性を確保するために、必要に応じて再生覆工の構造、地山等級などの設計条件を見直すことが重要で

ある。 

 

 
図 3.1 覆工再生工設計フロー 

(3) 覆工再生工の設計の流れ 

覆工再生工は、覆工切削時のトンネル安定性の確認、再生覆工の耐力照査を行い、作業の安全性やトンネルの安定性

を確認するため、覆工再生工の施工前に構造計算を行うものとする。 

本手引き（案）では、一般的な設計条件を設定した解析例を示し、覆工再生工設計時の参考とする。 

なお、基本要素決定後、調査、設計および現場における観察、計測結果が当初の設計条件に適合しない場合、工事の

安全性および経済性を確保するために、必要に応じて再生覆工の構造、地山等級などの設計条件を見直すことが重要で

ある。 

 

 

図 3.1 覆工再生工設計フロー 

既往資料の整理 

設計条件の整理 

断面検討【3-2 節】 

Yes 

覆工切削時のトンネル安定性の検討【3-5 節】 

先行補強【3-4 節】 

再生覆工の設計【3-6 節】 

トンネル付帯施設等の設計【3-7 節】 

No 

Yes 

No 

安定性が確保されているか？

安定性（必要耐力）が 

確保されているか？ 

先行補修【3-3 節】 

既往資料の整理 

設計条件の整理 

断面検討【3-2 節】 

Yes 

覆工切削時のトンネル安定性の検討【3-5 節】 

先行補強【3-4 節】 

再生覆工の設計【3-6 節】 

トンネル付帯施設等の設計【3-7 節】 

No 

Yes 

No 

安定性が確保されているか？

安定性（必要耐力）が 

確保されているか？ 

先行補修【3-3 節】 



 
頁 現行 改定案  

 断面検討 

覆工再生工の断面は、既設トンネル覆工および再生覆工の構造安定性と建築限界余裕、施工余裕を考慮し決定す

る。 

 

本手引き（案）で取り扱う覆工再生工法では、既設覆工の切削後や再生覆工の構造安定性、道路規格による建築限界か

ら決定される内空断面、掘削機等の施工機械が効率的に稼動するために必要な空間の確保を条件に決定する。 

そのため、覆工再生工トンネルの構造規格については、建築限界を条件とした内空断面と施工効率を考慮した内空断面

との比較によって決定しなければならない。 

覆工再生工の断面設定にあたり、標準的な手順を以下に示す。現場状況および施工技術的に以下に適合しない場合

は、標準的な手順を準用し、適切に設定することが望ましい。 

なお、トンネル天端付近は、建築限界に余裕があることから、覆工切削を実施しなくてもよい場合があることが考えられる。

また、既設覆工コンクリートと建築限界に余裕がある場合は、覆工切削を極力少なくなることも考慮して断面を決定すること

が望ましい。なお、断面決定にあたっては、施工余裕として±5cm 考慮することを基本とする。 

なお、本手引き（案）の参考資料（設計・解析の関連資料）では、施工時の安全性を考えトンネル全周を 20cm 切削するケ

ースでの検討を実施した。 

 

図 3.2 設計断面決定フロー 

 

 

図 3.3 建築限界と再生覆工の離隔例 
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参考として、D 級地山における標準断面図例を下図に示す。 

 

 

図 3.4 標準断面図（監視員通路あり断面）：全周切削例 

 

 

 

 
図 3.5 標準断面図（監視員通路なし断面）：全周切削例 

 
 

参考として、D 級地山における標準断面図例を下図に示す。 

 

 

図 3.4 標準断面図（監視員通路あり断面）：全周切削例 

 

 

 

 

図 3.5 標準断面図（監視員通路なし断面）：全周切削例 
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図 3.6 標準断面図（監視員通路あり断面）：部分切削例 

 

 

 

 

図 3.7 標準断面図（監視員通路なし断面）：部分切削例 

 

 

 

 
 

 
図 3.6 標準断面図（監視員通路あり断面）：部分切削例 

 

 

 

 

図 3.7 標準断面図（監視員通路なし断面）：部分切削例 
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 先行補修工 

先行補修工は、ひび割れ注入を行うことにより、覆工コンクリートの一体性を確保する。覆工再生工と隣接する覆工の

長期的な安全性を考慮し、必要と認められる場合に、補修を実施するものとする。 

また、はく落する恐れのある横断目地、水平目地、コールドジョイント、ジャンカ箇所等は、必要に応じて、はく落対策

を実施するものとする。 
 

（1） 先行補修工の考え方 

覆工再生工区間との境にある覆工については、覆工の安全性のため、アーチ部に生じた乾燥ひび割れに対し、ひび割

れの発生によって低下した剛性をある程度回復させる。また、ひび割れに注入材を注入することで、覆工コンクリートの一体

性を確保する効果がある。 

また、ひび割れ、継ぎ目、コールドジョイント、ジャンカ等の変状箇所から、コンクリート片がはく落する恐れのある場合に

は、はつり落とし、または、はく落防止対策を実施するものとする。 

表 3.2 に示す補修工の選定の目安を参考に選定するものとする。 

 

表 3.1 注入材選定の目安 

種  別 目的および条件 備  考 

有機系 エポキシ樹脂 ひび割れの閉塞、一体化  

湿潤面接着用や水中硬化型

のエポキシ樹脂 

軽度の漏水を伴うひび割れの閉

塞、一体化 

若干高価 

無機系 無機系セメント材料 ひび割れの閉塞  

 

（2） ひび割れ補修 

ひび割れ補修の注入材は表 3.1 に示すとおり有機系と無機系があり、それぞれ固有の特性を有するエポキシ樹脂、ポリ

エステル樹脂などの有機材料は、コンクリートとの接着性やセメントに対する耐アルカリ性の点で優れており、微細なひび割

れまで注入可能であるが、ひび割れ表面の乾湿状態により注入材を選定する必要がある。 

また、無機系材料は、粘度が低いため低圧力で注入可能であるとともに、ひび割れ内の水分に影響されず所定の付着

力を得ることができるが、ひび割れへの追髄性を期待できないことから、部材の一体性確保を目的とする場合には用いられ

ない。 

 

（3） はく落対策 

はく落対策の設計は、NEXCO 設計要領第三集トンネル本体工（変状対策）4.補修工の設計 4.2 剥落対策に準じて設計

を行うものとする。 

表 3.2 に示す補修ランクに対する補修工選定の目安を参考に選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 先行補修工 

先行補修工は、覆工再生工と隣接する覆工の長期的な安全性を考慮し、補修を実施するものとする。 

 

また、はく落する恐れのある横断目地、水平目地、コールドジョイント、ジャンカ箇所等は、必要に応じて、はく落対策

を実施するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（1） ひび割れ補修 

ひび割れ補修の施工は「コンクリートのひび割れ調査、補修指針-2013-付:ひび割れの調査と補修・補強事例」（公）日本

コンクリート工学会に準じて設計するものとする。 

 

 

 

 

 

（2） はく落対策 

はく落対策の施工は、「トンネル施工管理要領（トンネル本体工）覆工のはく落対策」中日本高速道路株式会社（平成 27

年 7 月）に準じて設計を行うものとする。 
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表 3.2  補修ランクに対する補修工選定の目安 

補修ランク 
ひび割れの密度に関する補修ランク 漏水に関する補修ランク 材料劣化に関する補修ランク 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

 

 

変状の状況 

 

 

 

補修工一覧 

全体的に、

ひび割れ

が広い範

囲で密集、

圧ざ、浮き

によりコンク

リート片落

下の危険

性がある 

全体的に、

ひび割れ

が全域に

発生し、局

所的にある

いは将来

的に剥落

の危険性

がある 

全体的に、

一般的に

見られるひ

び割れに

加えて部

分的なひ

び割れ集

中箇所が

ある 

ひび割れ

や打継目

から地下水

が落下して

通行車両

の安全走

行を損なう

もの 

漏水のた

めに将来

車両通行

の障害に

なる恐れが

ある。 

または凍害

の恐れがあ

るもの 

漏水のた

めに構造

物の劣化

が促進され

るもの 

材料劣化

によってコ

ンクリート

片が落下し

て通行車

両の安全

走行を損な

うもの 

材料劣化

の進行が

著しく、将

来車両通

行の障害

になる恐れ

があるもの 

材料劣化

の進行が

緩やかで

はあるが進

行している

もの 

ひび割れ
密度の目
安 

50 ㎝/㎡ 

ひび割れ
密度の目

安 
20～50 ㎝/
㎡ 

ひび割れ
密度の目

安 
20 ㎝/㎡以
下 

は
く
落
対
策 

はつり落とし △ △ △    ○ △  

はく落 
防止工 

繊維、鋼板接着 ○ ○ △    ○   

漏
水
対
策 

導水工 
平型樋    ○ ○ △    

溝切り導水    △ △ △    

止水工 ひび割れ注入    △ △ ○    

水抜き工 
水抜き孔    ○ △     

水抜きボーリング    ○ △     

コ
ン
ク
リ
ー
ト
劣
化 

ひび割れ注入        ○ △ 

防錆処理       △ ○ △ 

断面修復       ○ △  

凍害 

防止 

断熱板       △ ○ △ 

加熱工法       △ △  

出典：NEXCO 設計要領第三集トンネル本体工（変状対策） 
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 先行補強工 

覆工再生工の長期安定性の確保、施工中の安全確保および作業効率の向上を目的に、既設トンネル覆工に対して

先行補強を行うものとする。先行補強はロックボルトによる補強を原則とする。 

 

本手引き（案）では、覆工再生工の長期的な安定性の確保、施工中の安全の確保、作業効率の向上を目的とし、ロック

ボルトを先行補強として実施することを原則とする。そのため、覆工切削後もロックボルトの作用効果を発揮できるよう、座

掘り（ロックボルトを覆工内に設置するために事前に切削厚＋5cm の深さで行う径 20cm の先行削孔をいう。図 3.8 参照）

を前提としている。また、既設覆工に多くのひび割れが発生している場合は、その覆工の状況に応じたロックボルト打設

や、はく落防止対策等の先行補修対策についても検討する必要がある。 

 

（1） ロックボルトの形式 

ロックボルトの形式については、湧水等の影響を考慮して摩擦式鋼管膨張ボルトを標準とする。 

ただし、地山条件によっては自穿孔型ロックボルト等の使用についても検討するものとする。 

なお、既設トンネルの施工空間が狭くロックボルト打設時に通行車両の通行に支障が出る恐れがある場合は、ロックボル

トを斜めに打設することや継ぎボルト等についても考慮する必要がある。覆工背面には矢板および緩んだ地山が存在する

ことが想定され、ロックボルトの穿孔作業に時間を要する可能性があるため、条件に適合した穿孔機の選定およびロックボ

ルト形式の採用についても考慮する必要がある。 

 

 

（2） ロックボルトの配置と長さ 

先行補強工のロックボルトは、覆工再生工の施工に先立って、既設覆工の構造体としての補強および作業の安全性確保

としての覆工のはく落等の防止という両面から行うものであり、適切な間隔で打設する。打設間隔は、覆工再生工を行う地

山等級に合わせて、トンネル延長方向の設置間隔は、既設矢板工法の一掘進長、横断方向の設置間隔は、表 3.3 に示す

山岳トンネル工法（NATM）での周方向間隔とする。なお、NATM の打設間隔は「設計要領 第三集 トンネル トンネル本

体工建設編 平成 18 年 4 月」を参考とする。 

 

 

 

斜めにロックボルトを打設する場合には、十分な効果が得られるボルト長、打設角度についても検討するものとする。 

 

図 3.8 先行補強に使用するロックボルト施工標準図 
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先行補強を行うものとする。先行補強はロックボルトによる補強を原則とする。 

 

本手引き（案）では、覆工再生工の長期的な安定性の確保、施工中の安全の確保、作業効率の向上を目的とし、ロック

ボルトを先行補強として実施することを原則とする。そのため、覆工切削後もロックボルトの作用効果を発揮できるよう、座

掘り（ロックボルトを覆工内に設置するために事前に切削厚＋5cm の深さで行う径 20cm の先行削孔をいう。図 3.8 参照）

を前提としている。また、既設覆工に多くのひび割れが発生している場合は、その覆工の状況に応じたロックボルト打設

や、はく落防止対策等の先行補修対策についても検討する必要がある。 

 

（1） ロックボルトの形式 

ロックボルトの形式については、片側車線規制下での施工を前提とするため、湧水等の影響を考慮して摩擦式鋼管膨張

ボルトを標準とする。ただし、通行止めでの施工においては定着式ボルトの使用などについて検討するものとする。また、地

山条件によっては自穿孔型ロックボルト等の使用についても検討するものとする。 

なお、既設トンネルの施工空間が狭くロックボルト打設時に通行車両の通行に支障が出る恐れがある場合は、ロックボル

トを斜めに打設することや継ぎボルト等についても考慮する必要がある。覆工背面には矢板および緩んだ地山が存在する

ことが想定され、ロックボルトの穿孔作業に時間を要する可能性があるため、条件に適合した穿孔機の選定およびロックボ

ルト形式の採用についても考慮する必要がある。 

 

（2） ロックボルトの配置と長さ 

先行補強工のロックボルトは、覆工再生工の施工に先立って、既設覆工の構造体としての補強および作業の安全性確保

としての覆工のはく落等の防止という両面から行うものであり、適切な間隔で打設する。打設間隔は、覆工再生工を行う地

山等級に合わせて、トンネル延長方向の設置間隔は、既設矢板工法の一掘進長、横断方向の設置間隔は、山岳トンネル

工法（NATM）での周方向間隔とする。NATM の打設間隔は「設計要領 第三集 トンネル トンネル本体工建設編 令和 2

年 7 月」を参考とする。なお、既設の内空断面形状により全周の切削が必要でない場合や既設矢板工法の掘削長が 1m 未

満でロックボルト打設に伴う削孔により、既設覆工の耐力低下が問題となるような場合は、先行補強範囲およびロックボルト

打設配置等を決定するにあたって、既設覆工切削時の安定性やロックボルトの効果を数値解析等で確認することが必要で

ある。 

斜めにロックボルトを打設する場合には、十分な効果が得られるボルト長、打設角度についても検討するものとする。   

 

図 3.8 先行補強に使用するロックボルト施工標準図 
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表 3.3 先行補強（ロックボルト）の設置間隔（横断方向）の参考値 

表 4.5.3 ２車線トンネルの標準支保パターン表 

地
山
等
級 

支保パ

ターン 

標準

1 掘

進長

（m） 

ロックボルト 

吹付け 

コンク 

リート 

鋼アーチ 

支保工 
覆工厚（cm） 

変形

余裕 

（cm） 

掘削 

工法 

長さ

（m） 

耐力 

（kN） 

施工間隔（m） 
施工

範囲 

厚さ 

（cm） 

上半

サイ

ズ 

下半

サイ

ズ 

アー

チ・

側壁 

イン

バー

ト 

周方

向 

延長

方向 

Ｂ Ｂ－ａ 2.0 3.0 110 1.5 2.0 

上半 

120° 

5 － － 30 0 0 

補助ベ

ンチ付

き全断

面工法

または

上半工

法 

ＣⅠ ＣⅠ－ａ 1.5 3.0 110 1.5 1.5 上半 10 － － 30 （40） 0 

ＣⅡ 

ＣⅡ－ａ 

1.2 3.0 110 

1.5 1.2 
上下

半 
10 

－ － 

30 （40） 0 

ＣⅡ－ｂ 1.5 1.2 H125 － 

ＤⅠ 

ＤⅠ－ａ 1.0 3.0 

170 1.2 1.0 
上下

半 
15 H125 H125 30 45 0 

ＤⅠ－ｂ 1.0 4.0 

ＤⅡ ＤⅡ－ａ 
1.0

以下 
4.0 170 1.2 

1.0

以下 

上下

半 
20 H150 H150 30 50 10 

 

支保パターンのａ，ｂの区分は、以下による。 

ａ：基本的すべての岩種に適用する標準支保パターン 

ｂ：当初設計において，粘板岩，黒色片岩，泥岩，頁岩，凝灰岩等のうち，トンネル掘削にともなう変位が大きくなると予想さ

れる場合のみ適用する。 

なお，インバートの（ ）は，第三紀泥岩，凝灰岩，蛇紋岩等の粘性土岩や風化結晶片岩，温泉余土などに適用する。 

出典：設計要領 第三集 トンネル トンネル本体工建設編 H18.4 

 

表 3.4 本線用鋼製支保工の断面と建込間隔 

掘削 

分類 

覆工厚

（㎝） 

支保工 

断  面 

支保工 

ビッチ 

（ｍ） 

備        考 
断面積 

（㎝ 3） 

質量 

（㎏／ｍ） 

断面係数 ｗｘ 

ｗｙ ｗｘ㎝ 3 ｗｙ㎝ 3 

Ａ 45 
Ｈ-150 150 Ｈ-150×150×7×10 39.65 31.1 216 75.1 2.9 

Ｈ-175 150 Ｈ-175×175×7.5×11 51.42 40.4 331 112 3.0 

Ｂ 45 
Ｈ-175 130 Ｈ-175×175×7.5×11 51.42 40.4 331 112 3.0 

Ｈ-175 110 〃 51.42 40.4 331 112 3.0 

Ｃ 60 
Ｈ-200 120 Ｈ-200×200×8×12 63.5 49.9 472 160 3.0 

Ｈ-200 100 〃 63.5 49.9 472 160 3.0 

Ｄ 60 
Ｈ-200 90 〃 63.5 49.9 472 160 3.0 

Ｈ-200 75 〃 63.5 49.9 472 160 3.0 

Ｅ 現場の地形地質を詳細に調査のうえ、それぞれ設計する。 

（注）支保工断面、ピッチの欄で上段は内空幅 8.5m 程度、下段は 10m 程度の場合である。 
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 既設覆工の安定性評価 

覆工切削における、切削後の既設覆工コンクリートの安定性・安全性の確認を行うことにより、覆工再生工で施工され

た覆工の長期的な安定性を考慮し、切削範囲、切削厚さを決定する。 

 

（1） 概要 

覆工再生工にあたって、必要な内空断面を確保するために既設覆工を切削する場合は、数値解析等により、その安定

性、安全性の確認を行うものとする。 

 

（2） 解析の流れ 

覆工切削時の既設覆工の安定性評価および覆工切削範囲や切削厚を設定するための標準的な解析の流れを以下に

示す。 

 
 

図 3.9  覆工切削の解析の流れ 

 

（3） 既往資料の整理 

既往資料整理は、対象となるトンネル建設時の履歴、構造、周辺環境や地山条件等の覆工切削時の応力解析等に必要

な情報を得ることを目的に行うものとする。 

 

（4） 解析条件の設定 

解析条件として、領域条件、境界条件、地山条件、断面条件、掘削工法、覆工切削厚を整理する。 
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a) 解析手法 

既設覆工の切削時の安定性や覆工切削範囲は、解析で設計するものとする。 

解析的手法としては、有限差分法（FDM）や有限要素法（FEM）などがある。本手引き（案）の参考資料では、非線形モ

デルの設定やモデル作成の使いやすさから、三次元有限差分法（FDM）で検討を実施している。 

 

b) 解析領域 

解析領域は、境界の影響が掘削領域近傍に及ばないように設定する。 

解析領域のモデル図例を下記に示す。 

 

 

図 3.10 解析領域図例 

 

c) 境界条件 

解析領域端部の境界条件（拘束条件）は、一般的に下図に示すように設定する。境界条件は解析結果に大きく影響する

ため、これ以外の境界条件を設定する場合には、それが実際の現象に当てはめて適切であるかどうか慎重に判断する必要

がある。 

 

図 3.11 一般的な境界条件の設定例 
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d) 地山物性および支保の設定 

地山物性の設定は、地山等級に応じた一般値を用いる方法、各種試験から求める方法、施工データに基づいて求める

方法などがある。このうち、地山等級に応じた一般値を用いる方法の場合は、下表を参考とする。地山物性値を各種試験か

ら求める方法があるが、試験値は点での情報であり、供用線下での工事であることから、基本的には下記一般値を用いるこ

ととするが、各種試験値が一般値より小さい場合は試験値を用い、一般値より大きい場合は一般値を用いることを基本とす

る。ただし、一般値を用いることが明らかに適切でない（一般値が小さすぎる）と考えられる場合は慎重に検討し試験値を用

いるものとする。 

 

表 3.5 地山物性値の一般値 

断 

面 

地

山

区

分 

変形 

係数 
fdest 

初期 

ポアソ 

ン比 

破壊後 

ポアソ 

ン比 

弾性限 

界パラ 

メータ 

非線形 

指数 
粘着力 

内部 

摩擦角 

引張 

強度 

単位 

重量 

D fdest ν0 νdest k a c φ σ1 γt 

N/mm2      N/mm2 deg N/mm2 ｋN/mm3 

B G2 5,000 

（2,000～10,000） 

0.01 0.25 0.48 6.0 3.0 4.0 50 0.80 25.0 

CⅠ G3 2,000 

（1,000～5,000） 

0.01 0.30 0.48 6.0 3.0 2.0 45 0.40 24.0 

CⅡ G4 1,000 

（500～5,000） 

0.01 0.30 0.48 6.0 3.0 1.0 40 0.20 23.0 

DⅠ G5 500 

（200～2,000） 

0.01 0.35 0.48 4.0 2.0 0.4 35 0.08 22.0 

DⅡ G6 150 

（50～500） 

0.01 0.35 0.48 4.0 2.0 0.2 30 0.04 21.0 

*fdest については解析手法上異なる値を利用する場合を許容している。 

出典：中日本高速道路（株）「トンネル数値解析マニュアル 平成 30 年 2 月」 

 

e) 覆工コンクリート 

既設覆工コンクリートは、無筋コンクリートであり、現地試験（圧縮強度試験等）で確認されたコンクリート強度が大きい値

であっても、設計は fck=18N/mm2 として計算することを標準とする。 

 

表 3.6 既設覆工コンクリートの物性値 

項目 物性値 

設計基準強度 fck 18 N/mm2 

単位体積重量 γ 23kN/m3 

弾性係数 E 22,000 N/mm2 

ポアソン比 ν 0.2 
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表 3.1 地山物性値の一般値 
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地

山

区
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fdest 
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*fdest については解析手法上異なる値を利用する場合を許容している。 

出典：中日本高速道路（株）「トンネル数値解析マニュアル 平成 30 年 2 月」 

 

e) 覆工コンクリート 

既設覆工コンクリートは、無筋コンクリートであり、現地試験（圧縮強度試験等）で確認されたコンクリート強度が大きい値

であっても、設計はσck=18N/mm2 として計算することを標準とする。 

 

表 3.2 既設覆工コンクリートの物性値 

項目 物性値 

設計基準強度 1) σck 18 N/mm2 

単位体積重量 2) γ 23kN/m3 

弾性係数 2) Ec 22,000 N/mm2 

ポアソン比 2) ν 0.2 

出典：1) 土木学会 2016 年制定 トンネル標準示方書［山岳工法編］・同解説  P107 

             2) 日本道路公団 試験研究所 トンネル数値解析マニュアル（H10.10） P3-32 に基づき設定 
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f) 支保工 

鋼製支保工の物性値は、下表を参考とする。なお、弾性係数は 210,000N/mm2 とする。 

 

表 3.7 鋼アーチ支保工に使用される部材 

種 

別 

 

寸法 

 

 

［㎜］ 

 

断面積 

 

 

［㎝ 2］ 

 

単位 

質量 

 

[㎏/m] 

断面二次 

モーメント 
断面係数 

 

降伏 

軸力 

 

[kN] 

強軸方向 

降伏曲げ 

モーメント 

 

[kN・m] 
Ix 

[㎝ 4] 

Iy 

[㎝ 4] 

Zx 

[㎝ 3] 

Zy 

[㎝ 3] 

従 

来 

鋼 

NH-100×100×6×8 

NH-125×125×6.5×9 

NH-150×150×7×10 

NH-175×175×7.5×11 

NH-200×200×8×12 

NH-250×250×9×14 

21.59 

30.00 

39.65 

51.43 

63.63 

91.43 

16.9 

23.6 

31.1 

40.4 

49.9 

71.8 

378 

839 

1,620 

2,900 

4,720 

10,700 

134 

293 

563 

984 

1,600 

3,650 

75.6 

134 

216 

331 

472 

860 

26.7 

46.9 

75.1 

112 

160 

292 

529 

735 

971 

1,260 

1,556 

2,240 

19 

33 

53 

81 

116 

211 

出典：（株）高速道路総合研究所 技術資料「トンネル数値解析マニュアル（2017 年度版）」 

 

g) ロックボルト 

先行補強のロックボルトは、施工の確実性を考慮して鋼管膨張ボルトを標準とする。ロックボルト材料の物性は下表のとお

りとする。 

なお、ロックボルト材料は、ねじり棒鋼ロックボルト、自穿孔ボルトモルタル、ウレタン後注入、鋼管膨張ボルトがあるが、施

工性と湧水が多いことが想定されることから、本手引き（案）では鋼管膨張ボルトを標準とする。なお、削孔が自立しないほど

地質不良の場合は、自穿孔ボルトが必要となる可能性等を必要に応じて検討するものとする。 

 

表 3.8 ロックボルトの物性値 

項目 物性値 

単位体積重量 γ 77kN/m3 

弾性係数 E0 210,000 N/mm2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

f) 支保工 

鋼製支保工の物性値は、下表を参考とする。なお、弾性係数は 210,000N/mm2 とする。 

 

表 3.3 鋼アーチ支保工に使用される部材 

種 

別 

 

寸法 

 

 

［㎜］ 

 

断面積 

 

 

［㎝ 2］ 

 

単位 

質量 

 

[㎏/m] 

断面二次 

モーメント 
断面係数 

 

降伏 

軸力 

 

[kN] 

強軸方向 

降伏曲げ 

モーメント 

 

[kN・m] 
Ix 

[㎝ 4] 

Iy 

[㎝ 4] 

Zx 

[㎝ 3] 

Zy 

[㎝ 3] 

従 

来 

鋼 

NH-100×100×6×8 

NH-125×125×6.5×9 

NH-150×150×7×10 

NH-175×175×7.5×11 

NH-200×200×8×12 

NH-250×250×9×14 

21.59 

30.00 

39.65 

51.43 

63.63 

91.43 

16.9 

23.6 

31.1 

40.4 

49.9 

71.8 

378 

839 

1,620 

2,900 

4,720 

10,700 

134 

293 

563 

984 

1,600 

3,650 

75.6 

134 

216 

331 

472 

860 

26.7 

46.9 

75.1 

112 

160 

292 

529 

735 

971 

1,260 

1,556 

2,240 

19 

33 

53 

81 

116 

211 

出典：（株）高速道路総合研究所 技術資料「トンネル数値解析マニュアル（2017 年度版）」 

 

g) ロックボルト 

先行補強のロックボルトは、施工の確実性を考慮して鋼管膨張ボルトを標準とする。ロックボルト材料の物性は下表のとお

りとする。 

なお、ロックボルト材料は、ねじり棒鋼ロックボルト、自穿孔ボルトモルタル、ウレタン後注入、鋼管膨張ボルトがあるが、施

工性と湧水が多いことが想定されることから、本手引き（案）では鋼管膨張ボルトを標準とする。なお、削孔が自立しないほど

地質不良の場合は、自穿孔ボルトが必要となる可能性等を必要に応じて検討するものとする。 

 

表 3.4 ロックボルトの物性値 

項目 物性値 

単位体積重量１） γ 77kN/m3 

弾性係数１） E0 210,000 N/mm2 

出典：1) 日本道路公団 試験研究所 トンネル数値解析マニュアル（H10.10） P3-32 に基づき設定 
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（5） 既設覆工の応力復元解析 

対象トンネルの建設当時の施工手順を再現し、既設覆工の応力を求める。  

本手引き（案）の参考資料では、下記に示す上部半断面先進掘削方式の加背割を再現し検討を実施している。 

 

図 3.12 トンネル施工の加背割図例 

 

（6） 覆工切削時の応力解析 

再現した既設覆工応力に対して、覆工切削時の既設覆工の安定性や覆工切削可能範囲を求める。 

 

a) 解析条件 

・覆工切削の一切削長は、既設トンネルの鋼アーチ支保工建込間隔に合わせるものとする。 

・覆工切削に先行して、先行補強ロックボルトをモデル化する。 

・覆工切削厚や範囲を設定する。 

 
図 3.13 覆工切削解析図例 

 
b) 応力照査 

再現した既設覆工応力を基本として、覆工切削による既設覆工増加応力が許容値以下であることを確認することを基本

とする。なお、覆工増加応力の許容値の目安は、「設計要領 第三集 トンネル 保全編 トンネル近接施工」を参考とする。

また、合わせて覆工切削時の既設覆工応力については、許容応力度に対し許容値以下であることも確認するものとする。 
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対象トンネルの建設当時の施工手順を再現し、既設覆工の応力を求める。 

本手引き（案）の参考資料では、下記に示す上部半断面先進掘削方式の加背割を再現し検討を実施している。 
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（6） 覆工切削時の応力解析 

再現した既設覆工応力に対して、覆工切削時の既設覆工の安定性や覆工切削可能範囲を求める。 

 

a) 解析条件 

・覆工切削の切削長は、既設トンネルの鋼アーチ支保工建込間隔に合わせるものとする。 

・覆工切削に先行して、先行補強ロックボルトをモデル化する。 

・覆工切削厚や範囲を設定する。 

 

図 3.13 覆工切削解析図例 

 

b) 応力照査 

再現した既設覆工応力を基本として、覆工切削による既設覆工増加応力が許容値以下であることを確認することを基本

とする。なお、覆工増加応力の許容値の目安は、「設計要領 第三集 トンネル 保全編 トンネル近接施工」を参考とする。

また、合わせて覆工切削時の既設覆工応力については、許容応力度に対し許容値以下であることも確認するものとする。 
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表 3.9 覆工増加応力の許容値（目安） 

表 2-4.1 点検結果の判定区分 

判定区分 一般的な状況 

AA 損傷・変状が著しく、機能面からみて速やかに補修が必要である場合。 

A 
損傷・変状があり、機能低下がみられ補修が必要であるが、速やかに補

修を要しない場合。 

B 
損傷・変状はあるが、機能低下がみられず、損傷の進行状態を継続的

に観察する必要がある場合。 

OK 損傷・変状はないか、もしくは軽微な場合。 

注）上表の補修とは、変状対策のための総合的な対策工のことをいう。 

 

覆工増加応力に対する許容値の目安は、設計基準強度σck に対する比率を目安として表 3-1.4 に示すが、判

断にあたっては既設トンネルの健全度や路線の特性、近接工事の状況等を十分に考慮するものとする。 

表 3-1.4 覆工増加応力の許容値の目安 

既設トンネル覆工の

健全度判定区分 

増加圧縮応力 

（N/mm2） 

増加引張応力 

（N/mm2） 

B，OK 0.3σck 0.06σck 

A 0.2σck 0.04σck 

AA 0.1σck 0.02σck 

 

出典：設計要領 第三集 トンネル 保全編 トンネル近接施工 

 
（7） 結果の整理 

覆工切削時の応力照査を行い、既設覆工の覆工切削が可能な範囲や覆工切削厚を整理する。なお、覆工切削範囲等

に応じて、防護工の設置範囲や施工手順等の参考とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.5 覆工増加応力の許容値（目安） 

表 2-4.1 点検結果の判定区分 

判定区分 一般的な状況 

AA 損傷・変状が著しく、機能面からみて速やかに補修が必要である場合。 

A 
損傷・変状があり、機能低下がみられ補修が必要であるが、速やかに補

修を要しない場合。 

B 
損傷・変状はあるが、機能低下がみられず、損傷の進行状態を継続的

に観察する必要がある場合。 

OK 損傷・変状はないか、もしくは軽微な場合。 

注）上表の補修とは、変状対策のための総合的な対策工のことをいう。 

 

覆工増加応力に対する許容値の目安は、設計基準強度σck に対する比率を目安として表 3-1.4 に示すが、判

断にあたっては既設トンネルの健全度や路線の特性、近接工事の状況等を十分に考慮するものとする。 

表 3-1.4 覆工増加応力の許容値の目安 

既設トンネル覆工の

健全度判定区分 

増加圧縮応力 

（N/mm2） 

増加引張応力 

（N/mm2） 

B，OK 0.3σck 0.06σck 

A 0.2σck 0.04σck 

AA 0.1σck 0.02σck 

 

出典：設計要領 第三集 トンネル 保全編 トンネル近接施工 

 
（7） 結果の整理 

覆工切削時の応力照査を行い、既設覆工の覆工切削が可能な範囲や覆工切削厚を整理する。なお、覆工切削範囲等

に応じて、防護工の設置範囲や施工手順等の参考とする。 
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 再生覆工の設計 

再生覆工はその目的、作用荷重に対して必要な強度を有するとともに、耐久性のある材料で合理的な構造とする。 

再生覆工の目地は、覆工打設後の収縮ひび割れを考慮し、既設覆工の横断方向目地に合わせるものとする。 

 

再生覆工の基本的な構造およびコンクリートの強度については、設計で決められた構造および強度とする。 

再生覆工は、現在の技術で防水シートの施工が可能な現場打ちによる無筋コンクリートを標準とする。 

 

（1） 再生覆工詳細設計 

既設トンネルの覆工再生工における支保構造は、既設トンネル固有の特徴を十分考慮するとともに、施工性も考慮して

検討するものとする。 

覆工再生工は、矢板工法で施工されたひび割れや漏水などが発生している覆工のリニューアルを行うものであり、再生

覆工（新設の内巻工）に作用する荷重を考慮した設計とする必要がある。 

 
a) 解析の流れ 

再生覆工の仕様は、骨組構造解析を用いて下記の流れで設計計算することを基本とする。 

 
 

図 3.14 骨組構造解析の解析フロー 
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設計計算：ステップ 3 

・解析結果の評価 

再生覆工仕様の決定 

設計計算：ステップ 1 

・作用荷重の再現計算 

解析条件の設定 

既往資料の整理 

設計計算：ステップ 2 

・再生覆工の構造計算 

※終局限

界を超え

る場合、

再生覆工

の強度見

直し 

・地山条件、断面形状 

・モデル化（断面形状、境界条件） 

・物性値の設定（地山物性） 

・荷重条件 

・再生覆工の巻厚、設計強度 

・設計基準強度 18N/㎜ 2
、巻厚

30cm 覆工が耐えうる作用荷重再現 

・許容応力度照査 

・終局限界照査 

・再現荷重による再生覆工計算 

設計計算：ステップ 3 

・解析結果の評価 

再生覆工仕様の決定 

設計計算：ステップ 1 

・作用荷重の再現計算 

解析条件の設定 

既往資料の整理 

設計計算：ステップ 2 

・再生覆工の構造計算 
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・荷重条件 

・再生覆工の巻厚、設計強度 

・設計基準強度 18N/㎜ 2
、巻厚

30cm 覆工が耐えうる作用荷重再現 

・許容応力度照査 

・終局限界照査 

・再現荷重による再生覆工計算 
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b) 既往資料の整理 

既往資料整理は、対象となるトンネルのトンネル構造、地山条件等の覆工再生工設計に必要な情報を得ることを目的

に行うものとする。 

 

c) 解析条件の設定 

① モデル化 

対象トンネルの断面形状をモデル化する。 

境界条件は、覆工脚部支点をピン構造とする。 

 

② 物性値および支保の設定 

 地山物性 

地山物性の設定は、地山等級に応じた一般値を用いる方法、各種試験から求める方法、施工データに基づいて求

める方法などがある。このうち、地山等級に応じた一般値を用いる方法の場合は、下表を参考とする。地山物性値を各

種試験から求める場合、試験値は点での情報であり、供用線下での工事であることから、基本的には下記一般値を用

ることとするが、各種試験値が一般値より小さい場合は試験値を用い、一般値より大きい場合は一般値を用いることを

基本とする。ただし、一般値を用いることが明らかに適切でない（一般値が小さすぎる）と考えられる場合は慎重に検討

し試験値を用いるものとする。 

 

表 3.10 地山物性値の一般値 

断 

面 

地

山

区

分 

変形 

係数 

fdest 初期 

ポアソ 

ン比 

破壊後 

ポアソ 

ン比 

弾性限 

界パラ 

メータ 

非線形 

指数 

粘着力 内部 

摩擦角 

引張 

強度 

単位 

重量 

D fdest ν0 νdest k a c φ σ1 γt 

N/mm2      N/mm2 deg N/mm2 ｋN/mm3 

B G2 5,000 

（2,000～10,000） 

0.01 0.25 0.48 6.0 3.0 4.0 50 0.80 25.0 

CⅠ G3 2,000 

（1,000～5,000） 

0.01 0.30 0.48 6.0 3.0 2.0 45 0.40 24.0 

CⅡ G4 1,000 

（500～5,000） 

0.01 0.30 0.48 6.0 3.0 1.0 40 0.20 23.0 

DⅠ G5 500 

（200～2,000） 

0.01 0.35 0.48 4.0 2.0 0.4 35 0.08 22.0 

DⅡ G6 150 

（50～500） 

0.01 0.35 0.48 4.0 2.0 0.2 30 0.04 21.0 

*fdest については解析手法上異なる値を利用する場合を許容している。 

出典：（株）高速道路総合研究所 技術資料「トンネル数値解析マニュアル」（2017 年度版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 既往資料の整理 

既往資料整理は、対象となるトンネルのトンネル構造、地山条件等の覆工再生工設計に必要な情報を得ることを目的

に行うものとする。 

 

c) 解析条件の設定 

① モデル化 

対象トンネルの断面形状をモデル化する。 

境界条件は、覆工脚部支点をピン構造とする。 

 

② 物性値および支保の設定 

 地山物性 

地山物性の設定は、地山等級に応じた一般値を用いる方法、各種試験から求める方法、施工データに基づいて求

める方法などがある。このうち、地山等級に応じた一般値を用いる方法の場合は、下表を参考とする。地山物性値を各

種試験から求める場合、試験値は点での情報であり、供用線下での工事であることから、基本的には下記一般値を用

ることとするが、各種試験値が一般値より小さい場合は試験値を用い、一般値より大きい場合は一般値を用いることを

基本とする。ただし、一般値を用いることが明らかに適切でない（一般値が小さすぎる）と考えられる場合は慎重に検討

し試験値を用いるものとする。 

 

表 3.6 地山物性値の一般値 

断 

面 

地

山

区

分 

変形 

係数 

fdest 初期 

ポアソ 

ン比 

破壊後 

ポアソ 

ン比 

弾性限 

界パラ 

メータ 

非線形 

指数 

粘着力 内部 

摩擦角 

引張 

強度 

単位 

重量 

D fdest ν0 νdest k a c φ σ1 γt 

N/mm2      N/mm2 deg N/mm2 ｋN/mm3 

B G2 5,000 

（2,000～10,000） 

0.01 0.25 0.48 6.0 3.0 4.0 50 0.80 25.0 

CⅠ G3 2,000 

（1,000～5,000） 

0.01 0.30 0.48 6.0 3.0 2.0 45 0.40 24.0 

CⅡ G4 1,000 

（500～5,000） 

0.01 0.30 0.48 6.0 3.0 1.0 40 0.20 23.0 

DⅠ G5 500 

（200～2,000） 

0.01 0.35 0.48 4.0 2.0 0.4 35 0.08 22.0 

DⅡ G6 150 

（50～500） 

0.01 0.35 0.48 4.0 2.0 0.2 30 0.04 21.0 

*fdest については解析手法上異なる値を利用する場合を許容している。 

出典：（株）高速道路総合研究所 技術資料「トンネル数値解析マニュアル」（2017 年度版） 
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 覆工コンクリート 

既設覆工コンクリートは、無筋コンクリートであり、現地試験（圧縮強度試験等）で確認されたコンクリート強度が大き

い値であっても、設計は fck=18N/mm2 として計算するものとする。 

 

表 3.11 既設覆工コンクリートの物性値 

項目 物性値 

設計基準強度 fck 18 N/mm2 

単位重量 γ 23kN/m3 

弾性係数 E0 22,000 N/mm2 

ポアソン比 ν 0.2 

 

 再生覆工 

覆工コンクリートの弾性係数は、下表に示す値としてよい。 

 

表 3.12 再生覆工の弾性係数（N/mm2） 

設計基準強度 24 27 30 40 50 

弾性係数 2.5×104 2.65×104 2.8×104 3.1×104 3.3×104 

 

 

d) 設計計算 

① 解析手法 

解析手法は、骨組構造解析とする。 

 

② 解析ステップ 

再生覆工の構造計算は、下記の解析ステップで行うものとする。 

再生覆工の巻厚、設計強度をパラメータとして解析を行い、再生覆工の仕様を設定する。 

 

・ステップ１：設計基準強度 18N/㎜ 2、巻厚 30cm（普通コンクリート）が耐えうる荷重 W を設定 

・ステップ２：再生覆工に想定荷重 W を作用させた断面力を算定 

・ステップ３：再生覆工応力を許容応力度および MN 曲線による終局耐力で照査し、終局耐力を超える場合は、

再生覆工の設計強度を見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 覆工コンクリート 

既設覆工コンクリートは、無筋コンクリートであり、現地試験（圧縮強度試験等）で確認されたコンクリート強度が大き

い値であっても、設計はσck=18N/mm2 として計算するものとする。 

 

表 3.7 既設覆工コンクリートの物性値 

項目 物性値 

設計基準強度 σck 18 N/mm2 

単位重量 γ 23kN/m3 

弾性係数 Eｃ 22,000 N/mm2 

ポアソン比 ν 0.2 

 

 再生覆工 

覆工コンクリートの弾性係数は、下表に示す値としてよい。 

 

表 3.8 再生覆工の弾性係数（N/mm2） 

設計基準強度 24 27 30 40 50 

弾性係数 2.5×104 2.65×104 2.8×104 3.1×104 3.3×104 

 

 

d) 設計計算 

① 解析手法 

 解析手法は、骨組構造解析とする。 

 

② 解析ステップ 

 再生覆工の構造計算は、下記の解析ステップで行うものとする。 

 再生覆工の巻厚、設計強度をパラメータとして解析を行い、再生覆工の仕様を設定する。 

 

・ステップ１：設計基準強度 18N/㎜ 2、巻厚 30cm（普通コンクリート）が耐えうる荷重 W を設定 

・ステップ２：再生覆工に想定荷重 W を作用させた断面力を算定 

・ステップ３：再生覆工応力を許容応力度および MN 曲線による終局耐力で照査し、終局耐力を超える場合は、

再生覆工の設計強度を見直す。 
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③ 地盤バネ 

地山物性に応じた地盤バネを設定する。地盤バネ定数の算定式は下記のとおりとする。 

なお、地盤バネは法線方向バネでモデル化し、圧縮方向にのみ作用させるものとし、覆工が内空側へ変位する場

合には考慮しない。また、再生覆工背面側の防水シートのアイソレーションを考慮し、安全側の設計となるように接線

方向の地盤バネは考慮しない。 

 

[算定式] 

k = 1.7 × × × /  

ここで， kr： 半径方向地盤反力係数（kN/m3） 

α： E0 の算定方法および荷重条件に対する補正係数（下表参照） 

E0： 地盤の変形係数（kN/m2） 

Dc： 覆工コンクリートの図心幅（m） 

 

表 3.13 変形係数 E0とα 

変形係数 E0 の推定方法 
地盤反力係数の推定に用いる係数α 

常時 地震時 

直径 0.3m[30cm]の剛体円板による平板載荷試験の繰返し曲線から

求めた変形係数の 1/2 
1 2 

孔内水平載荷試験で測定した変形係数 4 8 

供試体の一軸または三軸圧縮試験から求めた変形係数 4 8 

標準貫入試験の N 値より E0=2,800N[E0=28N]で推定した変形係数 1 2 

出典：（株）高速道路総合研究所 技術資料「トンネル数値解析マニュアル（2017 年度版）」 

 

 

図 3.15 解析モデル図例 

 

 

 

③ 地盤バネ 

地山物性に応じた地盤バネを設定する。地盤バネ定数の算定式は下記のとおりとする。 

なお、地盤バネは法線方向バネでモデル化し、圧縮方向にのみ作用させるものとし、覆工が内空側へ変位する場

合には考慮しない。また、再生覆工背面側の防水シートのアイソレーションを考慮し、安全側の設計となるように接線

方向の地盤バネは考慮しない。 

 

[算定式] 

k = 1.7 × × × /  

ここで， kr： 半径方向地盤反力係数（kN/m3） 

α： E0 の算定方法および荷重条件に対する補正係数（下表参照） 

 E0： 地盤の変形係数（kN/m2） 

      Dc： 覆工コンクリートの図心幅（m） 

 

表 3.9 変形係数 E0とα 

変形係数 E0 の推定方法 
地盤反力係数の推定に用いる係数α 

常時 地震時 

直径 0.3m[30cm]の剛体円板による平板載荷試験の繰返し曲線から

求めた変形係数の 1/2 
1 2 

孔内水平載荷試験で測定した変形係数 4 8 

供試体の一軸または三軸圧縮試験から求めた変形係数 4 8 

標準貫入試験の N 値より E0=2,800N[E0=28N]で推定した変形係数 1 2 

出典：（株）高速道路総合研究所 技術資料「トンネル数値解析マニュアル（2017 年度版）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.15 解析モデル図例 

 

 

 

鉛直荷重 W 

地盤バネ：法線方向バネ 
（圧縮方向にのみ作用させる） 

脚部支点：ピン構造 

鉛直荷重 W 

脚部支点：ピン構造 

地盤バネ：法線方向バネ 
（圧縮方向にのみ作用させる）
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e) 解析結果の評価 

再生覆工の応力については、許容応力度に対し許容値以下であることを確認する。なお、許容値を超える場合は、

M-N 破壊包絡線による終局耐力照査を行う。 

最終的に、許容値以下ないしは、想定する再生覆工の M-N 破壊包絡線に、骨組構造解析により求めた設計断面力

をプロットし、M-N 破壊包絡線内にあることを確認する。終局耐力を超える場合、再生覆工の設計強度を見直すものと

する。 

また、併せて脚部の支持力も照査するものとする。 

 

  

図 3.16  M-N 破壊包絡線例 

 

f) 再生覆工仕様の決定 

骨組構造解析結果に基づき、再生覆工の巻厚、設計強度を決定するものとする。 

 

（2） 再生覆工の目地 

目地を跨いで再生覆工を施工した場合、既設覆工の温度変化による収縮ひずみに追随できないことから、施工した再生

覆工にひび割れ等の影響が出ることが想定される。 

よって、再生覆工のひび割れ防止の懸念から、再生覆工の目地は現在ある既設覆工の横断方向目地に合わせるものと

する。 
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最終的に、許容値以下ないしは、想定する再生覆工の M-N 破壊包絡線に、骨組構造解析により求めた設計断面力

をプロットし、M-N 破壊包絡線内にあることを確認する。終局耐力を超える場合、再生覆工の設計強度を見直すものと

する。 

また、併せて脚部の支持力も照査するものとする。 

 

  

 図 3.16  M-N 破壊包絡線例 

 

f) 再生覆工仕様の決定 

骨組構造解析結果に基づき、再生覆工の巻厚、設計強度を決定するものとする。 

 

（2） 再生覆工の目地 

目地を跨いで再生覆工を施工した場合、既設覆工の温度変化による収縮ひずみに追随できないことから、施工した再生

覆工にひび割れ等の影響が出ることが想定される。 
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 付帯工（監視員通路、排水水路および舗装） 

覆工再生工工事のために、既設監視員通路、円形水路および舗装等を取り壊す箇所および監視員通路壁や円形水

路が損傷している場合には、監視員通路および円形水路はプレキャスト製に取り換えることを原則とする。 

その場合、手すり・その他安全を図る設備も合わせて考慮し、適宜設置するものとする。 

 

覆工再生工工事中に取り壊す付帯工および損傷している付帯工については、時間的制約を考慮し、プレキャスト製品に

取り換えることを基本とする。このプレキャスト製品は、通行車が監視員通路に接触しても十分に安全な高さおよび強度を有

する構造とする。高さは、路面より 90cm、歩行幅空間は幅 75cm を標準とする。 

防水シートからの排水や水抜き孔などの排水は、センタードレーンに排水することができない場合は、円形水路に排水す

ることになるため、排水断面は通常の断面より大きくすることも考慮する。 

今回使用するプレキャストは、図 3.17 に示す「監視員通路縦壁付矩形水路」を標準とする。なお、現場条件等により、スリ

ップフォーム工法などの検討を行うものとする。 

 

（1） 設計条件 

設計荷重は T-25 縦断の輪荷重※に対応するものとする（※施工時荷重（フィニッシャー等）も考慮）。 

「矩形水路」は基本タイプと脚付タイプそして監視員通路縦壁付タイプの 3 種類がある。 

① 基本タイプ： トンネルの側溝 

② 監視員通路縦壁付タイプ： 矩形水路に壁を付けたもので、監視員通路として使用できる。また、一体型なので工期

短縮が図れる。 

 

（2） 排水性 

路面排水の呑口は、十分な排水能力を有するものとする。 

 

（3） メンテナンス 

十分な排水能力をもつ独立した呑口を一定間隔で設け、粗大ゴミ等の落下が防止でき高圧洗浄車による洗浄作業の効

率化が図れるものとする。 

 

（4） 止水性 

目地部分にはパッキン材を使用する。また、基本タイプおよび脚付タイプには、ジョイントピンと凹凸構造を一体化させた

ジョイントピン工法とし、壁付タイプにはボルトによるジョイントを使用し、止水性を高めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 付帯工（監視員通路、排水水路および舗装） 

覆工再生工事のために、既設監視員通路、円形水路および舗装等を取り壊す箇所および監視員通路壁や円形水路

が損傷している場合には、監視員通路および円形水路はプレキャスト製に取り換えることを原則とする。 

その場合、手すり・その他安全を図る設備も合わせて考慮し、適宜設置するものとする。 

 

覆工再生工事中に取り壊す付帯工および損傷している付帯工については、時間的制約を考慮し、プレキャスト製品に取

り換えることを基本とする。このプレキャスト製品は、通行車が監視員通路に接触しても十分に安全な高さおよび強度を有す

る構造とする。高さは、路面より 90cm、歩行幅空間は幅 75cm を標準とする。 

防水シートからの排水や水抜き孔などの排水は、円形水路に排水することになるため、排水断面は通常の断面より大きく

することも考慮する。 
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図 3.17 監視員通路付き水路例 

 

図 3.17 監視員通路付き水路例 
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 トンネル付属施設等の設計 

3-8-1 既設トンネルの付属施設等の機能の維持 

既設トンネルの換気設備、照明設備、非常用設備等については、覆工再生工工事中もその機能を維持することを原

則とする。 

 

覆工再生工工事中、既設トンネルの付属設備機能を維持する方法の検討を行うことする。 

トンネル断面内には、トンネルの付属施設以外に埋設管（電気ケーブル、通信ケーブル等）が設置されていることもあるこ

とから、これらを含めた設備移設計画が必要である。また、覆工再生工工事に併せて、老朽化したトンネルの付属設備等の

更新工事についても検討する。 

既設トンネルの覆工再生工を行う際には、既設トンネルの延長が長くなるほど、付属設備の工事中の機能維持には多大

な費用がかかる。このため、設計段階において、「4-14 トンネル内施設移設工」を参照し、設備の機能維持について十分に

検討するものとする。 

表 3.14～3.16 に高速道路トンネル内および坑口付近に設置されている設備の対応と設置基準の一覧を示す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 トンネル付属施設等の設計 

3-8-1 既設トンネルの付属施設等の機能の維持 

既設トンネルの換気設備、照明設備、非常用設備等については、覆工再生工事中もその機能を維持することを原則と

する。 

 

覆工再生工事中、既設トンネルの付属設備機能を維持する方法の検討を行うことする。 

トンネル断面内には、トンネルの付属施設以外に埋設管（電気ケーブル、通信ケーブル等）が設置されていることもあるこ

とから、これらを含めた設備移設計画が必要である。また、覆工再生工事に併せて、老朽化したトンネルの付属設備等の更

新工事についても検討する。 

既設トンネルの覆工再生工を行う際には、既設トンネルの延長が長くなるほど、付属設備の工事中の機能維持には多大

な費用がかかる。このため、設計段階において、「4-14 トンネル内施設移設工」を参照し、設備の機能維持について十分に

検討するものとする。 

表 3.10～3.12 に高速道路トンネル内および坑口付近に設置されている設備の対応と設置基準の一覧を示す。 
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表 3.14 高速道路トンネル再生覆工工事におけるトンネル内設備に対する対応策（案） 

場所 設備名1 設備名2 個別設備名 切削時の基本的対応（案） 

本坑 

換気設備 

ジェットファン  

 換気機能は移設 

 切削時には本坑内設備は撤去 

集じん機室 電気集じん設備 

電気集じんユニット 

汚水処理ユニット 

集じんファン 

換気立坑 立坑送排風機  

集じん機室 

換気盤 

換気制御盤 

集じん制御盤 

集じん高圧発生盤 

集じんファン盤 

本坑 

VI計（煙霧透過率測定装置） 

CO計（一酸化炭素検出装置） 

ＡＶ計（風向風速測定装置） 

集じん機 計測盤 

本坑 ダクト 

本坑 非常用設備 

通報警報設備 

押しボタン式通報装置 

 必要に応じて、事前に仮設ケーブル

に切り替える。 

 未施工区間は機能維持 

 工事区間および工事直近の未施工区

間は撤去し、監視員による監視体制を

設ける。 

 施工終了区間は順次機能復旧 

 避難通路は、未施工区間内は閉鎖す

る。施工終了区間は早期に機能復旧 

 非常用駐車帯の使用の有無について

は現地状況により判断する。 

非常電話 

非常警報装置 

火災検知器 

消火設備 
消火器 

消火栓 

避難誘導設備 

誘導表示板 

排煙装置 

避難通路 

その他 

給水栓 

無線通信補助設備 

ラジオ再放送設備 

拡声放送設備 

水噴射設備 

監視装置 

停電時照明設備 

非常用電源設備 

本坑 

照明設備 

トンネル坑口照明 

 

 未施工区間は機能維持 

 工事範囲（防護工内）に走行に必要な

照明設備を設ける。 

 配線の必要が無い、バルーン照明や

視線誘導灯を検討する。 

トンネル内照明 

坑外 コントロールセンター 

坑外 輝度計 

本坑 
非常駐車帯照明 

その他（坑口分電盤） 

電気室 受配電・自家

発電設備 

受配電盤 

 副電気室送りの高圧ケーブルは反対

側のトンネル（上り線の場合は下り線

側）に配線 

変圧器盤 

トランス 

無停電電源装置 

自家発電装置 

発電機盤 

坑外 その他（引込柱） 

本坑 

情報収集お

よび提供設

備 

監視装置（ＩＴＶ） 

 工事区間および未施工区間は撤去

し、監視員による監視体制を設ける。 

 トンネル内情報板は移設し機能維持 

 坑口および坑外は工事実施の簡易情

報板増設 

漏洩同軸ケーブル 

坑外 トンネル坑口情報板 

本坑 

トンネル内情報版 

可変式速度規制標識 

非常口表示灯 

誘導表示板 

※工事完了箇所は、再生覆工面で通行（ただし、一車規制のまま、資機材搬入用に一車線は工事で使用）する。 

 

 

表 3.10 高速道路トンネル再生覆工工事におけるトンネル内設備に対する対応策（案） 

場所 設備名1 設備名2 個別設備名 切削時の基本的対応（案） 

本坑 

換気設備 

ジェットファン  

 換気機能は移設 

 切削時には本坑内設備は撤去 

集じん機室 電気集じん設備 

電気集じんユニット 

汚水処理ユニット 

集じんファン 

換気立坑 立坑送排風機  

集じん機室 

換気盤 

換気制御盤 

集じん制御盤 

集じん高圧発生盤 

集じんファン盤 

本坑 

VI計（煙霧透過率測定装置） 

CO計（一酸化炭素検出装置） 

ＡＶ計（風向風速測定装置） 

集じん機 計測盤 

本坑 ダクト 

本坑 非常用設備 

通報警報設備 

押しボタン式通報装置 

 必要に応じて、事前に仮設ケーブル

に切り替える。 

 未施工区間は機能維持 

 工事区間および工事直近の未施工区

間は撤去し、監視員による監視体制を

設ける。 

 施工終了区間は順次機能復旧 

 避難通路は、未施工区間内は閉鎖す

る。施工終了区間は早期に機能復旧 

 非常用駐車帯の使用の有無について

は現地状況により判断する。 

非常電話 

非常警報装置 

火災検知器 

消火設備 
消火器 

消火栓 

避難誘導設備 

誘導表示板 

排煙装置 

避難通路 

その他 

給水栓 

無線通信補助設備 

ラジオ再放送設備 

拡声放送設備 

水噴射設備 

監視装置 

停電時照明設備 

非常用電源設備 

本坑 

照明設備 

トンネル坑口照明 

 

 未施工区間は機能維持 

 工事範囲（防護工内）に走行に必要な

照明設備を設ける。 

 配線の必要が無い、バルーン照明や

視線誘導灯を検討する。 

トンネル内照明 

坑外 コントロールセンター 

坑外 輝度計 

本坑 
非常駐車帯照明 

その他（坑口分電盤） 

電気室 受配電・自家

発電設備 

受配電盤 

 副電気室送りの高圧ケーブルは反対

側のトンネル（上り線の場合は下り線

側）に配線 

変圧器盤 

トランス 

無停電電源装置 

自家発電装置 

発電機盤 

坑外 その他（引込柱） 

本坑 

情報収集お

よび提供設

備 

監視装置（ＩＴＶ） 

 工事区間および未施工区間は撤去

し、監視員による監視体制を設ける。 

 トンネル内情報板は移設し機能維持 

 坑口および坑外は工事実施の簡易情

報板増設 

漏洩同軸ケーブル 

坑外 トンネル坑口情報板 

本坑 

トンネル内情報版 

可変式速度規制標識 

非常口表示灯 

誘導表示板 

※工事完了箇所は、再生覆工面で通行（ただし、一車規制のまま、資機材搬入用に一車線は工事で使用）する。 
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表 3.15 設置基準 

トンネル等級 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 備考 

非常電話 ○ ○ ○ ○ ○ 
延長 200 m 未満の D 級トンネ

ルは省略 

押ボタン式通報装置 ○ ○ ○ ○   

火災検知器 ○ ○    換気設備がある事 

トンネル内情報板 ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

消火器 ○ ○ ○ ○ ○  

消火栓 ○ ○ △   1,000ｍ以上の B 級トンネル 

非常口表示板 避難連絡坑のあるトンネル 

誘導標示板（A） 避難連絡坑のあるトンネル 

非常口案内標示板 避難連絡坑のあるトンネル 

誘導標示板（B） ○ ○ ○   避難連絡坑のないトンネル 

排煙設備または避難通路 

 延長 750ｍ程度以上のトンネルには、避難連絡坑を設ける。 

 延長 1,500ｍ程度以上のトンネルには、排煙設備を設ける。 

 避難坑はトンネル等級ＡＡおよび延長 3,000ｍ以上のＡ級トンネルのうち、対面交通方式で縦

流換気方式を採用するトンネルにあっては、設置する。 

 上記以外の延長の短いＡＡ級トンネルにあっても、排煙設備か避難通路のいずれかを必ず設

置する。 

給水栓 ○ ○ △   1,000ｍ以上の B 級トンネル 

無線（漏洩同軸ケーブル） ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

ラジ再（割り込み機能有） ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

拡声放送 ラジオ再放送設備（割込み機能有り）を供えるトンネルに併設する。 

水噴霧設備 ○ △    
3,000ｍ以上、かつ 

4,000 台以上で対面交通 

CCTV（タイプ A） 水噴霧設備のあるトンネル（200ｍ間隔設置） 

停電時照明 延長 200ｍ程度以上のトンネル 

○：設置     △：条件付き設置（備考） 

出典：設計要領第 3、6、7、8 集 

 

 

表 3.11 設置基準 

トンネル等級 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 備考 

非常電話 ○ ○ ○ ○ ○ 
延長 200 m 未満の D 級トンネ

ルは省略 

押ボタン式通報装置 ○ ○ ○ ○   

火災検知器 ○ ○    換気設備がある事 

トンネル内情報板 ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

消火器 ○ ○ ○ ○ ○  

消火栓 ○ ○ △   1,000ｍ以上の B 級トンネル 

非常口表示板 避難連絡坑のあるトンネル 

誘導標示板（A） 避難連絡坑のあるトンネル 

非常口案内標示板 避難連絡坑のあるトンネル 

誘導標示板（B） ○ ○ ○   避難連絡坑のないトンネル 

排煙設備または避難通路 

 延長 750ｍ程度以上のトンネルには、避難連絡坑を設ける。 

 延長 1,500ｍ程度以上のトンネルには、排煙設備を設ける。 

 避難坑はトンネル等級ＡＡおよび延長 3,000ｍ以上のＡ級トンネルのうち、対面交通方式で縦

流換気方式を採用するトンネルにあっては、設置する。 

 上記以外の延長の短いＡＡ級トンネルにあっても、排煙設備か避難通路のいずれかを必ず設

置する。 

給水栓 ○ ○ △   1,000ｍ以上の B 級トンネル 

無線（漏洩同軸ケーブル） ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

ラジ再（割り込み機能有） ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

拡声放送 ラジオ再放送設備（割込み機能有り）を供えるトンネルに併設する。 

水噴霧設備 ○ △    
3,000ｍ以上、かつ 

4,000 台以上で対面交通 

CCTV（タイプ A） 水噴霧設備のあるトンネル（200ｍ間隔設置） 

停電時照明 延長 200ｍ程度以上のトンネル 

○：設置     △：条件付き設置（備考） 

出典：設計要領第 3、6、7、8 集 
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表 3.16 設置間隔 

トンネル等級 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 間隔 

非常電話 ○ ○ ○ ○ ○ 200ｍ 

押ボタン式通報装置 ○ ○ ○ ○  50ｍ 

火災検知器 ○ ○    25m、または 50m 程度 

トンネル内情報板 ○ △    トンネル内非常駐車帯 

消火器 ○ ○ ○ ○ ○ 50ｍ 

消火栓 ○ ○ △   50ｍ 

非常口表示板 避難連絡坑のあるトンネル 避難連絡坑部の両側側壁部 

誘導標示板（A） 避難連絡坑のあるトンネル 200ｍ程度 

非常口案内標示板 避難連絡坑のあるトンネル 
避難連絡坑の反対側の側壁

部 

誘導標示板（B） ○ ○ ○   200ｍ程度 

排煙設備または避難通路   

給水栓 ○ ○ △   200ｍ程度 

無線（漏洩同軸ケーブル） ○ △    トンネル全延長 

ラジ再（割り込み機能有） ○ △    トンネル全延長 

拡声放送 ラジオ再放送設備（割込み機能有り）を供えるトンネルに併設 非常駐車帯 

水噴霧設備 ○ △    水噴霧ヘッド 4～5ｍ 

CCTV（タイプ A） 水噴霧設備のあるトンネル（200ｍ間隔設置） 120m～200m 程度 

停電時照明 延長 200ｍ程度以上のトンネル  

○：設置     △：条件付き設置（備考） 

出典：設計要領第 3、6、7、8 集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.12 設置間隔 

トンネル等級 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 間隔 

非常電話 ○ ○ ○ ○ ○ 200ｍ 

押ボタン式通報装置 ○ ○ ○ ○  50ｍ 

火災検知器 ○ ○    25m、または 50m 程度 

トンネル内情報板 ○ △    トンネル内非常駐車帯 

消火器 ○ ○ ○ ○ ○ 50ｍ 

消火栓 ○ ○ △   50ｍ 

非常口表示板 避難連絡坑のあるトンネル 避難連絡坑部の両側側壁部 

誘導標示板（A） 避難連絡坑のあるトンネル 200ｍ程度 

非常口案内標示板 避難連絡坑のあるトンネル 
避難連絡坑の反対側の側壁

部 

誘導標示板（B） ○ ○ ○   200ｍ程度 

排煙設備または避難通路   

給水栓 ○ ○ △   200ｍ程度 

無線（漏洩同軸ケーブル） ○ △    トンネル全延長 

ラジ再（割り込み機能有） ○ △    トンネル全延長 

拡声放送 ラジオ再放送設備（割込み機能有り）を供えるトンネルに併設 非常駐車帯 

水噴霧設備 ○ △    水噴霧ヘッド 4～5ｍ 

CCTV（タイプ A） 水噴霧設備のあるトンネル（200ｍ間隔設置） 120m～200m 程度 

停電時照明 延長 200ｍ程度以上のトンネル  

○：設置     △：条件付き設置（備考） 

出典：設計要領第 3、6、7、8 集 
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以下に、既設トンネルの付属施設等を防護工内に移設し、機能維持した事例を示す（図 3.18 参照）。 

 
（1） 照明設備・非常用設備 

防護工内に照明設備を設置して、工事中に機能を維持した事例を紹介する。 

既設トンネル内に非常用設備がある場合、防護工内に非常用設備を設置して工事中の機能を維持した。 

設置方法は、事前の補強ロックボルト打設時に、既設側溝を利用してケーブルの配線・配管を行い、防護工組み立て時

に機材を据付け、防護工設置時に結線し機能を維持した事例である。 

 

 

図 3.18 非常用設備のプロテクター内の配置の事例 

 

（2） 電気ケーブル・通信ケーブル等 

図 3.19 に示すように、覆工再生工後のトンネル支保構造に影響しない位置に、水平ボーリングにより埋設物専用の切回

し孔を掘って電線、通信ケーブル、光ケーブルの移設を行った事例である。 

また、移設後の落石対策として埋設物防護工を施工した事例もある。 

 

 

図 3.19 地下埋設物の移設状況の事例 
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図 3.18 非常用設備のプロテクター内の配置の事例 

 

（2） 電気ケーブル・通信ケーブル等 

図 3.19 に示すように、覆工再生工後のトンネル支保構造に影響しない位置に、水平ボーリングにより埋設物専用の切回

し孔を掘って電線、通信ケーブル、光ケーブルの移設を行った事例である。 
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図 3.19 地下埋設物の移設状況の事例 
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3-8-2 安全施設および広報 

既設トンネルを供用下で覆工再生工をする場合には、現道交通の円滑な流れと、安全を確保するために必要な安全

施設の設置と、広報活動を実施するものとする。 

 

既設トンネルを供用下で覆工再生工をするため、安全施設の設置を検討することとする。 

 

（1） 保全施設 

 工事事前予告について 

トンネル工事に着手する以前に、通行車両および周辺住民に工事着手を知らせる広報を行わなければならない。必要に

より工事の事前予告に、この迂回路などを明示した地図などの広報を行うこととする。 

 

（2） 交通規制工 

 交通規制・交通誘導について 

覆工再生工をする場合には、車線規制、車線変更等の交通規制が発生する。設計段階では、交通規制および交通誘導

の方法について、現道交通の円滑な流れと、安全の確保を主眼に検討することとする。 

 

（3） 広報 

高速道路での車線規制の事前通告は、数ヶ月以上前から NEXCO の HP や公共メディアおよび一般紙などを用いて行

っている。大蔵トンネルでは、通行止め 1 ヶ月前より、市政だよりや広報チラシなどで事前周知を行っている。 
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 施工 

 施工一般 

覆工再生工工事の施工は、狭あいな空間での工事となるため、工事の安全はもとより、通行車両および作業員

等の安全確保には十分注意するとともに、円滑な進捗および周辺環境に与える影響に留意して行うものとする。 

 

覆工再生工は、防護工を使用しての工事となり、施工空間が狭隘となるうえ、一般通行車両に近接しての工事であ

るため、工事の安全性はもとより通行車両および作業員の安全の確保に十分に配慮した上で施工しなければならな

い。 

既設トンネルが位置している地山については、建設時のように切羽で確認することができず、地質・湧水等の地山

状況を把握することは極めて困難である。また、工事を行うトンネルは経年劣化や外力等により損傷を受けているもの

と考えられるが、トンネルが地山内におかれている応力状態や覆工コンクリート等の材料の劣化状態を全線にわたり

正確に把握することも難しいという特殊性を持っている。 

したがって、施工にあたっては、設計の意図を十分に理解したうえで、地山条件および既設トンネルを的確に評価

し、対応するとともに安全の確保と円滑な進捗に留意して進める必要がある。 

今回の手引き（案）では、先行補強工は、車線規制で実施し、切削工については防護工を使用して片寄せ施工とし

た後、中央施工での防水工と覆工の施工を標準とする。以下に覆工再生工法の標準的な施工フローを示す。 

 

図 4.1 覆工再生工法 施工フロー（案） 
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工事中の安全はもとより、通行車両および作業員等の安全確保には十分注意するとともに、周辺環境に与える

影響に留意して行うものとする。 
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既設トンネルが位置している地山については、建設時のように切羽で確認することができず、地質・湧水等の地山

状況を把握することは極めて困難である。また、工事を行うトンネルは経年劣化や外力等により変状しているものと考

えられるが、覆工の応力状態や覆工コンクリート等の材料の劣化状態を全線にわたり正確に把握することも難しいとい

う特殊性を持っている。 

 

 

今回の手引き（案）では、先行補強工は、片側車線規制を前提とし、切削工以降については防護工を使用した中央

車線規制での防水工と覆工の施工を標準とする。以下に覆工再生工法の標準的な施工フローを示す。 
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◎片寄せ施工フロー  ◎中央施工フロー 

先行補強工（ロックボルト） 

防護工搬入・設置（追越側） 

覆工切削工（走行側） 

防水工台車・型枠セントル搬入・設置（中央） 

防水工施工 

覆工打設 

防水工台車・型枠セントル搬出 

防護工移動（走行側） 

覆工切削工（追越側） 

防護工搬出 

車線規制 先行補強工（ロックボルト） 

防護工搬入・設置（中央） 

覆工切削工（走行側） 

防水工施工 

覆工打設 

防水工台車・型枠セントル搬出 

覆工切削工（追越側） 

防護工搬出 

防水工台車・型枠セントル搬入・設置（中央） 

車線規制 

防護工規制 

防護工規制 

防護工規制 

防護工規制 

防護工規制 

防護工規制 

防護工規制 

防護工規制 

1.先行補強工（ロックボルト） 

2.防護工、防水台車、セントル搬入・設置 

3.覆工切削工（走行側、追越側） 

4.防水工施工 

5.覆工打設 

片側車線規制 

6.防護工、防水台車、セントル搬出 

中央車線規制

中央車線規制

中央車線規制 
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施工次第図 【片寄せ施工】 
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施工次第図 【中央施工】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工次第図 
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 施工計画 

覆工再生工の施工にあたっては、工事規模、工期、立地条件、交通条件等に適合した施工計画を立案する。 

 

覆工再生工トンネルの施工に際しては、防護工を行うことを前提とした交通確保という特殊性等を十分に加味し、関係機

関と調整して、詳細な施工計画を立案する必要がある。施工計画を立案するにあたって、重要と考えられる項目を以下に示

す。 

 
表 4.1  防護工設置位置による施工方法の比較表 

 片寄せ施工 中央施工 

防護工設置・撤去 左右の移設と再生覆工時中央

に移設（計3回の移設） 

施工中は撤去無し 

切削方式 機械施工 人力施工 

コンクリートガラ搬出 〇 

（油圧ショベル0.1㎥、4tトラック） 

△ 

（油圧ショベル0.025㎥、軽トラッ

ク） 

防水工 × 〇 

再生覆工 × 〇（内空断面確保に難） 

資材搬入・搬出 〇 △ 

トンネル施設移設工 〇 〇 

 

（1） 施工方法 

覆工再生工の際に用いる施工方法は、施工条件、立地条件を考慮して最適な方法を立案しなければならない。施工方

法の検討が必要な項目を以下に示す。 

① 事前調査（既設トンネル構造調査、既設トンネル施設等調査など） 

 

② 先行補修工（ひび割れ注入、はく落対策工など） 

③ 先行補強（ロックボルト工など） 

④ 防護工（落下防護工、簡易防護工など） 

⑤ 切削方式（人力はつり、機械切削など） 

⑥ 覆工打設工法（現場打ち、PCL 工法など） 

⑦ 防護工設置（組み立て、移動方法など） 

⑧ 資材運搬方式（トラックなど） 

⑨ 覆工切削時および切削後などの安全監視 

⑩ 既設トンネル内設備の移設・復旧方法（換気設備・非常用設備・照明設備など） 

⑪ 付帯施設施工方法（必要に応じて） 

⑫ その他（先行補修工、仮設備工、コンクリートガラ処理、防水工、排水工、付帯工など） 

 

 

 

 施工計画 

施工にあたっては、工事規模、工期、立地条件、交通条件等を勘案し施工計画を立案する。 

 

覆工再生工トンネルの施工に際しては、防護工を行うことを前提とした交通確保という特殊性等を十分に加味し、関係機

関と調整して、詳細な施工計画を立案する必要がある。施工計画を立案するにあたって、重要と考えられる項目を以下に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1） 施工方法 

施工方法は、施工条件、立地条件を考慮して下記の項目について検討するものとする。 

 

① 事前調査工 

② 支障物移設・撤去工 

③ 先行補修工 

④ 先行補強工 

⑤ 防護工（設置、移動、撤去など） 

 

 

 

 

⑥ 覆工切削工 

⑦ 防水工 

⑧ 再生覆工コンクリート工 

⑨ 支障物復旧工（土木構造物、施設設備） 
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（2） 工事用設備 

覆工再生工工事で用いる工事用の設備は、選択した施工法に基づいて必要な設備を選定し、その配置計画を行わなけ

ればならない。覆工再生工工事に用いる工事用設備の例を以下に示す。 

① 給気設備（コンプレッサー容量、台数） 

② 給排水設備（水源、給水、排水、汚濁水処理など） 

③ 換気設備（換気方式送気） 

④ 防護工（付帯施設移設工など） 

⑤ 電気設備（受配電、通信設備、照明など） 

⑥ その他 

 

（3） 人員配置計画 

工期、作業内容等を勘案して、適切な人員配置計画を行う。また、法令等に定められた有資格者等の責任者等の配置を

計画する。 

 

（4） 工程 

各作業別にサイクルタイムを算定し、工事工程表を作成する。 

 

（5） 安全管理 

周辺環境への影響を考慮し、必要に応じて粉塵、騒音、振動、水質汚濁、コンクリート塊の処理等に関して適切な措置を

盛り込み、かつ施工および通行車両に十分な坑内環境を確保できるように立案する。 

 

（6） 施工管理 

NEXCO 施工管理要領および 5.施工管理によることを原則とするが、それによらないと考えられるものについては、

NEXCO 施工管理要領を準拠するとともに、5.施工管理も参照するものとする。 

 

（7） その他 

覆工再生工は、該当区間だけでなく、工事区間前後の広い区間の交通等に影響を及ぼす。また、施工に先行補強工（ロ

ックボルト）での車線規制、防水シートおよび再生覆工は、中央施工での規制と、複数回で多種類にわたる規制が伴うこと

から、工事計画にあたっては、影響区間への対応も念頭に置き、施工上、工程上に支障のないように留意しておく必要があ

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（2） 工事用設備 

工事用設備は、選択した施工方法に基づいて必要な設備を選定し、その配置計画を行わなければならない。 

 

① 機械計画 

② 換気計画 

③ 給水計画 

④ 排水計画 

 

⑤ その他 

 

 

 

 

 

（3） 工程 

各作業別にサイクルタイムを算定し、工事工程表を作成する。 

 

（4） 安全管理 

周辺環境への影響を考慮し、必要に応じて粉塵、騒音、振動、水質汚濁、コンクリート塊の処理等に関して適切な措置を

盛り込み、かつ施工および通行車両に十分な坑内環境を確保できるように立案する。 

 

（5） 施工管理 

中日本高速道路株式会社施工管理要領および 5.施工管理によることを原則とするが、それによらないと考えられるもの

については、監督員と別途協議すること。 
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4-2-1 環境保全 

施工にあたっては、所要のトンネル坑内の環境を確保する。 

施工にあたっては、周辺の環境への影響を考慮し、必要に応じて煤煙、騒音、振動、水質汚濁、コンクリート塊の処理

等に関する適切な措置をとるものとする。 

 

覆工再生工のトンネル工事にあたっては施工中に発生するコンクリートガラ、粉塵、工事用車両からの排気ガス等により、

トンネル坑内の環境が悪化することが予想されることから、一般の通行車両の円滑な交通の妨げ、あるいは工事の妨げとな

らないよう検討を行い、適切な措置を講ずるものとする。 

トンネル工事が周辺の環境やトンネル内の環境に影響を与える要因としては、粉塵、騒音・振動・地下水位の変動、渇

水、水質汚濁、地表面の沈下等がある。工事に先立ちこれらの現象が予測される場合には、事前に調査を行い、対応策を

検討しておく必要がある。さらに、工事中に予期せぬ事態が発生した場合は、速やかに適切な措置ができるようにしておくも

のとする。 

また、既設トンネルを切削した際に、コンクリートガラ等の廃棄物が発生するが、分別処理および有効利用等を行い、関

連法令による処理を行うものとする。 

 

 事前処理 

覆工再生工の施工にあたり、工事の支障となると考えられる付属物や遊離石灰付等については、必要に応じて事前

に処理を行う。 

 

覆工表面が種々の付着物で汚れている状態にあり、これらを除去する場合、または、他の覆工に設置してある付属物、

以前に補修を実施したもので、切削に支障となるものの前処理として行うものである。 

 

 

 

 先行補修工 

覆工再生工工事前に、再生覆工と隣接する覆工については、先行補修工を必要に応じて事前に施工し、施工中の通

行車両の安全に影響を及ぼさないようにする。 

 

（1） ひび割れ補修 

ひび割れ補修注入の施工は「コンクリートのひび割れ調査、補修指針-2013-付:ひび割れの調査と補修・補強事例」

（公）日本コンクリート工学会に準じて施工するものとする。 

 

（2） はく落対策 

はく落対策の施工は、「トンネル施工管理要領（トンネル本体工）覆工のはく落対策」NEXCO（平成 27 年 7 月）に準じて

施工を行うものとする。 

 
 
 
 

4-2-1 環境保全 

施工にあたっては、所要のトンネル坑内の環境を確保する。 

施工にあたっては、周辺の環境への影響を考慮し、必要に応じて煤煙、騒音、振動、水質汚濁、コンクリート塊の処理

等に関する適切な措置をとるものとする。 

 

施工中に発生するコンクリート殻、粉塵、工事用車両からの排気ガス等により、トンネル坑内の環境が悪化することが予想

されることから、一般の通行車両の円滑な交通の妨げ、あるいは工事の妨げとならないよう検討を行い、適切な措置を講ず

るものとする。 

覆工再生工事が周辺の環境やトンネル内の環境に影響を与える要因としては、粉塵、騒音・振動、水質汚濁等がある。

工事に先立ちこれらの現象が予測される場合には、事前に調査を行い、対応策を検討しておく必要がある。さらに、工事中

に予期せぬ事態が発生した場合は、速やかに適切な措置ができるようにしておくものとする。 

 

また、既設トンネルを切削した際に、コンクリート殻等の廃棄物については、関連法令による処理を行うものとする。 

 

 

 事前処理工 

工事の支障となると考えられる附属物や遊離石灰等の付着物について必要に応じて事前に処理を行う。 

 

 

覆工表面は遊離石灰や煤煙など種々の付着物で汚れている状態にある。また、切削対象のスパンには、トンネル施工時

のせめ部のアンカーや注入プラグやパイプ、閉塞止水プレート、附属物のアンカーなどが残置されている場合があるため調

査し覆工切削の支障となるものについては撤去等の事前の処理を行う必要がある。 

 

 

 先行補修工 

再生覆工を実施するスパンに隣接する覆工については、先行補修工を必要に応じて事前に施工し、施工中の通行車

両の安全に影響を及ぼさないようにする。 

 

亀甲状、三日月状、閉合ひび割れ等、コンクリート片の落下リスクが想定されるものについては、ひび割れ補修およびは

く落防止対策を行うものとする。 
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 先行補強工 

先行補強工は、既設トンネル内で車線規制を行いながら施工することになるため、写-4.1、4.2 に示すように通行帯を

走行する一般の通行車両に対して、施工設備・機械および作業員を防護壁などにより隔離することで、相互の安全を確

保して施工する必要がある。 

先行補強工としてはロックボルト工を標準とする。事前調査結果より、地山および覆工の状況によって当初設計で設定

しているパターンボルト以外の箇所でも必要に応じて補強を実施するものとする。また、ロックボルト工を標準としていて

いるが、ロックボルトの施工が適当でないと考えられ場合は、他の工法の採用を検討する。 

 

（1） 裏込注入工（先行補強工前までの実施を原則とする） 

裏込め注入工については、覆工再生工の施工前に実施することを原則とするが、現地施工時に覆工裏面に空洞がある

可能性が発見された場合は、必ず空洞がある箇所に施工しておく必要がある。その場合は下記項目に注意し施工すること

とする。 

① 覆工の亀裂、打継ぎ目があると、注入材料が漏れる恐れがあるので、コーキング等を事前に実施する。 

② 対象区間の両側褄部には、注入材の流出止めのバルクヘッド（隔壁）を構築する必要がある。バルクヘッド形成 

には、高発泡のウレタンを使用することが多い。 

③ 狭あいな既設トンネル内で、車線規制による裏込注入作業となることから、グラウト孔穿孔作業時を含めて、施 

工機械、資材等の通行帯への突き出し防止および削孔水、注入材等の飛散防止のため、仮囲い等の対策を行 

う必要がある。また、作業員に対する交通安全対策にも十分な配慮をする必要がある。 

 

（2） ロックボルト工 

ロックボルトは、片側車線規制にて半断面ごとに施工する。ロックボルトのベアリングプレート（ナット、ネジ部）と突出部は、

座掘りを行い、切削厚さより深い位置に設置する。ベアリングプレートを設置することにより、ロックボルトに期待させる効果を

発揮させる。ロックボルト材料は、通常のモルタル充填タイプ、自穿孔ボルトおよび鋼管膨張ボルト等があるが、施工効率と

湧水が多いことが、覆工再生工適用の条件となることから、鋼管膨張ボルトの適用を標準とする。削孔壁が自立しないなど

の地質不良の場合は、自穿孔ボルトの適用についても検討を行う。 

なお、鋼管膨張ボルト定着時の水圧により覆工にひび割れが生じないように、覆工部保護パイプ付きのロックボルトを使

用しなければならない。 

 

a) 施工フロー 

現地調査→墨出し→支保工位置探査→覆工厚までの予備削孔（支保工や横つなぎ等に当たらないか確認）→本削

孔→座掘り工→ロックボルト設置→ロックボルト定着（注水）→基準頻度で引抜き試験→ナット、ベアリングプレート取付

け→清掃 

 
 
 
 
 
 
 
 

 先行補強工 

先行補強工は、既設トンネル内で車線規制を行いながら施工することになるため、通行帯を走行する一般の通行車両

に対して、施工設備・機械および作業員を防護壁などにより隔離することで、相互の安全を確保して施工するものとす

る。 

先行補強工はロックボルト工を標準とする。巻厚不足などによりロックボルトの施工が適当でないと考えられる場合は、

他の工法の採用を検討する。 

 

 

（1） 裏込注入工 

裏込注入工については、「矢板工法トンネル背面空洞注入工設計・施工要領（中日本高速道路㈱ 平成 18 年 10 月）」

に基づきロックボルト工等の施工前に実施することを原則とする。背面空洞注入工の際には特に下記項目に注意し施工す

ることとする。 

① 覆工にひび割れ、打継ぎ目があると、注入材が漏出する恐れがあるので、養生として漏水樋工等により対策を 

実施する。 

 

② 狭あいな既設トンネル内で、車線規制による裏込注入作業となることから、グラウト孔穿孔作業時を含めて、施  

工機械、資材等の通行帯への突き出し防止および削孔水、注入材等の飛散防止のため、仮囲い等の対策を行 

う必要がある。また、作業員に対する交通安全対策にも十分な配慮をする必要がある。 

 

（2） ロックボルト工 

ロックボルト工は、覆工切削等の施工中における既設覆工の崩落防止やトンネル構造の安定性の確保を目的として実施

する。ロックボルト頭部が覆工切削の支障とならないようにロックボルトのベアリングプレート（ナット、ネジ部）と突出部は、座

掘りを行い、切削厚さより深い位置に設置する。施工効率と湧水が多いことが、覆工再生工適用の条件となることから、鋼管

膨張ボルトの適用を標準とするが、削孔壁が自立しないなどの地質不良の場合は、自穿孔ボルトの適用についても検討を

行う。 

なお、鋼管膨張ボルトを使用する場合には定着時の水圧により覆工にひび割れが生じないように、覆工部保護パイプ付

きのロックボルトを使用しなければならない。 

 

a) 施工フロー 

図 4.2 にロックボルト工の施工フロー（例）を示す。 
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b) 施工機械 

ロックボルト用施工機械としては、クローラードリルを標準的に用いるものとするが、近年、NEXCO の工事（磐越自動

車道黒森山等）で実績のある無水削孔可能な 1（ワン）ブームのクローラードリルを選定した例がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（3） 施工 

① 鋼管膨張ボルトの場合には、覆工背面の矢板等による空洞があると十分な摩擦力が確保できなくなるので、確実な

裏込注入による空洞充填が行われていることが必要となる。 

② トンネル覆工切削方式が機械掘削の場合には、切削断面内に鋼製ロックボルトが出てくると、掘削の施工性が著しく

低下するので、掘削断面部分は、座掘用ビットにより、例えば覆工 20cm 切削の場合事前に 25cm 程度の先行削孔

を行い、ベアリングプレートおよび突出部が切削部に入ることがないようにする。 

③ 狭あいな既設トンネル内で、車線規制によるロックボルト打設となることから、施工機械、資材等の通行帯への突き出

し防止および削孔水、注入水等の飛散防止のため、仮囲い等の対策の検討を行う。また、作業員に対する交通安

全対策にも十分な配慮をする必要がある。 

④ 先行補強ボルトが覆工再生工トンネルのパターンボルト的な役割を担うため、切削前までにベアリングプレートの取り

付けまでを完了させる。 

 

 

 

図 4.2 ロックボルト工の施工フロー（例） 

 

b) 施工機械 

ロックボルト用施工機械としては、油圧クローラードリルを標準的に用いるものとするが、近年、NEXCO の工事（磐越

自動車道黒森山等）で実績のある無水削孔可能な 1（ワン）ブームのクローラードリルを選定した例がある。なお、表 4.1

に主要使用機械の例を示す。 

 

表 4.1 主要使用機械例 

機種名 仕様・能力 用途 

油圧クローラードリル SDC120-1 185kg 級 削孔・座堀 

空気圧縮機 10.5～11.0m3／ｍｉｎ 削孔・座堀 

高所作業車 幅広デッキ型 ブーム 8～10m 削孔補助・挿入・定着 

高所作業車 前方格納型 ブーム 12m 削孔補助・挿入・定着 

拡張用注水ポンプ 30MPa 定着 

モルタルポンプ 6.0KW 定着 

発電機 25KVA 各種電源 

クレーン装置付トラック 4t 級・吊り能力 2.9t 運搬 

 

（3） 施工 

 

 

① トンネル覆工切削方式がドラム等による機械切削の場合には、切削断面内に鋼製ロックボルトが出てくると、切削の

施工性が著しく低下するので、掘削断面部分は、座掘用ビットにより、例えば覆工 20cm 切削の場合、事前に 25cm

程度の先行削孔を行い、ベアリングプレートおよび突出部が切削部に突出しないように留意する。 

② 狭あいな既設トンネル内で、車線規制によるロックボルト打設となることから、施工機械、資材等の通行帯への突き出

し防止および削孔水、注入水等の飛散防止のため、仮囲い等の対策の検討を行う。また、作業員に対する安全対

策にも十分な配慮をする必要がある。 
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⑤ 削孔後、座掘り部以奥の覆工コンクリートの厚さを確認し、所定の長さに覆工保護パイプを切断し、ロックボルトに取

付け、ロックボルトの注水圧（2.5MPa）により覆工が破損しないようにしなければならない。 

⑥ 軟弱地山の影響で、所定の引抜き荷重に満たない場合は、追加のロックボルトの打設についての検討を行うととも

に、防護工なしで一般開放させる場合には、ネットやアングル等により応急の脱落防止対策を試験施工で確認す

る。 

 
 

 
写真 4.1 先行補強工の施工状況写真（通行止めで施工） 

③ 削孔後、座掘り部以奥の覆工コンクリートの厚さを確認し、所定の長さに覆工保護パイプを切断し、ロックボルトに取

付け、ロックボルトの注水圧（2.5MPa）により覆工が破損しないようにしなければならない。 

④ ロックボルト施工完了段階で越冬する場合は漏水によりつららの発生が懸念されるため漏水箇所は導水樋工等の

処置が必要である。 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4.1 先行補強工の施工状況写真（通行止めで施工） 
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写真 4.2 先行補強（ロックボルト）打設機械例 

 
 

 

図 4.2 先行補強工施工状況（ロックボルト穿孔）例 

 

写真 4.2 先行補強（ロックボルト）打設機械例 

 

 

  
図 4.3 先行補強工施工状況（ロックボルト穿孔）D等級の例 
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図 4.3 ロックボルト施工状況図（ロックボルト挿入・定着）例 

 
 

 
図 4.4 先行補強工（ロックボルト工）の標準図 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図 4.4 先行補強工（ロックボルト工）の標準図 
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 仮設備工 

覆工再生工施工時の仮設備は、必要な設備を配置しなければならないが、その設置、撤去などについては、通行車

両の交通に影響を及ぼさないようにするものとする。また、やむをえず交通に影響を及ぼす可能性がある場合は、その旨

を掲示し、適切な車両規制を行うものとする。 

 

既設トンネルの覆工再生工の施工に必要な仮設備は、電力設備、照明設備、給水設備、給気設備等、新設工事と同様

であるが、トンネル内の環境保持（視環境、一酸化炭素濃度等）や通行車両の交通確保と安全確保のための防護工および

保全設備の一部などは、一般的な新設工事では見られないものである。また、工事の進捗に伴って移動しなければならな

いものや、狭あい個所に設置しなければならないものも多く、配置や移動には適切な方法を用いる必要がある。 

高速道路トンネルでは、坑口前後に十分なヤードがないことが多いことから、覆工再生工の場合、仮設備ヤードは、一カ

所で必要な広さを確保できない可能性があり、数カ所に分散することも考えられる。そのため、工事区域からかなり離れた

SA や IC 付近に仮設ヤードを設定することが考えられ、その場合、それら箇所から各種の設備を運搬し、設置しなければな

らない。その場合、設備の移動等で通行車両に影響を及ぼす可能性があるので、運搬等についても詳細な検討が必要で

ある。 

仮設備として必要な条件は、以下のとおりである。 

① 覆工切削時に生じる粉塵の処理として、通行車両や作業員等の環境が保持されるものとする。 

② 先行補強工時に必要な給水については、給水車で対応する。 

③ 電力および照明設備は、切削および覆工打設時等に必要な電力、照明設備とする。 

④ 防水工と再生覆工は、中央施工となることから、仮設備は、これらの切り替えにも対応できるようにする。 

⑤ 給気設備は、切削時に必要な設備を設けるものとする。 

⑥ 覆工切削時に覆い等でトンネル断面を塞ぐ場合は、その影響が交通に及ぼさないよう設備を設けるものとする。 

 

換気用の設備には、コントラファン、風管や集塵機が考えられる。換気は新設工事に比べ、設計や設備設置などで詳細

な検討が必要である。換気に関しては、工事で発生する粉塵などを通行車両区域に流出させないことが原則的に求められ

る。 

工事区域を車両通行帯と隔離し、その区域に新鮮な空気を送り込み、汚染空気を排気・希釈あるいは集塵する方法が適

していると考えられるが、作業空間が狭くなるため、既存の設備を使用する等の詳細な検討が必要である。また、風管が覆

工再生工の終了した防護工のない個所を通るため、風管の養生方法や延長方法も詳細に検討しなければならない。 

さらに、工事用水あるいは地山からの湧水が、防護工内の走行路面に流入しないようにする必要があり、釜場のこまめな

設置や路盤の勾配管理など詳細な検討を行う必要がある。 

重機の動力等については現段階で固定せず、工事の規模や施工環境等に応じて適切なものを選定するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 仮設備工 

仮設備は、必要な設備を配置しなければならないが、その設置、撤去などについては、交通運用に合わせて適切に

配置すること。 

 

 

既設トンネルの覆工再生工の施工に必要な仮設備は、電力設備、照明設備、換気設備、給気設備等、新設工事と同様

であるが、トンネル内の環境保持（視環境、一酸化炭素濃度等）や通行車両の交通確保と安全確保のための防護工および

保全設備の一部などは、一般的な新設工事では見られないものである。また、工事の進捗に伴って移動しなければならな

いものや、狭あい箇所に設置しなければならないものも多く、配置や移動には適切な方法を用いる必要がある。 

高速道路トンネルでは、坑口前後に十分なヤードがないことが多いことから、覆工再生工の場合、仮設備ヤードは、一カ

所で必要な広さを確保できない可能性があり、数カ所に分散することも考えられる。そのため、工事区域からかなり離れた

SA や IC 付近に仮設ヤードを設定することが考えられ、その場合、それら箇所から各種の設備を運搬し、設置しなければな

らない。その場合、設備の移動等で通行車両に影響を及ぼす可能性があるので、運搬等についても詳細な検討が必要で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

換気用の設備には、コントラファン、風管や集塵機が考えられる。換気は新設工事に比べ、設計や設備設置などで詳細

な検討が必要である。換気に関しては、工事で発生する粉塵などを通行車両区域に流出させないことが求められる。 

 

工事区域を車両通行帯と隔離し、その区域に新鮮な空気を送り込み、汚染空気を排気・希釈あるいは集塵する方法が適

していると考えられるが、作業空間が狭くなるため、既存の設備を使用する等の詳細な検討が必要である。また、風管が覆

工再生工の終了した防護工のない箇所を通るため、風管の養生方法や延長方法も詳細に検討しなければならない。 

さらに、工事用水あるいは地山からの湧水が、防護工内の走行路面に流入しないようにする必要があり、釜場のこまめな

設置や路盤の勾配管理など詳細な検討を行う必要がある。 

重機の動力等については現段階で固定せず、工事の規模や施工環境等に応じて適切なものを選定するものとする。 
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 防護工 

既設トンネルの覆工再生工を供用下施工で行うために、一般の通行車両の安全を確保することを目的として、切削時

の安全を確保するために設置する防護工と、切削完了した後に小片はく落のために設置する簡易防護工を設置するも

のとする。 

 

(1) 防護工の種類 

a) 落下防護工 

防護工には、切削時の覆工落下等を想定した防護工と、切削スパンと接した前方防護と、切削完了スパンの防護をい

う。 

 

b) 簡易防護工 

切削が完了したスパンで切削スパンと接しないスパンは、コンクリート片落下対策としての簡易防護工を設置するもの

をいう。 

 

(2) 構造および作用荷重 

防護工は鋼材で製作されるタイプを想定しているため、覆工再生工の工法によってどのような防護タイプを採用するか

は、検討するものとする。また、防護工の機能には、一般の通行車両の安全確保のほかに、採用工法によっては工事用の

ステージ、施工機械・資材等の昇降設備などの付加について検討を行うものとする。 

a) 構造 

防護工の構造は、通行車両の安全を確保できるようにその目的、作用荷重に対して合理的な構造とし、通行車両の通

行を妨げない構造であるとともに、覆工再生工を速やかに行えるものとする。また、覆工再生工を行うトンネルの道路線形

に曲線部が含まれる場合にも、覆工再生工が支障なく行える機構を有するものとする。 

 

b) 作用荷重 

作用荷重は、防護工自重や上載荷重だけでなく、作業時の振動による割り増しや、切削時の既存覆工片の落下荷重

も考慮するものとする。落下する既存覆工片の大きさとしては、30cm 立方程度の大きさを基本とするが、既設覆工のひび

割れ問隔などを考慮して検討するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 防護工 

既設トンネルの覆工再生工を供用下施工で行うために、一般の通行車両の安全を確保することを目的として、切削時

等の安全を確保するため防護工を設置するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防護工は鋼材で製作されるタイプを想定しているため、覆工再生工の工法によってどのような防護タイプを採用するか

は、検討するものとする。また、防護工の機能には、一般の通行車両の安全確保のほかに、採用工法によっては工事用の

ステージ、施工機械・資材等の昇降設備などの付加について検討を行うものとする。 

a) 構造 

防護工の構造は、通行車両の安全を確保できるようにその目的、作用荷重に対して合理的な構造とし、通行車両の通

行を妨げない構造であるとともに、覆工再生工を速やかに行えるものとする。また、覆工再生工を行うトンネルの道路線形

に曲線部が含まれる場合にも、覆工再生工が支障なく行える機構を有するものとする。 

 

b) 作用荷重 

作用荷重は、防護工自重や上載荷重だけでなく、作業時の振動による割り増しや、切削時の既存覆工片の落下荷重

も考慮するものとする。落下する既存覆工片の大きさとしては、30cm 立方程度の大きさを基本とするが、既設覆工のひび

割れ問隔などを考慮して検討するものとする。 

 

(1) 設置範囲 

防護工は、以下のそれぞれの条件に応じて設置延長や構造などを検討する。 

防護工の延長は、車両通行に影響しない範囲とする。 

防護工の設置延長は、車両通行に影響しない範囲とし、５月連休、お盆および雪氷期間など大規模規制を避けるべき時

期を避けた期間で防護工の設置および撤去が可能な延長を算出するものとする。 

防護工については、切削スパンと振動等の影響があるその前後のスパンを対象と想定しているが、試験施工により振動

の影響を調査し、その設置範囲を決定するとよい。 
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表 4.2 各防護工の設計に考慮する荷重 

項目 落下防護工 簡易防護工 備 考 

覆工片の 

落下防護 

機能 

鋼材荷重 〇 〇  

衝撃荷重 

（覆工コンクリート塊） 
〇 × 

 

衝撃荷重 

（コンクリート片） 
× 〇 

 

上載荷重 － － 
 

側方荷重 × × 
 

振動割り増し 〇 × 
 

車の衝突による 

衝突荷重 
〇 〇 

 

 
(3) 設置延長 

防護工は、以下のそれぞれの機能に応じて設置延長や構造などを検討する 1）。 
覆工切削時の防護工の延長は、三次元解析から得られた覆工切削による既設覆工への影響範囲を踏まえ、覆工切削の

影響がないことを確認するものとする。 

防護工を設置する作業期間（防護工の設置、撤去含）ができる期間は、GW 明け～8 月上旬および 8 月下旬～11 月末と

なることから、この期間内で施工ができる延長を防護工の設置延長として算出するものとする。 

落下防護工については、切削スパンと振動等の影響があるその前後のスパンを対象と想定しているが、試験施工により

振動の影響を調査し、その設置範囲を決定するとよい。 

① 防護工等の延長は覆工目地間隔とする。 
② 落下防護工の数量は 3 スパンとする。 
③ 簡易防護工の設置個数は施工期間で施工できる覆工スパン－3 スパンとする。 

 
図 4.5 防護工設置イメージ図 
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防護工の設計にあたって、走行速度は 80km/h と想定し、防護工内の設備、照明および規制区間の道路規格検討

するものとする。トンネル内で速度規制をかけることは、安全上問題があると考えられるので、トンネル坑口手前

で規制をかけることになるが、明かり部での規制開始、規制終了位置は個別に関係機関と打ち合わせを行い決定す

る必要がある。 

 

図 4.6 防護工配置イメージ図 

 
(4) 内空断面 

供用下での施工時にトンネル内に設置する防護工は、通行車両の交通に支障のないように定められた内空の大きさを確

保するものとする。 

既設トンネルを覆工再生工をする場合には、防護工を設置して通行車両の安全を確保する必要がある。高速道路覆工

再生工の場合は、一車線の通行を確保することを基本としているために、一車線通行が可能な大きさの内空断面を確保し

なければならない。本手引き（案）では内空幅 5,250 ㎜（車線幅員 3,250 ㎜、路肩幅員 750 ㎜×2）以上で、内空高さは

4,500mm とし一車線の通行を確保するものとする。 

設計基準は、一車線運用の交通量から第 1 種 3 級を確保し、車線幅員は工事規制速度を考慮し、標準の車線幅員

3.25m とした。 

 
図 4.7 防護工内空断面 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

(2) 内空断面 

供用下での施工時にトンネル内に設置する防護工は、通行車両の交通に支障のないように定められた内空の大きさを確

保するものとする。 

覆工再生工をする場合には、防護工を設置して通行車両の安全を確保する必要がある。高速道路覆工再生工の場合

は、一車線の通行を確保することを基本としているために、一車線通行が可能な大きさの内空断面を確保しなければならな

い。本手引き（案）では内空幅 4,750 ㎜（車線幅員 3,250 ㎜、路肩幅員 750 ㎜×2）以上で、内空高さは 4,500mm とし一車

線の通行を確保するものとする。 

設計基準は、一車線運用の交通量から第 1 種 3 級を確保し、車線幅員は工事規制速度を考慮し、標準の車線幅員

3.25m とした。 

 

図 4.5 防護工内空断面 

覆工切削工
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(5) 設置 

防護工の設置は、切削作業着手前の適切な時期に通行車両にできるだけ影響を及ぼさないように行うものとする。 

高速道路の覆工再生工工事では、施工可能期間や交通開放時期、作業能力等を考慮し、防護工の設置範囲は最大でも

50m 程度となることを想定し、この範囲で覆工再生工を完了させ開放する方法を計画、施工することを想定している。 

また、防護工の設置は、仮設ヤードで組み立てた防護工を軌道レールや専用トレーラに載せて本線上を移動させ、所定

位置に設置する作業となる。複数のピースに分けて数日間かけての作業となると考えられ、移動時には全面通行止めとして

いる。緊急車の通行確保、全面通行止めの方法等を関係機関と詳細に検討しておく必要がある。 

事例として、防護工は、現場の組み立てヤードの関係から、1ブロックの長さを10.5mとし、1日に1ブロックずつ、昼間に組

立てを行い、夜間にトンネル内へ搬入・設置する例がある。また、防護工は、現場での組立時間を短縮するため、工場でプ

レキャスト化（1ブロック当たり5ピース）したものを組立ヤードに搬入することとした例もある。 

 

(6) 防護工内設備 

防護工内部に設置する設備は、一般車の通行や非常時に必要な機能を備えている必要があり、そのトンネルの規格や

延長、交通特性を考慮して決定するものとする。 

防護工内には、車両の通行や非常時に必要な最低限の設備を設置するものとする。道路構造令では、トンネル付属施

設として換気設備、照明設備、非常用設備をあげている。このうち、換気そのものはトンネル全体で必要な換気量が確保さ

れているため、換気設備は防護工内に設備しないこととする。 

覆工再生工工事では、通行車両はトンネル内にある防護工というさらに狭く、圧迫感を感じる空間に進入することを考慮

し、照明は既存トンネルと同等以上の照度を確保する必要があると考えられる。 

防護工内の状況を常時監視しておけば、非常事態には迅速に対応できると考えられるので、監視体制を設けるものとす

るが、具体的な監視体制は関係機関と調整し、詳細に検討しなければならない。 

防護工の前後には防護工の存在を明示するためや通行車両を誘導・規制するための安全設備を設ける必要がある。 

 

(7) 防護工移動性能 

防護工は、前後に移動できる性能を持つものを基本とする。これは一日の施工能力で決定するものとするが、移動時の

規制方法やそのトンネルの規格や延長、交通特性を考慮して決定するものとする。 

覆工再生工工事において、片寄せでの施工となるため、前後への移動はもとより、落下防護工および簡易防護工は、横

移動もできる性能もあると良い。これは追越車線側の施工が終わった時に走行車線側に横移動して次の施工を行うことを想

定したためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 設置 

覆工再生工事では、施工可能期間や交通開放時期、作業能力等を考慮し、防護工の設置範囲を決定する必要がある。 

 

 

また、防護工の設置は、仮設ヤードで組み立てた防護工を専用トレーラ等に載せて本線上を移動させ、所定位置に設置

する作業となる。複数のピースに分けて数日間かけての作業となると考えられ、移動時には全面通行止めとしている。緊急

車の通行確保、全面通行止めの方法等を関係機関と詳細に検討しておく必要がある。 

 

 

 

 

(4) 防護工内設備 

防護工内部に設置する設備は、一般車の通行や非常時に必要な機能を備えている必要があり、そのトンネルの規格や

延長、交通特性を考慮して決定するものとする。 

防護工内には、車両の通行や非常時に必要な最低限の設備を設置するものとする。道路構造令では、トンネル付属施

設として換気設備、照明設備、非常用設備をあげている。このうち、換気そのものはトンネル全体で必要な換気量が確保さ

れているため、換気設備は防護工内に設備しないこととする。 

覆工再生工事では、通行車両はトンネル内にある防護工というさらに狭く、圧迫感を感じる空間に進入することを考慮し、

照明は既存トンネルと同等以上の照度を確保する必要があると考えられる。 

防護工内の状況を常時監視しておけば、非常事態には迅速に対応できると考えられるので、監視体制を設けるものとす

るが、具体的な監視体制は関係機関と調整し、詳細に検討しなければならない。 

防護工の前後には防護工の存在を明示する等、注意喚起を考慮するものとする。 

 

(5) 防護工移動性能 

防護工は、前後に移動できる性能を持つものを基本とする。これは一日の施工能力で決定するものとするが、移動時の

規制方法やそのトンネルの規格や延長、交通特性を考慮して決定するものとする。 
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(8) 撤去工 

覆工再生工工事終了後、防護工は速やかに撤去し、狭あいな空間での車両走行状態から復旧し、通行車両に影響を及

ぼさないようにしなければならない。 

移動式防護工では、覆工再生工作業が終了し防護工が移動すると大きな空間が提供できるので、防護工の撤去は、全

線での覆工再生工が終了した後になる。あらかじめ到達側に設けた本線上外のヤードまで移動させ、その場所で撤去する

方法が、通行規制などが最も少なくなるために望ましいが、現場条件によっては、本線上での解体撤去となることも考えられ

る。本線上での撤去では、設置時と同様に、通行車両の全面通行止めとならざるを得ないため、方法などについて関係機

関と詳細に検討する必要がある。 

 

(9) 施工上の留意点 

防護工については、以下に示す留意点に注意して施工するものとする。 

① 防護工の組立て・解体は、組立・解体ヤード内で行う必要があるため、採用する再生覆工に応じた必要なスペース

を仮設備ヤードに見込んでおく必要がある。 

② 組立・解体ヤードは、1 ブロックずつ組立てた防護工を現道利用して既設トンネルまで運搬するため、できるだけトン

ネル坑口に近い場所を確保することが望ましい。 

③ 防護工の移動・設置は、1 ブロックずつ現道を移動して坑内に引き込むことが多いため、作業は夜間・通行止めによ

って行わなければならない。したがって、事前に規制に対する関係機関との調整が必要となる。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(6) 撤去工 

防護工の撤去については、以下に示す留意点に注意して施工するものとする。 

① 通行止めを伴うので関係機関協議を行うこと。 

② 防護工を撤去した後は、路面を点検し、損傷等がみられる場合は補修を行うこと。 
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 切削工 

切削工は、片寄せ施工で機械切削を原則とする。 

供用線下での施工における切削にあたっては、設計で定めた再生工法に応じて、地山条件、立地条件、工期等を十

分に考慮し、かつ通行車両に対して施工設備・機械および作業員を隔離し、相互の安全を確保して切削方式、切削順

番、施工機械等について選定し、施工するものとする。 

先行補強した、ボルト頭部を破壊しないように注意して施工するものとする。 

切削後の浮きコンクリート片はていねいに除去するものとする。 

 

切削方式（機械切削等）、施工機械（汎用機、専用機等）の選定については、設計で定めた切削工法（片側切削工法）に

応じて、地山条件、既設トンネルの大きさ・距離、施工環境、工期などを十分に考慮して慎重な検討が必要なため、施工前

に試験施工を実施し確認するものとする。 

以下に再生工法別の切削方式および施工機械を示す。 

 

① 切削方法は、走行車線側、追越車線側の片寄せ施工とし、機械掘削を基本とするが、施工する範囲がごく少ない場合

は、防護工の中央設置による人力掘削での施工も検討するものとする。 

② 切削長さは、解析等により安全が確保された長さとする。 

③ 切削厚さは、20cmまでは参考資料にあるように実施しているので参考とするものとするが、20㎝以上切削する場合は、

別途解析を実施して安全を確認するものとする。 

 

覆工再生工法は、片寄せ切削で行う。掘削方式、加背割り、施工機械の選定は覆工再生工法に応じて地山条件、トンネ

ル延長、施工環境、工期などを十分に考慮して検討しなければならない。 

切削、コンクリートガラ搬出、支保工のいずれの工程も作業空間が狭いため、施工数量が少ないにもかかわらず、新設工

事に比べ時間を要するので、各工種を効率化することが、スピードアップとコストダウンにつながる。設計断面の大きさにこ

だわらず、選定した施工機械の能力をできるだけ発揮できる大きさを検討することも必要である。 

切削工は、本手引きでは、バックホウによる機械切削を想定しているが、施工能力が極端に悪いことが想定されるため、

防護工を使っての切削も考えられることから、試験施工を実施した結果などをもとに、検討することも考慮するとよい。 

切削後の既設覆工面には、切削時の振動等により浮きが生じる可能性があることから、切削後は点検を行い、浮きがある

場合は処理を行う必要がある。 

切削中に覆工に生じる振動が、ひび割れた覆工に与える悪影響が想定されるため、あらかじめ試験施工により、どの範

囲まで影響するかを調べておくとよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 切削工 

 

供用線下での施工における切削にあたっては、地山条件、立地条件、工期等を十分に考慮し、かつ通行車両に対し

て施工設備・機械および作業員を隔離し、相互の安全を確保して切削方式、切削順番、施工機械等について作業性・

安全性を考慮し選定し、施工するものとする。 

 

 

 

切削方式（機械切削等）、施工機械（汎用機、専用機等）の選定については、既設トンネルの断面形状、施工環境、工期

などを十分に考慮して慎重に検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

切削後の既設覆工面には、切削時の振動等により浮きが生じる可能性があることから、切削後は点検を行い、浮きがある

場合は処理を行う必要がある。 
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 コンクリートガラ搬出工 

切削後のコンクリートガラ搬出は、切削が完了後に油圧ショベルを用いてトラックによる運搬を原則とする。 

コンクリートガラ搬出にあたっては、施工条件、工期等を十分に考慮し、通行車両への安全を確保したうえで、施工設

備・機械および作業員を隔離し、相互の安全を確保できるコンクリートガラ出し方式、コンクリートガラ搬出順番、施工機

械等について選定し、施工するものとする。 

 
（1） コンクリートガラ搬出方法の選定 

コンクリートガラ搬出は、片寄せ施工を基本とすることから、油圧ショベル（0.1 ㎥）でトラック（4t）による施工を標準とする。 

覆工コンクリートを切削した後のコンクリートガラ搬出方法としては、①トラックによる搬出、②モノレールによる搬出、③ベ

ルトコンベアによる搬出が考えられるが、覆工再生工の施工箇所が坑内に点在しており、切削能力自体も高くないことから、

標準工法としては①トラックによる搬出として検討する。 

なお、想定されるコンクリートガラ（現状の覆工コンクリートを切削したコンクリート片）発生量は以下のとおりである。 

・トンネル 1m あたり片側側壁部 0.6～0.8m3 

（覆工切削高さ 6.132～6.792m、平均切削幅 10cm） 

 

（2） コンクリートガラ搬出機械の選定 

コンクリートガラ搬出機械（コンクリートガラ積込み、運搬）は、以下の 2 ケースについて検討した。なお、検討断面として

は、それぞれ防護工外の幅員が最も小さくなる断面を選定した。 

・中央施工案：落下防護工を中央に設置している場合 

（検討断面：監視員通路あり、覆工再生工厚 20cm、切削厚 0～10cm） 

・片寄せ施工案：落下防護工を片寄せで設置している場合 

（検討断面：監視員通路なし、再生覆工厚 20cm、切削厚 0～10cm） 

 
図 4.8、図 4.9 に中央案と片寄せ案におけるコンクリートガラ積込み状況、コンクリートガラ運搬状況を示す。 

表 4.3 にコンクリートガラ搬出機械の仕様を示す。 

 
表 4.3 コンクリートガラ積込み機械、コンクリートガラ搬出方法機械の一覧 

防護工 

設置条件 
作業箇所幅員 コンクリートガラ積込み機械 コンクリートガラ搬出機械 

中央施工案 1,768m 油圧ショベル（0.025m3） 
軽トラック 

（積載重量 350kg） 

片寄せ施工案 2,925mm 油圧ショベル（0.1m3） 
4t トラック 

（積載重量 4,000kg） 

 

コンクリートガラ搬出は、作業空間が狭あいのために新設に比べて時間がかかるので、試験施工等でコンクリートガラ搬

出の効率化を検討するとよい。 

そのため、コンクリートガラの大きさと量に応じて、コンクリートガラ積機械・コンクリートガラ運搬機械・土捨設備等の全体の

バランスが取れた能力のものとする。 

防護工の中央設置による切削では、既設トンネルの断面の両側でコンクリートガラが発生する。その処理は片側に集めて

搬出するか、できない場合は両側からコンクリートガラが搬出されるので、両側にコンクリートガラ搬出できるヤードが必要で

ある。 

 コンクリート殻搬出工 

 

コンクリート殻の搬出にあたっては、施工条件、工期等を十分に考慮し、通行車両や作業員の安全を確保したうえで、

コンクリート殻出し方式、コンクリート殻搬出順番、施工機械等について選定し、施工するものとする。 

 

 

 

コンクリート殻搬出は、施工性、安全性、効率性等を考慮した上で、圧送やベルコン等の搬出方法を決定することが必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
頁 現行 改定案  

a) コンクリートガラ積作業 

コンクリートガラ積機械は、掘削断面・一掘削当たりコンクリートガラ量等を考慮し、運搬機械と均衡の取れたものを選

定するものとする。 

コンクリートガラ積機械の機種は、掘削機械の能力によって異なり、また、タイヤ方式とクローラー方式によっても異な

る。覆工再生工法では、作業スペースの確保が難しく、大型車両の使用が困難であるが、機械の選定にあたっては、可

能な限り施工性を考慮する必要がある。 

 

b) コンクリートガラ運搬 

コンクリートガラ運搬方式は、掘削工法・掘削断面・勾配・掘削延長等を考慮し、円滑かつ効率的となるよう選定するも

のとする。覆工再生工法では、作業スペースの制約から、トラックでの運搬を標準とするが、施工条件によってはベルトコ

ンベア等の使用についても検討を行う。 

 

c) コンクリートガラ設備 

一般的なトンネル工事でのコンクリートガラ搬出は、タイヤ方式で流用先が比較的近距離の場合は直接運搬する場合

があるが、覆工再生工の場合は、大型車両の使用が困難であるため、坑口付近ないしは仮設ヤード内に積替え設備を

設けることを検討する。コンクリートガラの積替え設備については、作業性や緊急の場合に備え、ストック量に余裕のある

容量を確保しておくことが必要である。 

発生するコンクリートガラは既設トンネルの覆工コンクリート、樋等の付帯設備等が含まれている場合は、場外搬出前

に分別や二次処理が必要となる。 

  

図 4.8 コンクリートガラ搬出機械の選定 
（中央施工案） 

図 4.9 コンクリートガラ搬出機械の選定 
（片寄せ施工案） 
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（3） コンクリートガラ搬出の手順 

コンクリートガラ運搬機械のトラックについては、通行車線より先頭固定で施工箇所に進入するものとする。 

図 4.10 にコンクリートガラ搬出状況の例を示す。 

 

 

図 4.10 コンクリートガラ搬出状況例 

 

車両の出入りが生じるため、頭抑えにより出入りすることとする。その安全確保については十分に検討しなければならな

い。 

また、切削コンクリートガラは、コンクリートとその他に分離して、産業廃棄物として処理する必要がある。産業廃棄物は、

廃棄物処理とリサイクルに関する法律にしたがって、所定の手続きを行って適正に処理するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
頁 現行 改定案  

 防水工 

供用線下での防水工は、中央施工により行うものとする。 

防水工の施工にあたっては、設計で定めた再生工法に応じて地山条件、立地条件、工期等を十分に考慮して、かつ

通行車両に対して施工設備・機械および作業員を隔離し、相互の安全を確保して張付方式、施工順番、施工機械等に

ついて選定し、施工するものとする。 

また、交通車両の事故等によるトンネル内火災時を考慮して、再生覆工が施工される前に、防水工のままで交通開放

してはならないものとする。 

 

（1） 防水工の施工 

防水工は、防水工台車の中央配置時での施工を標準とする。 

防水工である防水シート、横断排水工の材質および施工については、トンネル施工管理要領によることを原則とする。 

防水工の施工において、再生覆工の施工厚さは 20cm 程度と考えられ、非常に薄いことから、一般的な裏面排水工 B の

施工は困難であるため、湧水状況に応じた間隔で裏面排水工を設けて対応することを基本とする。 

排水は円形水路に導くことになるが、現地および施工状況上、困難な場合は別系統での排水を検討するものとする。 

図 4.11～4.13 に裏面排水工とその配置例を示す。 

 

   
図 4.11 裏面排水工の例 

 

 
図 4.12 漏水処理の例 

 防水工 

 

防水工の施工にあたっては、設計で定めた再生工法に応じて地山条件、立地条件、工期等を十分に考慮して、かつ

通行車両や作業員の安全を確保し、施工するものとする。 

 

また、交通車両の事故等によるトンネル内火災時を考慮して、再生覆工が施工される前に、防水工のままで交通開放

してはならないものとする。 

 

 

 

防水工である防水シート、横断排水工の材質および施工については、トンネル施工管理要領によることを原則とする。 

防水工の施工において、再生覆工の施工厚さは 20cm 程度と考えられ、薄いことに留意し、湧水状況に応じた間隔で裏

面排水工を設けて対応することを基本とする。 

排水は円形水路に導くことになるが、現地および施工状況上、困難な場合は別系統での排水を検討するものとする。 

図 4.6～4.8 に裏面排水工とその配置例を示す。 

 

  

図 4.6 裏面排水工の例 

 

 

 
図 4.7 漏水処理の例 
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図 4.13 裏面排水配置図例 

 

（2） 防水工台車 

防水工を施工する場合には、防水工台車を設置することになるが、覆工再生工の場合は、一車線の通行を確保すること

を基本としているために、一車線通行が可能な大きさの内空断面を確保しなければならない。本手引き（案）では内空幅

5,250 ㎜（車道幅員 3,250 ㎜、路肩幅員 750 ㎜×2）以上で、内空高さは 4,500mm とし一車線の通行を確保することとしてい

る。 

防水台車に見込まなければならない設計荷重等は、下記の表に該当する項目とする。 

 

表 4.4 設計に考慮する荷重 

項 目 防水工台車 備 考 

防
護
機
能 

作業員、資材、機材等 ○ 
 

鋼材荷重 ○ 
 

衝撃荷重 
（覆工コンクリート塊） × 

 

衝撃荷重 
（コンクリート片） ○ 

 

上載荷重 ○ 
 

側方荷重 × 
 

車の衝突による 
衝突荷重 ○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 4.8 裏面排水配置図例 
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 再生覆工 

再生覆工は、現場打ちのコンクリートを原則とする。 

供用線下での施工における再生覆工は、通行車両に対して、セントル内で必要な内空断面や環境を確保し、施工設

備・機械および作業員を隔離し、相互の安全を確保して施工するものとする。 

 

 

 この手引き（案）では再生覆工の施工は覆工セントルを用いる現場打ちコンクリートを原則とするが、それぞれ t=30cm

σ=18N/mm2 以上の耐力を必要とする各工法（プレキャストライニング工法、埋設型枠、支柱型枠）についても適用性を

検討し、現地条件に応じた最も適切な工法を選定するものとする。 

しかし、標準的な覆工セントルでは、必要な内空断面や通行車両の視環境等が確保できないため、今後、材料強度や製

作形状の工夫などにより内空断面を確保した覆工セントルの検討が必要である。 

（1） 再生覆工の一般 

① 再生覆工は、覆工セントルによる現場打ちのコンクリートを標準とし、その目的、作用荷重等に対して合理的な構

造でなければならない。 

② 再生覆工コンクリートの配合は、耐久性、施工性および設計で定めた強度を考慮して定めなければならない。 

③ 高強度のコンクリートを用いる等、ひび割れの発生が予測される場合には、原則としてひび割れ防止を検討する

ものとする。 

 

（2） 再生覆工の厚さ 

再生覆工の厚さは、設計厚以上を確保するものとする。 

 

（3） 覆工コンクリートの配合 

再生覆工に用いるコンクリート配合は、設計上必要な強度、十分な耐久性および良好な施工性が得られるように定めな

ければならない。また、地山等級Ｄ・E 区分における覆工コンクリートは、非鋼繊維を 0.3％/m3 混入することを標準とする。 

覆工コンクリート強度が高くなる場合には、必要によって爆裂対策を講じるものとする。 

 

（4） 型枠（セントル） 

型枠長さは、既設覆工の横断目地間隔に合わせることを標準とする。既設覆工の目地間隔に合わせることが適当でない

場合は、監督員と協議の上、型枠長を変更するものとする。 

 

（5） 打継ぎ部の処理 

打継ぎは、既存トンネル上半アーチの目地に合わせる。型枠据付けにおいて、既設再生覆工側のコンクリートが若材齢

の段階で、新設側の覆工を打設するため、重ね合せ部分に過度の荷重をかけるとひび割れなどを発生させることがある。こ

のようなひび割れによる角落ちなどの危険性を防止するため、打継ぎ部にゴムや発泡スチロールなどの打継ぎ目溝型枠を

設置することにより切欠き部を設け、重ね合せ部の型枠がこの打継ぎ目溝型枠にのみ接する等の検討を行う必要がある。 

 

切削後の再生覆工では、通行車両にできるだけ支障を及ぼさないように、セントル設備や打設ポンプおよび生コン車を

設置するとともに、打設時も型枠の破損やコンクリートの逸脱がないように留意して施工する必要がある。 

 

 再生覆工 

再生覆工は、繊維混入の現場打ちのコンクリートを原則とする。 

供用線下での施工は、通行車両に対して、セントル内で必要な内空断面や環境を確保し、施工設備・機械および作

業員を隔離し、相互の安全を確保して施工するものとする。また、設備等の箱抜きについても必要な空間を確保する必

要がある。 

 

この手引き（案）では再生覆工の施工は覆工セントルを用いる繊維混入の現場打ちコンクリートを原則とするが、それぞれ

t=30cmσ=18N/mm2 以上の耐力を必要とする各工法（プレキャストライニング工法、埋設型枠、支柱型枠）についても適用

性を検討し、現地条件に応じた最も適切な工法を選定するものとする。 

しかし、標準的な覆工セントルでは、必要な内空断面や通行車両の視環境等が確保できないため、今後、材料強度や製

作形状の工夫などにより内空断面を確保した覆工セントルの検討が必要である。 

（1） 再生覆工の一般 

① 再生覆工は、覆工セントルによる繊維混入の現場打ちのコンクリートを標準とし、その目的、作用荷重等に対して

合理的な構造でなければならない。 

② 再生覆工コンクリートの配合は、耐久性、施工性および設計で定めた強度を考慮して定めなければならない。 

③ 高強度のコンクリートを用いる等、ひび割れの発生が予測される場合には、原則としてひび割れ防止を検討するも

のとする。 

 

（2） 再生覆工の厚さ 

再生覆工の厚さは、「3-6 再生覆工の設計」で定めた設計厚以上を確保するものとする。 

 

（3） 覆工コンクリートの配合 

再生覆工に用いるコンクリート配合は、設計上必要な強度、十分な耐久性および良好な施工性が得られるように定めな

ければならない。また、覆工コンクリートは、非鋼繊維を 0.3％/m3 混入することを標準とする。 

施工に必要な距離の運搬が可能な品質およびワーカビリティを有すること。 

 

（4） 型枠（セントル） 

型枠長さは、既設覆工の横断目地間隔に合わせることを標準とする。既設覆工の目地間隔に合わせることが適当でない

場合は、監督員と協議の上、型枠長を変更するものとする。 

 

（5） 打継ぎ部の処理 

打継ぎは、既存トンネル上半アーチの目地に合わせることが望ましい。型枠据付けにおいて、打設済みの再生覆工コン

クリートが若材齢の段階で、新設側の覆工を打設するため、重ね合せ部分に過度の荷重をかけるとひび割れなどを発生さ

せることがある。このようなひび割れによる角落ちなどの危険性を防止するため、打継ぎ部にゴムや発泡スチロールなどの打

継ぎ目溝型枠を設置することにより切欠き部を設け、重ね合せ部の型枠がこの打継ぎ目溝型枠にのみ接する等の検討を行

う必要がある。 

切削後の再生覆工では、通行車両にできるだけ支障を及ぼさないように、セントル設備や打設ポンプおよび生コン車を

設置するとともに、打設時も型枠の破損やコンクリートの逸脱がないように留意して施工する必要がある。 
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（6） 覆工セントル内空断面 

供用線下での施工時にトンネル内に設置する覆工セントルは、通行車両の交通に支障のないように定められた内空の大

きさを確保したものでなければならない。 

覆工を施工する場合には、覆工セントルを設置して、トンネル利用者の安全を確保する必要がある。覆工再生工の場合

は、一車線の通行を確保することを基本としているために、一車線通行が可能な大きさの内空断面を確保しなければならな

い。本手引き（案）では内空幅 5,250 ㎜（車道幅員 3,250 ㎜、路肩幅員 750 ㎜×2）以上で、内空高さは 4,500mm とし一車

線の通行を確保している。 

 
（7） その他 

再生覆工では、非常用施設の設置やその機能回復など、後述のトンネル内設備の取り扱いが複雑になるので、詳細な

検討を行う必要があり、火災事故に対する防火、防煙対策も同時に検討しておく必要がある。 

覆工セントルを用いる場合、施工区間では車線がトンネル中央に移動することになり、既設の車線からの誘導路面標示

等が必要になる。 

既設の箱抜き形状は、生かした形で再生覆工の施工を行うものとする。 

覆工セントルで見込まなければならない設計荷重等は、下記の表に該当する項目とする。 

 

表 4.5 設計に考慮する荷重 

項 目 覆工セントル 備 考 

防
護
機
能 

覆工コンクリート荷重 ○  

鋼材荷重 ○  

衝撃荷重（覆工コンクリート塊） ×  

衝撃荷重（コンクリート片） ○  

上載荷重 ○  

側方荷重 ×  

車の衝突による衝突荷重 ○  

 

 

 

 

 

 

図 4.9 打継ぎ目の施工例 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6） その他 

 

 

 

 
既設の箱抜き形状は、生かした形で再生覆工の施工を行うものとする。 
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頁 現行 改定案  

 資材・機材の供給 

覆工再生工に必要な資材・機材の供給は、工事の実施および通行車両の安全性に影響を及ぼさないよう、適切な方

法で実施する。 

 

 資材・機材は、その都度施工に必要なものをトラック等で搬入することを基本とする。 

高速道路トンネルは、坑口前後に十分な用地がないことが多いことから、仮設備ヤードは一カ所で必要な広さを確保でき

ない可能性があり、数カ所に分散することも考えられる。工事区域からかなり離れた SA や IC 付近に仮設ヤードを設定する

場合、それらの箇所から資材・機材を運搬しなければならない。その場合、設備の移動等で通行車両に影響を及ぼす可能

性があるので、運搬等についても詳細な検討が必要である。 

また、坑口部に適切なヤードがある場合は、モノレールなどの検討も行うものとする。  

 

 付帯工（監視員通路、円形水路等） 

覆工再生工においては、既設監視員通路壁、円形水路を取り壊す箇所の復旧に合わせて、損傷している監視員通路

壁および円形水路についても取り替え等の検討をする。 

 

覆工再生工等で取り壊す監視員通路や円形水路等の付帯工および損傷している付帯工については、時間的な制約か

ら、施工性を考慮してプレキャスト製品による復旧を基本とする。防水工の横断排水工からの排水は、できるだけセンタード

レーンに流す検討を行うものとする。センタードレーンに流すことが難しい場合は、円形水路に排水することになると考えら

れることから、湧水状況を考慮して、必要に応じて排水断面を通常の断面より大きくするものとする。なお、現場条件等によ

り、スリップフォーム工法などの検討を行うものとする。 

 

 トンネル内設備移設工 

トンネル内設備の移設は、トンネルに必要な機能を損なうことなく、かつ通行車両の交通に影響を及ぼさないよう、適

切な方法で実施する。 

 

高速道路トンネル内および坑口付近には、換気設備、非常用設備、照明設備などトンネルの機能を生かすために様々な

設備が設置されている。覆工再生工工事においてもその機能を維持しなければならないものもかなりある。 

表 4.4～4.8 に高速道路内および坑口付近に設置されている設備の一覧と、それぞれの設備について覆工再生工工事

中にどのような措置を行うかを一覧表にまとめた対応（案）を示す。主な設備のそれぞれについて、下記の考えで覆工再生

工工事時の措置（案）を作成した。実際の覆工再生工工事での移設では、警察などの関係機関と調整し、具体的な方法に

ついて詳細に検討する必要がある。 

 

（1） 換気設備 

換気機能は工事開始前に、施工に影響がない場所（反対側の坑口、未施工区間）への移設やリフト車に換気設備を積

載する等の運用方法を検討する。 

 

 

 

 

 資材・機材の供給 

覆工再生工に必要な資材・機材の供給は、工事の実施および通行車両の安全性に影響を及ぼさないよう、適切な方

法で実施する。 

 

 

高速道路トンネルは、坑口前後に十分な用地がないことが多いことから、仮設備ヤードは一カ所で必要な広さを確保でき

ない可能性があり、数カ所に分散することも考えられる。工事区域からかなり離れた SA や IC 付近に仮設ヤードを設定する

場合、それらの箇所から資材・機材を運搬しなければならない。その場合、設備の移動等で通行車両に影響を及ぼす可能

性があるので、運搬等についても詳細な検討が必要である。 

 

 

 付帯工（監視員通路、円形水路等） 

既設監視員通路壁、円形水路を取り壊す箇所の復旧に合わせて、覆工再生工の対象スパン以外でも損傷している監

視員通路壁および円形水路についても取り替え等の検討をする。 

 

覆工再生工等で取り壊す監視員通路や円形水路等の付帯工および損傷している付帯工については、時間的な制約か

ら、施工性を考慮してプレキャスト製品による復旧を基本とする。 

 

 

 

 

 トンネル内設備移設工 

トンネル内設備の移設は、トンネルに必要な機能を損なうことなく、かつ通行車両の交通に影響を及ぼさないよう、適

切な方法で実施する。 

 

高速道路トンネル内および坑口付近には、換気設備、非常用設備、照明設備などトンネルの機能を生かすために様々な

設備が設置されている。覆工再生工事においてもその機能を維持しなければならないものもかなりある。 

表 4.2～4.4 に高速道路内および坑口付近に設置されている設備の一覧と、それぞれの設備について覆工再生工事中

にどのような措置を行うかを一覧表にまとめた対応（案）を示す。主な設備のそれぞれについて、下記の考えで覆工再生工

事時の措置（案）を作成した。実際の覆工再生工事での移設では、警察などの関係機関と調整し、具体的な方法について

詳細に検討する必要がある。 

 

（1） 換気設備 

換気機能は工事開始前に、施工に影響がない場所（反対側の坑口、未施工区間）への移設やリフト車に換気設備を積

載する等の運用方法を検討する。 

 

 

 

 



 
頁 現行 改定案  

（2） 非常用設備 

原則的には、覆工再生工工事の未施工区間と工事区間（覆工切削施工区間と再生覆工施工区間）および覆工再生工

終了区間の 3 区間に分けて対応するものとし、未施工区間および工事区間は、設備を撤去し、散水車・消火器の配置や監

視員を配置する等の監視体制を設ける。 

覆工再生工終了区間は、順次機能を復旧させる。非常駐車帯の使用の有無は、現地状況により判断する。 

避難通路は、未施工区間では使用できるようにその機能を維持するが、工事区間およびその前後 50m 程度の通路は閉

鎖し、非常時におけるその区間内では、避難誘導を行う体制を設ける。また、覆工再生工終了区間は、早急に機能復旧を

図る。覆工再生工工事により撤去された監視員通路および監査路は、覆工再生工にあわせて防災本管および多孔陶管の

更新を行う。 

 

（3） 照明設備 

覆工再生工工事の未施工区間と工事区間（覆工切削施工区間と再生覆工施工区間）および覆工再生工終了区間の 3

区間に分けて対応するものとし、未施工区間は、仮設ケーブル等を利用しその機能は維持するものとするが、仮設ケーブ

ル設置が困難な場合は、配線の必要がないバルーン照明や視線誘導灯による代替えを検討する。工事区間は設備を撤去

するが、その区間に設置する防護工内には状況に応じて照明設備を設けるものとする。防護工手前側についても照明設備

復旧までの間は、バルーン照明または視線誘導灯等を設置することを検討する。覆工再生工終了区間は、順次機能を復

旧させる。 

 

（4） 受配電設備 

副電気室があるトンネルについては、副電気室に送っている高圧ケーブルを反対側のトンネル（上り線の場合は下り線

側）に配線し機能を維持する。 

 

（5） 情報収集・提供設備 

本坑内のトンネル内情報板は、撤去するが、撤去したトンネル内情報板を仮設足場を用いて運用する等の機能を維持す

る検討を行う。坑口には、工事に関係するような情報を流すための簡易情報板を増設する。その他ついては、個別に検討

する。 

 

（6） 通信ケーブル 

光ケーブル、メタルケーブルは反対側のトンネルに仮設する等、移設方法を検討する。ただし、光ケーブルが KDDI との

兼用工作物である場合は協議が必要であり、協議は工事開始の 120 日以上前に行う必要がある。 

 

（7） 無線通信補助設備・ラジオ再放送設備（割り込み機能有りの場合）・拡声放送設備 

無線通信補助設備は、仮設・移設を行う場合は、電波法により申請が必要となるため、トンネル内は機能を停止し、携帯

電話等による対応を検討する。 

ラジオ再放送設備（割り込み機能有りの場合）・拡声放送設備は、工事施工区間の機能を停止し、非常時の通行車両の

誘導は、監視員の配置や遠隔操作可能な簡易情報板を設置するなどの方法を検討する。 

 

（8） 非常電話 

非常電話は、仮設ケーブル等を利用して機能維持を検討する。覆工再生工工事により機能維持が困難な箇所は、監視

員による携帯電話等による対応を検討する。 

事前の移設が必要な設備の検討や詳細な切り回し方法、設備の維持方法、復旧方法は慎重な検討を行うものとする。 

（2） 非常用設備 

原則的には、覆工再生工事の未施工区間と工事区間（覆工切削施工区間と再生覆工施工区間）および覆工再生工終

了区間の 3 区間に分けて対応するものとし、未施工区間および工事区間は、設備を撤去し、散水車・消火器の配置や監視

員を配置する等の監視体制を設ける。 

覆工再生工終了区間は、順次機能を復旧させる。非常駐車帯の使用の有無は、現地状況により判断する。 

避難通路は、未施工区間では使用できるようにその機能を維持するが、工事区間およびその前後 50m 程度の通路は閉

鎖し、非常時におけるその区間内では、避難誘導を行う体制を設ける。また、覆工再生工終了区間は、早急に機能復旧を

図る。覆工再生工事により撤去された監視員通路および監査路は、覆工再生工にあわせて防災本管および多孔陶管の更

新を行う。 

 

（3） 照明設備 

覆工再生工事の未施工区間と工事区間（覆工切削施工区間と再生覆工施工区間）および覆工再生工終了区間の 3 区

間に分けて対応するものとし、未施工区間は、仮設ケーブル等を利用しその機能は維持するものとするが、仮設ケーブル

設置が困難な場合は、配線の必要がないバルーン照明や視線誘導灯による代替えを検討する。工事区間は設備を撤去す

るが、その区間に設置する防護工内には状況に応じて照明設備を設けるものとする。防護工手前側についても照明設備復

旧までの間は、バルーン照明または視線誘導灯等を設置することを検討する。覆工再生工終了区間は、順次機能を復旧さ

せる。 

 

（4） 受配電設備 

副電気室があるトンネルについては、副電気室に送っている高圧ケーブルを反対側のトンネル（上り線の場合は下り線

側）に配線し機能を維持する。 

 

（5） 情報収集・提供設備 

本坑内のトンネル内情報板は、撤去するが、撤去したトンネル内情報板を仮設足場を用いて運用する等の機能を維持す

る検討を行う。坑口には、工事に関係するような情報を流すための簡易情報板を増設する。その他ついては、個別に検討

する。 

 

（6） 通信ケーブル 

光ケーブル、メタルケーブルは反対側のトンネルに仮設する等、移設方法を検討する。ただし、光ケーブルが KDDI との

兼用工作物である場合は協議が必要であり、協議は工事開始の 120 日以上前に行う必要がある。 

 

（7） 無線通信補助設備・ラジオ再放送設備（割り込み機能有りの場合）・拡声放送設備 

無線通信補助設備は、仮設・移設を行う場合は、電波法により申請が必要となるため、トンネル内は機能を停止し、携帯

電話等による対応を検討する。 

ラジオ再放送設備（割り込み機能有りの場合）・拡声放送設備は、工事施工区間の機能を停止し、非常時の通行車両の

誘導は、監視員の配置や遠隔操作可能な簡易情報板を設置するなどの方法を検討する。 

 

（8） 非常電話 

非常電話は、仮設ケーブル等を利用して機能維持を検討する。覆工再生工事により機能維持が困難な箇所は、監視員

による携帯電話等による対応を検討する。 

事前の移設が必要な設備の検討や詳細な切り回し方法、設備の維持方法、復旧方法は慎重な検討を行うものとする。 



 
頁 現行 改定案  

 

表 4.6 高速道路トンネル再生覆工工事におけるトンネル内設備に対する対応策（案） 

場所 設備名1 設備名2 個別設備名 切削時の基本的対応（案） 

本坑 

換気設備 

ジェットファン  

 換気機能は移設 

 切削時には本坑内設備は撤去 

集じん機室 電気集じん設備 

電気集じんユニット 

汚水処理ユニット 

集じんファン 

換気立坑 立坑送排風機  

集じん機室 

換気盤 

換気制御盤 

集じん制御盤 

集じん高圧発生盤 

集じんファン盤 

本坑 

VI計（煙霧透過率測定装置） 

CO計（一酸化炭素検出装置） 

ＡＶ計（風向風速測定装置） 

集じん機 計測盤 

本坑 ダクト 

本坑 非常用設備 

通報警報設備 

押しボタン式通報装置 

 必要に応じて、事前に仮設ケーブル

に切り替える。 

 未施工区間は機能維持 

 工事区間および工事直近の未施工区

間は撤去し、監視員による監視体制を

設ける。 

 施工終了区間は順次機能復旧 

 避難通路は、未施工区間内は閉鎖す

る。施工終了区間は早期に機能復旧 

 非常用駐車帯の使用の有無について

は現地状況により判断する。 

非常電話 

非常警報装置 

火災検知器 

消火設備 
消火器 

消火栓 

避難誘導設備 

誘導表示板 

排煙装置 

避難通路 

その他 

給水栓 

無線通信補助設備 

ラジオ再放送設備 

拡声放送設備 

水噴射設備 

監視装置 

停電時照明設備 

非常用電源設備 

本坑 

照明設備 

トンネル坑口照明 

 

 未施工区間は機能維持 

 工事範囲（防護工内）に走行に必要な

照明設備を設ける。 

 配線の必要が無い、バルーン照明や

視線誘導灯を検討する。 

トンネル内照明 

坑外 コントロールセンター 

坑外 輝度計 

本坑 
非常駐車帯照明 

その他（坑口分電盤） 

電気室 受配電・自家

発電設備 

受配電盤 

 副電気室送りの高圧ケーブルは反対

側のトンネル（上り線の場合は下り線

側）に配線 

変圧器盤 

トランス 

無停電電源装置 

自家発電装置 

発電機盤 

坑外 その他（引込柱） 

本坑 

情報収集お

よび提供設

備 

監視装置（ＩＴＶ） 

 工事区間および未施工区間は撤去

し、監視員による監視体制を設ける。 

 トンネル内情報板は移設し機能維持 

 坑口および坑外は工事実施の簡易情

報板増設 

漏洩同軸ケーブル 

坑外 トンネル坑口情報板 

本坑 

トンネル内情報版 

可変式速度規制標識 

非常口表示灯 

誘導表示板 

※工事完了箇所は再生覆工面で通行（ただし、一車規制のまま、資機材搬入用に一車線は工事で使用）する。 

 

 

表 4.2 高速道路トンネル再生覆工工事におけるトンネル内設備に対する対応策（案） 

場所 設備名1 設備名2 個別設備名 切削時の基本的対応（案） 

本坑 

換気設備 

ジェットファン  

 換気機能は移設 

 切削時には本坑内設備は撤去 

集じん機室 電気集じん設備 

電気集じんユニット 

汚水処理ユニット 

集じんファン 

換気立坑 立坑送排風機  

集じん機室 

換気盤 

換気制御盤 

集じん制御盤 

集じん高圧発生盤 

集じんファン盤 

本坑 

VI計（煙霧透過率測定装置） 

CO計（一酸化炭素検出装置） 

ＡＶ計（風向風速測定装置） 

集じん機 計測盤 

本坑 ダクト 

本坑 非常用設備 

通報警報設備 

押しボタン式通報装置 

 必要に応じて、事前に仮設ケーブル

に切り替える。 

 未施工区間は機能維持 

 工事区間および工事直近の未施工区

間は撤去し、監視員による監視体制を

設ける。 

 施工終了区間は順次機能復旧 

 避難通路は、未施工区間内は閉鎖す

る。施工終了区間は早期に機能復旧 

 非常用駐車帯の使用の有無について

は現地状況により判断する。 

非常電話 

非常警報装置 

火災検知器 

消火設備 
消火器 

消火栓 

避難誘導設備 

誘導表示板 

排煙装置 

避難通路 

その他 

給水栓 

無線通信補助設備 

ラジオ再放送設備 

拡声放送設備 

水噴射設備 

監視装置 

停電時照明設備 

非常用電源設備 

本坑 

照明設備 

トンネル坑口照明 

 

 未施工区間は機能維持 

 工事範囲（防護工内）に走行に必要な

照明設備を設ける。 

 配線の必要が無い、バルーン照明や

視線誘導灯を検討する。 

トンネル内照明 

坑外 コントロールセンター 

坑外 輝度計 

本坑 
非常駐車帯照明 

その他（坑口分電盤） 

電気室 受配電・自家

発電設備 

受配電盤 

 副電気室送りの高圧ケーブルは反対

側のトンネル（上り線の場合は下り線

側）に配線 

変圧器盤 

トランス 

無停電電源装置 

自家発電装置 

発電機盤 

坑外 その他（引込柱） 

本坑 

情報収集お

よび提供設

備 

監視装置（ＩＴＶ） 

 工事区間および未施工区間は撤去

し、監視員による監視体制を設ける。 

 トンネル内情報板は移設し機能維持 

 坑口および坑外は工事実施の簡易情

報板増設 

漏洩同軸ケーブル 

坑外 トンネル坑口情報板 

本坑 

トンネル内情報版 

可変式速度規制標識 

非常口表示灯 

誘導表示板 

※工事完了箇所は再生覆工面で通行（ただし、一車規制のまま、資機材搬入用に一車線は工事で使用）する。 



 
頁 現行 改定案  

 

表 4.7 設置基準 

トンネル等級 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 備考 

非常電話 ○ ○ ○ ○ ○ 
延長 200 m 未満の D 級トンネ

ルは省略 

押ボタン式通報装置 ○ ○ ○ ○   

火災検知器 ○ ○    換気設備がある事 

トンネル内情報板 ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

消火器 ○ ○ ○ ○ ○  

消火栓 ○ ○ △   1,000ｍ以上の B 級トンネル 

非常口表示板 避難連絡坑のあるトンネル 

誘導標示板（A） 避難連絡坑のあるトンネル 

非常口案内標示板 避難連絡坑のあるトンネル 

誘導標示板（B） ○ ○ ○   避難連絡坑のないトンネル 

排煙設備または避難通路 

 延長 750ｍ程度以上のトンネルには、避難連絡坑を設ける。 

 延長 1,500ｍ程度以上のトンネルには、排煙設備を設ける。 

 避難坑はトンネル等級ＡＡおよび延長 3,000ｍ以上のＡ級トンネルのうち、対面交通方式で縦

流換気方式を採用するトンネルにあっては、設置する。 

 上記以外の延長の短いＡＡ級トンネルにあっても、排煙設備か避難通路のいずれかを必ず設

置する。 

給水栓 ○ ○ △   1,000ｍ以上の B 級トンネル 

無線（漏洩同軸ケーブル） ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

ラジ再（割り込み機能有） ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

拡声放送 ラジオ再放送設備（割込み機能有り）を供えるトンネルに併設する。 

水噴霧設備 ○ △    
3,000ｍ以上、かつ 

4,000 台以上で対面交通 

CCTV（タイプ A） 水噴霧設備のあるトンネル（200ｍ間隔設置） 

停電時照明 延長 200ｍ程度以上のトンネル 

○：設置     △：条件付き設置（備考） 

出典：設計要領第 3、6、7、8 集 

 

 

表 4.3 設置基準 

トンネル等級 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 備考 

非常電話 ○ ○ ○ ○ ○ 
延長 200 m 未満の D 級トンネ

ルは省略 

押ボタン式通報装置 ○ ○ ○ ○   

火災検知器 ○ ○    換気設備がある事 

トンネル内情報板 ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

消火器 ○ ○ ○ ○ ○  

消火栓 ○ ○ △   1,000ｍ以上の B 級トンネル 

非常口表示板 避難連絡坑のあるトンネル 

誘導標示板（A） 避難連絡坑のあるトンネル 

非常口案内標示板 避難連絡坑のあるトンネル 

誘導標示板（B） ○ ○ ○   避難連絡坑のないトンネル 

排煙設備または避難通路 

 延長 750ｍ程度以上のトンネルには、避難連絡坑を設ける。 

 延長 1,500ｍ程度以上のトンネルには、排煙設備を設ける。 

 避難坑はトンネル等級ＡＡおよび延長 3,000ｍ以上のＡ級トンネルのうち、対面交通方式で縦

流換気方式を採用するトンネルにあっては、設置する。 

 上記以外の延長の短いＡＡ級トンネルにあっても、排煙設備か避難通路のいずれかを必ず設

置する。 

給水栓 ○ ○ △   1,000ｍ以上の B 級トンネル 

無線（漏洩同軸ケーブル） ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

ラジ再（割り込み機能有） ○ △    3,000ｍ以上の A 級トンネル 

拡声放送 ラジオ再放送設備（割込み機能有り）を供えるトンネルに併設する。 

水噴霧設備 ○ △    
3,000ｍ以上、かつ 

4,000 台以上で対面交通 

CCTV（タイプ A） 水噴霧設備のあるトンネル（200ｍ間隔設置） 

停電時照明 延長 200ｍ程度以上のトンネル 

○：設置     △：条件付き設置（備考） 

出典：設計要領第 3、6、7、8 集 
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表 4.8 設置間隔 

トンネル等級 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 間隔 

非常電話 ○ ○ ○ ○ ○ 200ｍ 

押ボタン式通報装置 ○ ○ ○ ○  50ｍ 

火災検知器 ○ ○    25m、または 50m 程度 

トンネル内情報板 ○ △    トンネル内非常駐車帯 

消火器 ○ ○ ○ ○ ○ 50ｍ 

消火栓 ○ ○ △   50ｍ 

非常口表示板 避難連絡坑のあるトンネル 避難連絡坑部の両側側壁部 

誘導標示板（A） 避難連絡坑のあるトンネル 200ｍ程度 

非常口案内標示板 避難連絡坑のあるトンネル 避難連絡坑の反対側の側壁部 

誘導標示板（B） ○ ○ ○   200ｍ程度 

排煙設備または避難通路   

給水栓 ○ ○ △   200ｍ程度 

無線（漏洩同軸ケーブル） ○ △    トンネル全延長 

ラジ再（割り込み機能有） ○ △    トンネル全延長 

拡声放送 ラジオ再放送設備（割込み機能有り）を供えるトンネルに併設 非常駐車帯 

水噴霧設備 ○ △    水噴霧ヘッド 4～5ｍ 

CCTV（タイプ A） 水噴霧設備のあるトンネル（200ｍ間隔設置） 120m～200m 程度 

停電時照明 延長 200ｍ程度以上のトンネル  

○：設置     △：条件付き設置（備考） 

出典：設計要領第 3、6、7、8 集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.4 設置間隔 

トンネル等級 ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 間隔 

非常電話 ○ ○ ○ ○ ○ 200ｍ 

押ボタン式通報装置 ○ ○ ○ ○  50ｍ 

火災検知器 ○ ○    25m、または 50m 程度 

トンネル内情報板 ○ △    トンネル内非常駐車帯 

消火器 ○ ○ ○ ○ ○ 50ｍ 

消火栓 ○ ○ △   50ｍ 

非常口表示板 避難連絡坑のあるトンネル 避難連絡坑部の両側側壁部 

誘導標示板（A） 避難連絡坑のあるトンネル 200ｍ程度 

非常口案内標示板 避難連絡坑のあるトンネル 避難連絡坑の反対側の側壁部 

誘導標示板（B） ○ ○ ○   200ｍ程度 

排煙設備または避難通路   

給水栓 ○ ○ △   200ｍ程度 

無線（漏洩同軸ケーブル） ○ △    トンネル全延長 

ラジ再（割り込み機能有） ○ △    トンネル全延長 

拡声放送 ラジオ再放送設備（割込み機能有り）を供えるトンネルに併設 非常駐車帯 

水噴霧設備 ○ △    水噴霧ヘッド 4～5ｍ 

CCTV（タイプ A） 水噴霧設備のあるトンネル（200ｍ間隔設置） 120m～200m 程度 

停電時照明 延長 200ｍ程度以上のトンネル  

○：設置     △：条件付き設置（備考） 

出典：設計要領第 3、6、7、8 集 
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図 4.14 トンネル内設備と防護工の位置関係図（案） 

 

 
図 4.10 トンネル内設備と防護工の位置関係図（案） 
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図 4.15 防護工内におけるトンネル内設備仮設図（案） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.11 防護工内におけるトンネル内設備仮設図（案） 
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図 4.16 トンネル内設備仮設移設関係図（案） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.12 トンネル内設備仮設移設関係図（案） 
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図 4.17 トンネル換気設備移設図（案） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.13 トンネル換気設備移設図（案） 
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  非常駐車帯部の施工 

非常駐車帯部の覆工再生工の施工は、別途解析等を実施して、安全を確保できる設計・施工の検討を実施し、現道

交通に影響を及ぼさないよう、適切な方法で確実に実施する。 

 

非常駐車帯部については、本手引き（案）では、解析等を実施していないため、別途解析を実施して安全性を確認する

必要がある。 

覆工再生工を非常駐車帯部で実施した場合、工事中の非常駐車帯の機能の確保等の運用上の問題についても検討が

必要となると考えられる。 

採用する覆工再生工法によっては、非常駐車帯部の施工方法および施工時期も大きく変わってくるが、非常駐車帯部の

施工においても、通行車両の通行に影響を及ぼさないように施工しなければならない。 

 

 

 変状対策 

覆工再生工事中に何らかの変状が生じた場合には、適切な変状対策を実施して、一般の通行車両に影響を及ぼさな

いよう実施しなければならない。また、通行車両の安全な走行に支障が出る変状が生じた場合には応急対策を講じるとと

もに関係機関に報告する。 

 

(1) 施工中に変状が生じた場合の変状対策の例を下記に示す。変状を起こした場合には、調査を実施し、変状原因を突

き止め、その変状に適した対策を実施するものとする。変状対策については、通行車両の安全と環境保持ができる対

策とする。 

 
a) 地山強化注入工 

① 瞬結タイプを除く薬液については、既設覆工背面空洞に流出する恐れがあるので、事前に裏込注入により空洞を

充填しておく必要がある。 

② 狭あいな既設トンネル内での車線規制による薬液注入工事となることから、施工機械、資材等の通行帯への突き

出しおよび薬液、削孔水等の飛散防止のため、仮囲い等の対策を行う必要がある。また、作業員に対する交通安

全対策にも十分な配慮をする必要がある。 

③ 坑口部については、坑外から施工する場合にも同様の配慮が必要である。 

④ 穿孔注入作業は、足場上での作業となることから、安全な足場、手摺りおよび昇降設備の設置が必要である。 

 
b) 内梁支保工 

① 内梁支保工は、通行帯の関係で、片側ずつの建込みとなることから、既設覆工からの固定を確実に行う必要があ

る。 

② 既設覆工を支保するために、支保工との隙間へのブロッキングを確実に実施することが重要である。さらに、つな

ぎ材等により支保工間の連結を行って補強する。 

③ 覆工の状態により矢板、ライナプレート等を設置して被覆する。 

 
 
 

4-15  非常駐車帯部の施工 

非常駐車帯部および避難連絡坑接続部の覆工再生工の施工は、別途解析等を実施して、安全を確保できる設計・施

工の検討を実施し、現道交通に影響を及ぼさないよう、適切な方法で確実に実施する。 

 

非常駐車帯部および避難連絡坑接続部については、本手引き（案）では、解析等を実施していないため、別途解析を実

施して安全性を確認する必要がある。 

覆工再生工を非常駐車帯部および避難連絡坑接続部で実施した場合、工事中の非常駐車帯および避難連絡坑接続部

の機能の確保等の運用上の問題についても検討が必要となると考えられる。 

採用する覆工再生工法によっては、非常駐車帯部および避難連絡坑接続部の施工方法および施工時期も大きく変わっ

てくるが、非常駐車帯部および避難連絡坑接続部の施工においても、通行車両の通行に影響を及ぼさないように施工しな

ければならない。 

 

4-16  工事中の変状対策 

覆工再生工事中に何らかの変状が生じた場合には、適切な変状対策を実施して、一般の通行車両に影響を及ぼさな

いよう実施しなければならない。また、通行車両の安全な走行に支障が出る変状が生じた場合には応急対策を講じるとと

もに関係機関に報告する。 

 

(1) 施工中に変状が生じた場合の変状対策の例を下記に示す。変状を起こした場合には、調査を実施し、変状原因を突

き止め、その変状に適した対策を実施するものとする。変状対策については、通行車両の安全と環境保持ができる対

策とする。 
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c) アンカー工 

① 狭あいな既設トンネル内で車線規制によるアンカー打設作業を行うため、施工機械、資材等が通行帯に突き出さ

ないよう仮囲い等の対策を行う必要がある。また、作業員に対する交通安全対策にも十分な配慮をする必要があ

る。 

 
d) 水抜き工 

① 狭あいな既設トンネル内で 1 車線規制による穿孔作業や、水抜きボーリングを行うことから、施工機械、資材等が

通行帯に突き出さないよう仮囲い等の対策を行う必要がある。また、作業員に対する交通安全対策にも十分な配

慮をする必要がある。 

② スライム、削孔水および湧水が、通行帯の舗装面に流入しないよう排水処理は確実に行う。 

 
e) その他 

覆工再生工の施工にあたっては、事前に変状に対しての対応法の検討を行っておき、計測管理において、決定

された管理基準値になった場合は、速やかに事前に決定していた変状対策を実施できる体制を取っておくことが重

要である。 
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(2) 覆工再生工の施工にあたっては、事前に変状に対しての対応法の検討を行っておき、計測管理において、決定され

た管理基準値になった場合は、速やかに事前に決定していた変状対策を実施できる体制を取っておくことが重要であ

る。 
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 施工管理 

覆工再生工の施工管理は、「トンネル施工管理要領（本体工編・繊維補強覆工コンクリート編）」（以下。「施工管理要

領」と呼ぶ）によって行うことを原則とするが、施工管理要領と異なる部分および変更箇所については、以下に定めるとお

りである。ただし、現地状況により、これによることが不適当であると判断される場合は、別途検討を行うものとする。 

 

表 5.1～5.3 は、先行補強工で行うロックボルト工は、鋼管膨張型ボルトを車線規制による半断面施工、防水工（防水シー

ト）および再生覆工（現場打ちによる繊維補強覆工コンクリートでの全断面施工時）に適用するものとする。 

 

表 5.1 基準試験 

項目 

種別             
試験項目 試験方法 試験頻度 規定値 

ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト
工 

強度 
ロックボルトの

引抜き試験 

JIS 3731-2005 

NEXCO 試 験 法

条件 

 施工開始前に 1 回 3

本以上 

 製造工場または品

質の変更があるごと

に 1 回 3 本以上 

鋼管膨張型施工後 1

日 で 130kN （ 耐 力 ※

150kN）以上の引抜耐

力 
※ボルトの溶接部耐力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 施工管理 

覆工再生工の施工管理は、「トンネル施工管理要領（本体工編・繊維補強覆工コンクリート編）」（以下、「施工管理要

領」と呼ぶ）によって行うことを原則とする。 

 

 

以下の項目は、施工管理要領によらないものとする。 

 

 

表 5.1 基準試験 

項目 

種別             
試験項目 試験方法 試験頻度 規定値 
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ッ
ク
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ル
ト
工 

強度 
ロックボルトの

引抜き試験 

JGS 3731-2012 

NEXCO 試 験 法

条件 

 施工開始前に 1 回 3

本以上 

 製造工場または品

質の変更があるごと

に 1 回 3 本以上 

鋼 管 膨 張 型 施 工 後

130kN（耐力※150kN）

以上の引抜耐力 
※ボルトの溶接部耐力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
頁 現行 改定案  

 
表 5.2 日常管理試験 

項目 

種別             
試験項目 試験方法 試験頻度 規定値 

ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト
工 

強度 
ロックボルトの

引抜き試験 

JIS 3731-2005 

NEXCO 試 験 法

条件 

アーチ 90°の範囲全

数 

肩から側壁部付近は 1

本/半断面 

鋼管膨張型施工後 1

日 で 130kN （ 耐 力 ※

150kN）以上の引抜耐

力 
※ボルトの溶接部耐力 

繊
維
補
強
覆
工
コ
ン
ク
リ
ー
ト 

曲げ 

靭性 

曲げ靱性試験
注 2） 

JSCE-G552-

2007-NEXCO 試

験法条件による 

最初の 3 スパンは１ス

パンに 1 回､以後は 3

スパンに 1 回（圧縮強

度試験用供試体作成

時）注 3） 

施工管理要領（繊維

補 強 覆 工 ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ） 

表 4.1 に示す基準注 4） 

繊維 

混入率 

繊維混入率試

験 

JSCE-F554-1999

「鋼繊維補強コン

クリートの鋼繊維

混 入 率 試 験 方

法 」 の 洗 い 分 析

試験方法による 

最初の 3 スパンは 1 ス

パン 2 回（1 台目･最後

で1回/台試料採取）、

以後は 3 スパンごとに

2 回（1 台目･最後で 1

回/台試料採取）注 3） 

試し練りの曲げ靱性試

験により決定された混

入率の 100±20%かつ

3 回の平均値が決定

混入率の 95%以上 

長さの異なる繊維を使

用する場合、繊維を各

種繊維ごとに分け混

入比率を出し、その混

入比率が計画混入比

率の±20%以内 

注 1）圧縮強度試験、曲げ靭性試験の供試体寸法は、以下による。 

繊維長さが 40mm を超える場合  φ12.5×25cm 、15×15×53cm  

繊維長さが 40mm 以下の場合   φ10×20cm  、15×15×53cm 

注 2）最初の 3 スパンとは打設開始からであり、以後にあっては、3 スパン毎に 1 回を継続するものとする。 

 
 

ただし、試験結果に問題があった場合は、その後の 3 スパンについては 1 スパンに 1 回の試験頻度とし、以後にあ

っては 3 スパン毎に 1 回を継続するものとする。 

注 3）品質管理供試体 4 本 1 組の曲げ靭性係数の平均値は品質管理曲げ靭性係数を上回っているが、4 本のうち品質

管理基準線を下回っている曲げ靭性曲線が 1 本でもある場合は、繊維の投入方法等に問題が生じている可能性

があるので、原因を調査して原因があればそれを取り除き正常な状態に戻すこととするが、不明であれば状況観察

を行うものとする。 
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注 2）最初の 3 スパンとは打設開始からであり、以後にあっては、3 スパン毎に 1 回を継続するものとする。 

 
 

ただし、試験結果に問題があった場合は、その後の 3 スパンについては 1 スパンに 1 回の試験頻度とし、以後にあ

っては 3 スパン毎に 1 回を継続するものとする。 
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② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ① 

〇 〇 - - 〇 - - 〇 - 〇 

スパン番号 

試験頻度 

…… 

…… 

1 スパン毎に 1 回  3 スパン毎に 1 回  3 スパン毎に 1 回 

② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ① 

〇 〇 - - 〇 - - 〇 - 〇 

スパン番号 

試験頻度 

…… 

…… 

1 スパン毎に 1 回  3 スパン毎に 1 回  3 スパン毎に 1 回 
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表 5.3 出来形基準 

測定項目 規定値 調書の様式 測定頻度 
監督員

の立会 

再
生
覆
工 

型 わ く

据 え 付

け 後 の

測定 

再生覆工厚空間

量（未切削部） 

設計再生覆工

厚以上※1 

様式 5-7-2

準用 

1 打設ごとに 11 箇

所 
〇 

再生覆工厚空間

量（切削部） 

設計再生覆工

厚以上※2 

再 生 覆

工 の 測

定 

 設計再生覆工

厚以上 

様式 5-7-3

準用 

・打設端部 

1 打設端部の任意の

3 箇所。測定箇所は

監督員の指示によ

る 

〇 

ト ン ネ

ル 内 空

の測定 

 設計図書に示

された位置よ

り 5㎝以上ず

れてはならな

い 

様式 5-7-4

準用 

様式 5-7-3

準用 

1 打設ごと 

〇 

※1 ロックボルトの突出部にあっても、設計再生覆工厚さ以上は確保する。 

※2 規定値のうち切削深さに関しては、設計覆工切削深さの 110%を超えることがないこととする。 
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  道路規制工 

 保全施設 

供用下施工で覆工再生工をする場合には、通行車両の安全を確保するために、必要な保全施設の設置を行うものと

する。 

 

既設トンネルを供用線下で覆工再生工をする場合には、通行車両の安全を確保するとともに、工事の安全と円滑な進捗

のために、必要な保全施設の設置を行わなければならない。 

高速道路トンネル覆工再生工工事の際に設置すべき施設としては、以下のとおりである。 

① 工事の情報提供設備 

② 覆工再生工施工中の区間および覆工再生工完了済み区間の未施工区間のトンネル内安全対策がある。 

 

 

（1） 工事の情報提供設備 

覆工再生工工事では、速度規制や車両規制があり、通行車両に影響を及ぼす。このため、工事の事前予告、工事規制

などの工事に関する情報を提供することで、通行車両が安全に通行できるようにする必要がある。 

高速道路での車線規制の事前通告は、数ヶ月以上前から NEXCO ホームページや公共メディアおよび一般紙などを用

いて行っている。大蔵トンネルでは、通行止め 1 ヶ月前より市政だよりや広報チラシなどで事前周知を行っている。 

覆工再生工工事の場合は、防護工を設置する関係で通行できる車両の大きさが制限されないが、それを違反してくる車

両が考えられるため、事前通告は、より確実に行わなければならない。図 6.1、図 6.2 に工事の情報提供設備の例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 道路規制工 

 保全施設 

供用下施工で覆工再生工をする場合には、通行車両の安全を確保するために、必要な保全施設の設置を行うものと

する。 

 

既設トンネルを供用線下で覆工再生工をする場合には、通行車両の安全を確保するとともに、工事の安全と円滑な進捗

のために、必要な保全施設の設置を行わなければならない。 

高速道路トンネル覆工再生工事の際に設置すべき施設としては、以下のとおりである。 

① 工事の情報提供設備 

② 覆工再生工施工中区間および覆工再生工完了済み区間および未施工区間のトンネル内安全対策 

 

出口                          覆工再生工事区間                    入口 

 

 

   未施工区間                   施工中区間             完了済み区間 

 

 

（1） 工事の情報提供設備 

覆工再生工事では、速度規制や車線規制があり、通行車両に影響を及ぼす。このため、工事の事前予告、工事規制な

どの工事に関する情報を提供することで、通行車両が安全に通行できるようにする必要がある。 

高速道路での車線規制の事前通告は、数ヶ月以上前から NEXCO ホームページや公共メディアおよび一般紙などを用

いて行っている。大蔵トンネルでは、通行止め 1 ヶ月前より市政だよりや広報チラシなどで事前周知を行っている。 

覆工再生工事の場合は、防護工を設置する関係で通行できる車両の大きさが制限されないが、それを違反してくる車両

が考えられるため、事前通告は、より確実に行わなければならない。図 6.1、図 6.2 に工事の情報提供設備の例を示す。 
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名称 設置場所 数量 規格 内容 

Ａ 通行止め予告板（各料金所） 

１号線：横代、岩園、北方、大手町、下到津 

２号線：小倉駅北、日明、戸畑、岩戸 

４号線：春日、大里、足立、紫川、山路、大谷 

黒崎（東、西）、小嶺、馬場山２ 

その他：門司ＩＣ２ 

22 Ｗ900×Ｈ1,800 ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷 

Ｂ 協力のお願い板（各料金所） 大谷、黒崎２、小嶺、馬場山３ 7 Ｗ900×Ｈ1,800 アルポリック板、35×45 角木枠、ＣＦ文字、白加工 

Ｃ 通行止め時広報看板（大谷料金所） 大谷料金所手前街路上 1 Ｗ900×Ｈ1,800 ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷 

Ｄ 通行止め時広報看板（馬場山～黒崎） 馬場山料金所手前２、小嶺料金所、黒崎（東、西）料金所 5 Ｗ900×Ｈ1,800 ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷 

Ｇ 通行止め予告板 
馬場山ランプ付近２、小嶺ランプ付近３、黒崎ランプ付近３、 

大谷ランプ付近１、直方 P.A１、古賀 S.A２ 
12 Ｗ900×Ｈ1,800 ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷 

Ｚ 車高警告板（街路上） 
馬場山ランプ付近１、小嶺ランプ付近２、黒崎ランプ付近２、 

大谷ランプ付近１ 
6 Ｗ900×Ｈ1,800 アルポリック板、35×45 角木枠、ＣＦ文字、白加工 

Ｚ 車高警告板（料金所手前） 
馬場山料金所付近２、小嶺料金所付近１、黒崎料金所付近２、 

大谷料金所付近１ 
6 Ｗ900×Ｈ1,800 アルポリック板、35×45 角木枠、ＣＦ文字、白加工 

Ｋ 警告板（高さ制限） 黒崎～大谷本線上６（２枚一組） 12 Ｗ600×Ｈ1,500 
アルミ基板（平リブ）、板面サイン（反射シート） 

支柱（白）φ76.3×t3.2×H2,800 

Ｋ 標識（工事中） 黒崎～大谷本線上６ 6 Ｗ600×Ｈ2,800 
アルミ基板（平リブ）、板面サイン（反射シート） 

支柱（白）φ76.3×t3.2×H2,800,静電粉体、部材 

Ｌ～Ｙ 

   通行止め時迂回路看板 

八幡消防署前交差点１、春の町交差点１、春の町５丁目交差点１、

戸畑バイパス交差点３、中央町３丁目交差点１、大蔵公園前１、七

条橋交差点１、清田２丁目１、金毘羅町１、上到津１、上到津３丁目

１、清水交差点１、紫川インター付近２ 

16 Ｗ800×Ｈ1,200 
ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷、ＣＦ文字、 

反射シート 

Ｓ 大看板 河頭トンネル～大谷トンネル２ 2 Ｗ2,700×Ｈ2,700 鉄骨、骨組み、亜鉛引鉄板 

Ｅ 通行止め時横断幕 

      （都市高速本線上、九州自動車道） 
ＪＨ若宮～八幡１、ＪＨ小倉南～八幡１、馬場山～大谷４ 6 Ｗ800×Ｈ10,000 ターポリン、ＣＦ文字（反射シート） 

Ｆ 通行止め時横断幕（主要街路上） 
馬場山ランプ付近２、小嶺ランプ付近３、黒崎ランプ付近２、 

大谷ランプ付近２ 
9 Ｗ800×Ｈ10,000 ターポリン、ＣＦ文字（反射シート） 

Ｔ 懸垂幕（通行止め） 馬場山ランプ付近１ 1 Ｗ1,100×Ｈ6,000 夜間対応、ＣＦ文字（反射シート） 

Ｕ 懸垂幕（高さ制限） 河頭トンネル～大谷トンネル１ 1 Ｗ1,100×Ｈ6,000 夜間対応、ＣＦ文字（反射シート） 

Ｗ 横断幕（高さ制限） ＪＨ若宮～八幡１、ＪＨ小倉南～八幡１ 2 Ｗ800×Ｈ10,000 ターポリン、ＣＦ文字（反射シート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1 通行止め予告板設置全体位置図の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
名称 設置場所 数量 規格 内容 

Ａ 通行止め予告板（各料金所） 

１号線：横代、岩園、北方、大手町、下到津 

２号線：小倉駅北、日明、戸畑、岩戸 

４号線：春日、大里、足立、紫川、山路、大谷 

黒崎（東、西）、小嶺、馬場山２ 

その他：門司ＩＣ２ 

22 Ｗ900×Ｈ1,800 ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷 

Ｂ 協力のお願い板（各料金所） 大谷、黒崎２、小嶺、馬場山３ 7 Ｗ900×Ｈ1,800 アルポリック板、35×45 角木枠、ＣＦ文字、白加工 

Ｃ 通行止め時広報看板（大谷料金所） 大谷料金所手前街路上 1 Ｗ900×Ｈ1,800 ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷 

Ｄ 通行止め時広報看板（馬場山～黒崎） 馬場山料金所手前２、小嶺料金所、黒崎（東、西）料金所 5 Ｗ900×Ｈ1,800 ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷 

Ｇ 通行止め予告板 
馬場山ランプ付近２、小嶺ランプ付近３、黒崎ランプ付近３、 

大谷ランプ付近１、直方 P.A１、古賀 S.A２ 
12 Ｗ900×Ｈ1,800 ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷 

Ｚ 車高警告板（街路上） 
馬場山ランプ付近１、小嶺ランプ付近２、黒崎ランプ付近２、 

大谷ランプ付近１ 
6 Ｗ900×Ｈ1,800 アルポリック板、35×45 角木枠、ＣＦ文字、白加工 

Ｚ 車高警告板（料金所手前） 
馬場山料金所付近２、小嶺料金所付近１、黒崎料金所付近２、 

大谷料金所付近１ 
6 Ｗ900×Ｈ1,800 アルポリック板、35×45 角木枠、ＣＦ文字、白加工 

Ｋ 警告板（高さ制限） 黒崎～大谷本線上６（２枚一組） 12 Ｗ600×Ｈ1,500 
アルミ基板（平リブ）、板面サイン（反射シート） 

支柱（白）φ76.3×t3.2×H2,800 

Ｋ 標識（工事中） 黒崎～大谷本線上６ 6 Ｗ600×Ｈ2,800 
アルミ基板（平リブ）、板面サイン（反射シート） 

支柱（白）φ76.3×t3.2×H2,800,静電粉体、部材 

Ｌ～Ｙ 

   通行止め時迂回路看板 

八幡消防署前交差点１、春の町交差点１、春の町５丁目交差点１、

戸畑バイパス交差点３、中央町３丁目交差点１、大蔵公園前１、七

条橋交差点１、清田２丁目１、金毘羅町１、上到津１、上到津３丁目

１、清水交差点１、紫川インター付近２ 

16 Ｗ800×Ｈ1,200 
ポリ合板、30 ミリ角木枠、シルク印刷、ＣＦ文字、 

反射シート 

Ｓ 大看板 河頭トンネル～大谷トンネル２ 2 Ｗ2,700×Ｈ2,700 鉄骨、骨組み、亜鉛引鉄板 

Ｅ 通行止め時横断幕 

      （都市高速本線上、九州自動車道） 
ＪＨ若宮～八幡１、ＪＨ小倉南～八幡１、馬場山～大谷４ 6 Ｗ800×Ｈ10,000 ターポリン、ＣＦ文字（反射シート） 

Ｆ 通行止め時横断幕（主要街路上） 
馬場山ランプ付近２、小嶺ランプ付近３、黒崎ランプ付近２、 

大谷ランプ付近２ 
9 Ｗ800×Ｈ10,000 ターポリン、ＣＦ文字（反射シート） 

Ｔ 懸垂幕（通行止め） 馬場山ランプ付近１ 1 Ｗ1,100×Ｈ6,000 夜間対応、ＣＦ文字（反射シート） 

Ｕ 懸垂幕（高さ制限） 河頭トンネル～大谷トンネル１ 1 Ｗ1,100×Ｈ6,000 夜間対応、ＣＦ文字（反射シート） 

Ｗ 横断幕（高さ制限） ＪＨ若宮～八幡１、ＪＨ小倉南～八幡１ 2 Ｗ800×Ｈ10,000 ターポリン、ＣＦ文字（反射シート） 

 

図 6.1 通行止め予告板設置全体位置図の例 
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図 6.2 工事予告案内板の例 

 

 

施工計画書に記載する内容は以下の例がある。 

1．広報活動 

 1.1 目的 

 1.2 広報活動 

  1.2.1 立看板 

  1.2.2 案内ポスター、案内チラシ 

  1.2.3 ハイウェイ情報ターミナル 

  1.2.4 インターネット 

  1.2.5 情報板 

  1.2.6 ハイウェイラジオ 

  1.2.7 横断幕 

 1.3 広報開始日 

 

 

（2） 未施工区間および覆工再生工完了区間のトンネル内環境の保持 

トンネル延長が長い場合、トンネルに未施工区間、覆工再生工中区間、覆工再生工完了区間が生じるのは避けることが

できない。各区間の境界地点の明示を確実に行うとともに、覆工再生工が完了した広い空間から施工中である狭い防護工

に移行する区間については、車両規制の方法や防護工内の照明について、詳細に検討する必要がある。 

  

図 6.2 工事予告案内板の例 

 
 

施工計画書に記載する内容は以下の例がある。 

1．広報活動 

 1.1 目的 

 1.2 広報活動 

  1.2.1 立看板 

  1.2.2 案内ポスター、案内チラシ 

  1.2.3 ハイウェイ情報ターミナル 

  1.2.4 インターネット 

  1.2.5 情報板 

  1.2.6 ハイウェイラジオ 

  1.2.7 横断幕 

 1.3 広報開始日 

 

 

（2） 未施工区間および覆工再生工完了区間のトンネル内環境の保持 

トンネル延長が長い場合、トンネルに未施工区間、覆工再生工中区間、覆工再生工完了区間が生じるのは避けることが

できない。各区間の境界地点の明示を確実に行うとともに、覆工再生工が完了した広い空間から施工中である狭い防護工

に移行する区間については、車線規制の方法や防護工内の照明について、詳細に検討する必要がある。 
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図 6.3 防護工に設置する安全設備の例 

 

 

 交通規制工 

覆工再生工工事中の通行規制、車線規制、通行車両の高さ制限などの交通規制は、現場の状況に応じて行い、規

制の際は広域に事前通告や規制場所の明示などを行うものとする。 

 

覆工再生工工事区間では、十分な速度抑制体制を講じるものとする。通行車両の規制速度は 50km/h と比較的低速で

あり、防護工の存在が心理的負担となると想定される。しかし、トンネル内は 50～80km/h の高速走行状態になっていると仮

定して対策を検討する必要がある。 

そこで実際の走行速度は 80km/h と想定し、防護工内の設備、照明および規制区間の道路規格を検討するものとする。

トンネル内で速度規制をかけることは、安全上問題があると考えられるので、トンネル坑口手前で規制をかけることになる

が、明かり部での規制開始、規制終了位置は、個別に関係機関と打ち合わせを行い決定する必要がある。 

交通規制は、NEXCO中日本金沢支社交通規制手引き（平成30年7月）にしたがって実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.3 防護工に設置する安全設備の例 

 

 

 交通規制工 

覆工再生工事中の通行規制、車線規制、通行車両の高さ制限などの交通規制は、現場の状況に応じて行い、規制の

際は広域に事前通告や規制場所の明示などを行うものとする。 

 

覆工再生工事区間では、十分な速度抑制体制を講じるものとする。通行車両の規制速度は 50km/h と比較的低速であ

り、防護工の存在が心理的負担となると想定される。 

 

そこで実際の走行速度は 60km/h と想定し、防護工内の設備、照明および規制区間の道路規格を検討するものとする。

トンネル内で速度規制をかけることは、安全上問題があると考えられるので、トンネル坑口手前で規制をかけることになる

が、明かり部での規制開始、規制終了位置は、個別に関係機関と打ち合わせを行い決定する必要がある。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 



 
頁 現行 改定案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4 規制状況図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.4 規制状況図 
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 施工計画書に記載する交通規制工の内容は以下の例がある。 

1．工事概要 

 1.1 工事名 

 1.2 路線名 

 1.3 工事個所 

 1.4 工期 

 1.5 担当事務所 

 1.6 請負業者 

 1.7 工事内容 

 1.8 工事位置図 

 1.9 現場組織 

 1.10 全体工程 

2．交通規制概要 

 2.1 規制計画概念 

 2.2 規制概要 

 2.3 規制工程表 

3．規制中の工事内容 

4．先頭固定規制実施方法 

 4.1 追越車線規制から走行車線規制への切替え 

 4.2 先頭固定規制の開始時間 

 4.3 頭抑え方法 

5．交通規制に関する検討 

 5.1 上り線シフト区間長 

  5.1.1 考え方 

  5.1.2 検討項目およびフロー 

  5.1.3 検討結果 

  5.1.4 その他 

 5.2 下り線すり付け長 

  5.2.1 検討概要 

  5.2.2 すり付け長の検討 

 5.3 非常駐車帯 

6．規制断面図 

 6.1 対面通行規制標準断面図（下り線） 

 6.2 センターラインより超えた位置にラバコーンを設ける場合 

7．交通量データ 

8．緊急時の連絡体制 

 8.1 緊急連絡体制 

 8.2 各公共機関（公庁、病院等）連絡先 

 8.3 規制区間における事故対応 

10．交通規制図 

 

 

 

施工計画書に記載する交通規制工の内容は以下の例がある。 

1．工事概要 

1.1 工事名 

1.2 路線名 

1.3 工事箇所 

1.4 工期 

1.5 担当事務所 

1.6 工事受注者 

1.7 工事内容 

1.8 工事位置図 

1.9 現場組織 

1.10 全体工程 

2．交通規制概要 

2.1 規制計画概念 

2.2 規制概要 

2.3 規制工程表 

3．規制中の工事内容 

4．先頭固定規制実施方法 

4.1 追越車線規制から走行車線規制への切替え 

4.2 先頭固定規制の開始時間 

4.3 頭抑え方法 

5．交通規制に関する検討 

5.1 上り線シフト区間長 

5.1.1 考え方 

5.1.2 検討項目およびフロー 

5.1.3 検討結果 

5.1.4 その他 

5.2 下り線すり付け長 

5.2.1 検討概要 

5.2.2 すり付け長の検討 

5.3 非常駐車帯 

6．規制断面図 

6.1 対面通行規制標準断面図（下り線） 

6.2 センターラインより超えた位置にラバコーンを設ける場合 

7．交通量データ 

8．緊急時の連絡体制 

8.1 緊急連絡体制 

8.2 各公共機関（公庁、病院等）連絡先 

8.3 規制区間における事故対応 

9．交通規制図 
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  違反車両の排除 

覆工再生工工事中に工事区域内に進入する車高違反車両などに対する通行車両および作業員の安全は、適切な方

法を用いて行うものとする。 

防護工への衝突については、お客様の車両だけではなく、工事用車両・工事資機材運搬についても十分注意を図る

ものとする。 

 

通行規制、車線規制、通行車両の高さ制限について、交通の円滑、かつ安全な流れを確保するために規制内容を知ら

せる保安施設を検討しなければならない。例えば、通行車両の高さ制限に対しては、高さ制限の確認用ゲートや感知セン

サーを前後に設置する必要がある。 

また、特殊車両等の工事中に通行制限を受ける車両の迂回路についても事前に決定して、工事中は、迂回路を案内す

る必要がある。 

車線規制を行う場合には、規制時間帯、規制速度、規制区間などについて、あらかじめ管理者の承諾を受けた後、定め

た猶予期間中にわかりやすい方法で予告掲示し、規制期間内は、明示しなければならない。 

覆工再生工工事では、防護工を設置し工事区域と通行車両の通行帯を分離することにより、通行車両の安全を確保して

いる。設定した高さ以上の車高の車が防護工内に入った場合、大事故につながる可能性があり、進入は必ず排除しなけれ

ばならない。また、併せて積み荷の固定状況もチェックする必要がある。 

高速道路では、一旦進入すると U ターンができないことや通行速度が速いため、事故時の被害が大きくなると予想され

る。そのため、覆工再生工工事を行っているトンネルの手前のみならず、直近のインターチェンジ手前にもチェックバーや車

高センサーを設置するなどの対策を採用するなど、さらに確実な違反車両の監視や排除ができる対策を検討しなければな

らない。図 6.5 と図 6.6 に違反車両排除のための設備の例を示す。 
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防護工への衝突については、狭い空間での作業と出入りとなることから、お客様の車両だけではなく、工事用車両・工事

資機材運搬についても、十分注意を図る必要がある。 
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頁 現行 改定案  

  安全監視 

 安全監視一般 

覆工再生工工事に伴う安全監視は、①通行車両の安全確保、②トンネル構造の安定性確保、③工事関係者や関連

設備の安全確保、④建築限界や道路線形の確保を目的として行うもので、適切かつ効率的なものとする。 

 

安全監視については、関係機関と事前に十分な協議を行うとともに、工事中は、保全サービスセンターや管制室との連

絡を密接に行い、安全を確認しなければならない。 

 

（1） 通行車両の安全確保 

覆工再生工にあたっては、通行車両の安全、視環境を確保するために、トンネルの安全監視を行う。覆工再生工工事に

おいては、通行車両の安全確保が最優先であるため、覆工再生工を実施している区間のみならず、未補修部分や再生覆

工が完了した区間での安全監視も重要であるため、実施することを基本とする。 

 

（2） トンネル構造の安定 

覆工再生工工事では、切削は終了しているが再生覆工の未施工の区間、再生覆工が完了した区間に通行車両が存在

するので、この区間の安全監視については、関係機関と十分に協議する必要がある。さらに、トンネル内の通行車両、工事

用車両の状況についてもＣＣＴＶ等で監視する必要がある。 

覆工再生工時のトンネル内の安全監視は、内空変位測定、ロックボルト軸力の挙動、ひび割れ監視や覆工の応力測定と

いった計測監視を行うものとする。覆工再生工完了区間や未施工区間については、目視観察によりコンクリートの浮きの有

無や変状発生の有無を把握するものとする。 

 

（3） 工事関係者や関連設備の安全確保 

工事中は、トンネル内に一般の通行車両や工事用機械などがあるため、トンネル走行環境を確保し、一酸化炭素濃度な

どを把握する必要があることから、トンネル内の環境測定を実施するものとする。 

また、作業員の安全と環境についても考慮するものとする。 

 

（4） 建築限界や道路線形の確保 

覆工再生工にあたっては、完成後の建築限界は、走行空間の確保の面で重要となることから、必ず測定しチェックするも

のとする。再生覆工においては、道路の線形によっては、視距等が短くなる可能性があるため、設計においてチェックするも

のとする。 
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 計測工 

供用線下での覆工再生工の計測は、通行車両の安全走行やトンネル構造の安定性を確保することを目的として行うも

ので、既設覆工区間と再生覆工区間の初期値および施工中から施工後まで、適切かつ効率的に実施する。 

 

（1） 監視 

  監視で全体的な異常の有無や設計で想定した状況とあっているかの確認を行う。 

 

（2） 計測目的 

供用線下での覆工再生工工事における計測の主たる目的は、通行車両の安全確保とトンネル構造の安定性確保にあ

る。供用線下での覆工再生工工事は、一般的に防護工を設置して施工されるが、覆工を切削するため、既設覆工区間へ

の影響が懸念される。したがって、交通の安全を確保するための監視計測が重要であり、既設覆工区間と再生覆工区間の

両方に着目した計測が必要である。 

 

a) 既設覆工区間の計測目的 

覆工切削により、既設覆工に荷重が作用すれば、ひび割れ等の変状が発生する恐れがある。老朽化によりすでに

変状が発生している場合は、ひび割れの進行や覆工コンクリートの剥離等通行車両に対する影響が懸念される。このた

め、事前補修やロックボルトなどの先行補強を行い、切削中のトンネルの安定を確認することとしている。したがって、既

設覆工区間の安全確保のための計測は、非常に重要であり、特に覆工の変状や変形に対する監視計測が必要であ

る。 

 

b) 再生覆工区間の計測目的 

観察・計測により、切削面の状況や再生覆工の状態を常に監視し、崩壊などの異常がないように努めなければならな

い。また、計測により施工後の安定性を確認し、防護工の移動や撤去を行う際の判断基準とする必要がある。 

 

（3） 計測項目 

a) 切削する覆工に隣接する覆工の計測項目 

切削中の覆工に隣接する覆工の計測項目は、通行車両への安全性確保を目的として、隣接覆工の天端沈下測定、

内空変位測定、覆工ひずみ測定、ひび割れ測定（図 7.3 に測定例を示す）、加速度振動測定および覆工目視観測等の

隣接覆工コンクリートの挙動に着目した、計測項目を選定する必要がある。また、ひび割れ等の変状がすでに発生して

おり、覆工再生工の施工前に先行補強が実施さるため、ボルト軸力測定を実施し、補強効果を確認しながら施工する必

要がある。なお、切削前には、軸力計は設置を完了しておくものとする。 

 

b) 切削している覆工の計測項目 

切削中の覆工区間には、通行車両への安全確保を目的として、防護工が設置されることから、加速度振動測定等の

覆工コンクリートの挙動に着目した計測項目を選定する必要がある。また、計器等が施工に支障となることから、監視カメ

ラなどを用いた覆工状況を重点的に目視確認しながら施工する必要がある。 

また、覆工切削が行われない天端付近の沈下測定やレーザー変位計を用いた覆工のリアルタイムで測定ができれば

実施するものとする。 
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また、覆工切削が行われない天端付近の沈下測定やレーザー変位計を用いた覆工のリアルタイムで測定ができれば
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c) 切削完了した覆工の計測項目 

切削完了した覆工の計測項目は、既設覆工の変状がそのまま内側に残るため、その既設覆工に着目した計測項目

を適用する。特に、覆工切削による周辺地山の挙動の把握を目的としたロックボルト軸力測定等を実施し、トンネルの安

定性を確認する必要がある。 

また、既設覆工の挙動を把握する目的で土圧計、または、ひび割れ計測などにより既設覆工の挙動と再生覆工の覆

工応力を測定するものとする。 

 

d) 施工中のトンネル内環境計測項目 

施工中のトンネル内環境測定は、トンネル内を走行する車両に対して視環境や一酸化炭素濃度測定を実施して環境

の保持を行うものとする。 

 

e) 切削中の現場内環境計測項目 

切削中の現場内環境測定は、切削時の作業員の安全確保を目的に、視環境や一酸化炭素濃度測定を実施して環

境の保持を行うものとする。 

 
表 7.1 覆工再生工施工時の計測項目 

項  目 計測方法 備  考 

切削中の覆工の隣接覆工の計測 

・天端沈下測定 

・内空変位測定 

・覆工ひずみ測定 

・ひび割れ測定 

・加速度振動測定 

・覆工目視観測 

・ロックボルト軸力測定等 

 

切削中の覆工の計測 

・加速度振動測定等 

・CCTV などを用いた覆工状況 

・天端付近の沈下測定 

・変位計を用いた覆工のモニタリング 

 

切削完了した後の覆工の計測 

・ロックボルト軸力測定 

・土圧計 

・ひび割れ計測 

 

施工中のトンネル内環境計測 
・視環境 

・一酸化炭素濃度測定 

 

切削中の現場内環境計測 
・視環境 

・一酸化炭素濃度測定 

 

 

表 7.2 に供用線下での断面拡幅工事における計測項目と計測方法の事例を示す。また、計器配置事例として、大

蔵トンネルの事例を図 7.1 に示す。 
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表 7.2 供用線下の覆工再生工工事における計測項目と計測方法の事例 

番号 トンネル名 
施工 
延長 

拡大時既設 
ﾄﾝﾈﾙの位置 

計測項目 計測方法 

1 磐船トンネル 40.0ｍ 底設 

坑外計測  天端沈下計（水盛式沈下計） 
水平傾斜計 

鉛直沈下計 

自動計測 
〃 

〃 

拡大ﾄﾝﾈﾙ 内空変位測定 

天端沈下測定 

手動計測 

〃 

2 第 2 布引トンネル 283.8ｍ 側壁 

拡大ﾄﾝﾈﾙ 内空変位測定 
天端沈下測定 
地中変位測定 

ﾛｯｸﾎﾞﾙﾄ軸力測定 
吹付けｺﾝｸﾘｰﾄ応力測定 
先行地中変位測定 

手動計測 
〃 
〃 

〃 
〃 
〃 

3 白石トンネル 78.7ｍ 側壁 

既設ﾄﾝﾈﾙ 補強ﾎﾞﾙﾄ軸力 
地中変位測定 

内空変位測定（絶体） 

自動計測 
〃 

手動計測 

拡大ﾄﾝﾈﾙ 地中変位測定 
ﾛｯｸﾎﾞﾙﾄ軸力測定 
吹付けｺﾝｸﾘｰﾄ応力測定 

内空変位測定（絶体） 

自動計測 
〃 
〃 

手動計測 

4 丑山トンネル 56.0ｍ 底設 
拡大ﾄﾝﾈﾙ 内空変位 

地中水平変位測定 

手動計測 

〃 

5 大蔵トンネル 170.0ｍ 底設 

既設ﾄﾝﾈﾙ 覆工ひずみ測定 
内空変位測定 
温度測定 

自動計測 
〃 
〃 

拡大ﾄﾝﾈﾙ 内空変位測定 
ﾛｯｸﾎﾞﾙﾄ軸力測定 

吹付けｺﾝｸﾘｰﾄ応力測定 
鋼アーチ支保工応力測定 

自動計測 
〃 

〃 
〃 

6 敷島内トンネル 137.0ｍ 底設 

既設ﾄﾝﾈﾙ 覆工振動測定（爆破） 手動計測 

拡大ﾄﾝﾈﾙ 内空変位測定 
天端沈下測定 

手動計測 
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図 7.2 自動計測システム 

 

 
図 7.3 ひび割れ計測事例 

 

 

 

 

図 7.2 自動計測システム 

 

 
図 7.3 ひび割れ計測事例 
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（4） 計測方法と計測の留意点 

供用線下の覆工再生工施工であるため、覆工崩落等の不測の事態が生じれば、通行車両への重大災害へつながる可

能性が高い。よって、計測データを迅速に処理し、施工時の安全確認を迅速に行わなければならない。通常のトンネル施

工で実施されている手動計測では、測定やデータ処理に時間を要するため緊急時に対応が遅れることが懸念される。 

また、供用線下での計測であるため、測定範囲が限定され、内空変位測定や天端沈下測定など計測管理上重要な項目

に対して、計測時の安全確保が難しいことや防護工の設置、移設による計測ケーブルの遮断、見通しが妨げられる等の事

態が生じる。計測による安全監視が目的であることから、欠測する状況を極力少なくすることが重要である。 

したがって、測定方法は、リアルタイムに測定が可能な自動計測による監視が望ましい。例えば、天端や肩部において自

動追尾型のトータルステーション等により覆工壁面変位を測定し、側壁部の狭あいする場所は、定置型の傾斜計等の計器

を用いて自動測定を行うことも考えられる。また、自動で測定された測定値は、オンラインで現場事務所と保全サービスセン

ター等に転送し、自動処理（数値モニターやグラフ化）し、管理値を超えた場合は、通報・連絡を行う自動監視システムの構

築などが考えられる。このように、測定・データ処理・評価・異常時の通報、連絡等一連のシステムとして管理することが重要

である。 

また、防護工移動時の欠測や計測器の移設時の安全性を考慮し、既設覆工区間と再生覆工区間に分けて、配線がいら

ない無線等を用いて計測管理するシステムの構築等を検討する必要がある。 

 

 
図 7.4 鋼管膨張型ロックボルト軸力用計測機器例 
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＜鋼管膨張型ロックボルト軸力用計測器機選定時の注意点＞ 

膨張鋼管型ロックボルトの場合、円筒状に折りたたまれた鋼管が水圧により膨張することで、孔内に定着されるため、従来

のロックボルト軸力計ではその状態を再現するは困難である。 

また、ロックボルトは、図 7.5 に示すように、孔内の不陸や地山の硬軟に応じて、膨張時、孔壁部の状況で平滑ではなく、

ロックボルト自体が凹凸などの形状に変化し定着される。 

このため、その定着力は、周辺の地山の物性・孔壁の状況・亀裂の発達状況などにより大きく異なる。 

 
図 7.5 鋼管膨張型ロックボルトの孔内での定着模式図 

 

 

このように軸方向に定着状況の異なる場合、実際に生じているひずみも、軸方向で大きく変動していると考えられる。図

7.6 は、亀裂の発達した地山の場合の膨張鋼管型ロックボルトの軸力分布を模式的に示したものである。 

 
図 7.6 亀裂性岩盤での鋼管膨張型ロックボルトの軸力分布模式図 

 
軟岩地山においても、孔径の変動や地山状況の変化から、図 7.6 に類似した軸力分布を示していると考えられる。このた

め、膨張型鋼管ロックボルトの軸力測定を行う場合、局所的な測定方法（局所測定方式）を用いると、測定箇所により、測定

されるひずみは大きく異なり、ロックボルトの軸力分布状況の把握が困難となることが予想される。膨張型鋼管ロックボルト導

入当初での計測の際、局所的な測定方法（局所測定方式）が使用され、測定値の変動が激しく、膨張型鋼管ロックボルトの

効果を十分に評価することが困難となった事例もある。 

このように、膨張型鋼管ロックボルトの支保効果を把握する目的でロックボルトの軸力測定を行う場合、局所的な測定方

法（局所測定方式）を用いて、平滑した軸力で評価する。 
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（5） 計測管理 

a) 計測結果の評価と計測管理 

計測結果を設計や施工に反映させるためには、計測データを整理するだけではなく、それらを分析し、さらに施工状

況や周辺の挙動を含め、総合的に把握することが重要である。 

計測結果を評価する際、次の事項を理解しておかなければならない。 

 

① トンネル内は、換気や通行車両の台数の違いにより、坑内環境が変化する。 

② 坑内の温度変化の影響により、計測結果が変動する可能性がある。 

③ 得られたデータは、計器の特性を含むものであり、精度および誤差について考慮する必要がある。 

 

計測管理は、計測されたデータの整理・評価を速やかに行い、計測結果の総合的な判断が必要であり、これを適切

かつ迅速に行うには、施工段階にあった管理基準をあらかじめ定めておくことが重要である。管理基準値は、数値解析

値や過去の類似工事の実測値を参考に、設計段階で設定しておくことが望ましい。 

既設覆工区間は、再生覆工区間の施工時に超近接施工となるため、管理基準値の設定においては、覆工のひび割

れや変形モードに着目して設定する必要がある。たとえば、「設計要領 第三集 トンネル本体工 保全編（近接施工）」

では、参考として、外力とひび割れ発生パターンによるトンネルの変形モードに対する上限値を設定している。再生覆工

区間の管理基準値は、既設覆工区間がトンネル構造物としての機能を損なわれないような変位や変形状態を、数値解

析等により事前に予測して設定することが望ましい。 

特に、供用線下での覆工再生工トンネル工事であるため、通行車両の安全性確保が最重要であり、覆工再生工区間

の施工段階の発生変位に対する既設覆工区間への影響をある程度予測しておくことも必要である。 

覆工再生工区間の施工時は、既設覆工区間に超近接施工となることから、計測管理の事例としてⅠ期線に近接して

Ⅱ期線を施工した加久藤トンネルの計測管理フローを一部加筆して図 7.7 に示す。 

 

b) 異常発見時の処置（あらかじめ設定した管理基準値を超えた場合） 

作業時に異常値や異常な状況を発見した場合には、必要な対策を講じるとともに、直ちに監督員に報告し、工事を中

断しなければならない。 

合わせて原因を追究するものとする。 

 

c) 緊急時の連絡体制 

供用線下における覆工再生工工事であるため、万が一の異常時に対応すべく、各関係機関と十分な協議を行い、周

知徹底し、通行車両を巻き込む事態を、未然に防止する連絡体制をあらかじめ設定しなければならない。 
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図 7.7 計測管理フロー事例（加久藤トンネルの計測管理フローを一部加筆） 
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  工事記録 

本工事記録は、「土木工事標準仕様書」に基づき、請負人が監督員に提出する工事記録の作成について定めること

により、工事の適正かつ効率的な施工を図ることを目的とする。 

 

（1） 工事記録書の形式 

請負者が提出する施工計画書は、特に、定めのあるものを除き、文書の大きさは A4 版を、図面は JIS-A 列を使用し、縦

づかい横書きを標準とする。 

 

（2） 提出期限 

工事記録は、しゅん功までを提出期限とする。 

 

（3） 工事数量 

① 工事数量は、契約数量と請負者が現地調査等により算定した計画数量を工種別に対比して記述すること。 

② 施工計画書を全体施工計画書と工種別施工計画書に分割する場合にあたっては、計画数量欄にその旨を明記

すること。 

 

（4） 施工計画書の内容変更 

監督員が受理した施工計画書を変更する必要が生じたときは、請負者と協議の上、速やかに当該工程に係る変更施工

計画書を提出させるものとする。 

工事記録に記載する項目の例を以下に示す。 

 

1．概要 

1-1 工事概要 

（1） 概要 

① 工事の目的および施工方法、工事区域の特性および状況などについて記述すること。 

② 平面図および縦断図を添付すること。 

（2） 工事内容について 

次の事項を記述すること。 

 工事名称 

 発注者 

 施工者 

 工期 

 請負金額 

 施工場所並びに位置図 

 工事内容 

 準拠すべき基準および仕様書 

1-2 工事数量一覧表 

工種別に契約数量および予定使用数量を詳細に記載すること。 

1-3 全体計画図 

必要により工種別に色分けした図面を添付すること。 

1-4 その他 
 

 工事記録 

本工事記録は、「土木工事標準仕様書」に基づき、受注者が監督員に提出する工事記録の作成について定めること

により、工事の適正かつ効率的な施工を図ることを目的とする。 

 

（1） 工事記録書の形式 

受注者が提出する施工計画書は、特に、定めのあるものを除き、文書の大きさは A4 版を、図面は JIS-A 列を使用し、縦

づかい横書きを標準とする。 

 

（2） 提出期限 

工事記録は、しゅん功までを提出期限とする。 

 

（3） 工事数量 

① 工事数量は、契約数量と受注者が現地調査等により算定した計画数量を工種別に対比して記述すること。 

② 施工計画書を全体施工計画書と工種別施工計画書に分割する場合にあたっては、計画数量欄にその旨を明

記すこと。 

 

（4） 施工計画書の内容変更 

監督員が受理した施工計画書を変更する必要が生じたときは、受注者と協議の上、速やかに当該工程に係る変更施工

計画書を提出させるものとする。 

工事記録に記載する項目の例を以下に示す。 

 

1．概要 

1-1 工事概要 

（1） 概要 

① 工事の目的および施工方法、工事区域の特性および状況などについて記述すること。 

② 平面図および縦断図を添付すること。 

（2） 工事内容について 

次の事項を記述すること。 

 工事名称 

 発注者 

 受注者 

 工期 

 請負金額 

 施工場所並びに位置図 

 工事内容 

 準拠すべき基準および仕様書 

1-2 工事数量一覧表 

工種別に契約数量および予定使用数量を詳細に記載すること。 

1-3 全体計画図 

必要により工種別に色分けした図面を添付すること。 

1-4 その他 
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2．現場組織 

 2-1 組織図 

  本社を含む組織図を記載すること。 

 2-2 作業所組織表 

  工事現場詰所に置ける構成、役職、役割分担等を記述すること。 

 

3．工事工程 

 全体および主要工事の工事工程について記述すること。 

 

4．安全管理計画 

 4-1 安全衛生管理項目および安全対策 

  次の事項について記述すること。 

  （1） 第三者災害の防止 

  （2） 物損災害の防止 

  （3） クレーン災害の防止 

  （4） 墜落・転落災害の防止 

  （5） 飛来・落下災害の防止 

  （6） 崩壊・倒壊災害の防止 

  （7） 火災・爆発災害の防止 

  （8） 交通災害の防止 

 4-2 安全衛生管理体制 

  安全衛生委員会の設置等、現場における安全管理体制について記述すること。 

 4-3 安全衛生管理組織（または機構） 

  現場作業所および本支店関係の安全衛生管理組織、責任者氏名を記載すること。 

 4-4 交通管理 

  運行道路、標識等の設置、工事前の安全教育、運転者の資格確認等について記述すること。 

 4-5 災害防止 

 （1） 労働災害防止対策 

  労働災害を防止するための安全基本ルール厳守、適切な計画と作業員の教育訓練等を記述すること。 

 （2） 各作業の安全対策 

  各作業の安全対策について記述すること。 

 （3） 災害防止協議会規約 

  作業所における災害防止協議会規約を詳細に記載すること。 

 （4） 災害発生時緊急設置系統図 

  災害発生時の緊急連絡系統図を記載すること。 

 

5．主要機器使用計画 

 使用工具・器具一覧表を添付すること。 

 

6．主要材料使用計画 

 使用材料品名、仕様、単位、数量について記述すること。 

 （1） 使用材料一覧表 

 （2） 使用材料の規格表添付（カタログ、規格表） 
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  （3） クレーン災害の防止 

  （4） 墜落・転落災害の防止 

  （5） 飛来・落下災害の防止 

  （6） 崩壊・倒壊災害の防止 

  （7） 火災・爆発災害の防止 

  （8） 交通災害の防止 

 4-2 安全衛生管理体制 

  安全衛生委員会の設置等、現場における安全管理体制について記述すること。 

 4-3 安全衛生管理組織（または機構） 

  現場作業所および本支店関係の安全衛生管理組織、責任者氏名を記載すること。 

 4-4 交通管理 

  運行道路、標識等の設置、工事前の安全教育、運転者の資格確認等について記述すること。 

 4-5 災害防止 

 （1） 労働災害防止対策 

  労働災害を防止するための安全基本ルール厳守、適切な計画と作業員の教育訓練等を記述すること。 

 （2） 各作業の安全対策 

  各作業の安全対策について記述すること。 

 （3） 災害防止協議会規約 

  作業所における災害防止協議会規約を詳細に記載すること。 

 （4） 災害発生時緊急設置系統図 

  災害発生時の緊急連絡系統図を記載すること。 

 

5．主要機器使用計画 

 使用工具・器具一覧表を添付すること。 

 

6．主要材料使用計画 

 使用材料品名、仕様、単位、数量について記述すること。 

 （1） 使用材料一覧表 

 （2） 使用材料の規格表添付（カタログ、規格表） 

 
 



 
頁 現行 改定案  

  

7．工種別詳細施工計画書 

 7-1 全体施工フロー図 

  準備から工事完了工種（後片付け）までのフローチャート図を作成し添付すること。 

 7-2 施工前の現況確認 

  施工予定箇所の調査、確認、補修範囲の位置出し等を記述すること。 

 7-3 先行補修工 

 7-4 先行補強工 

 7-5 切削工 

 7-6 コンクリートガラ処理工 

 7-7 防水工 

 7-8 再生覆工 

 7-9 防護工 

 7-10 安全監視工 

 7-11 共通事項 

 7-12 その他 

  施工箇所に明示する表示板の大きさ、材質、凡例図とともに、記載項目を記載すること。 

   ・ 施工箇所 

   ・ 施工年度 

   ・ 施工年月日 

   ・ 施工会社名 

 

8．施工管理計画 

 8-1 工程管理計画 

  実施工程表は、バーチャートで作成し、週間工程表および月間工程表様式を添付して、工程管理について記

述すること。 

 8-2 品質管理計画 

 （1） 概要 

  品質管理は、各仕様書および品質管理基準により管理を行い、工事に使用する材料および製品は規格、

品質基準等について記述すること。 

 （2） 品質管理計画 

  a) 材料の品質管理  

   使用材料の検査、頻度、承諾方法を記述すること。 

  b) 作業管理 

   7. に関する作業管理について記述すること。 

 8-3 出来形管理計画 

  出来形の検測方法、確認方法を記述すること。 

 8-4 写真管理計画 

 （1） 概要写真管理は、東京都交通局「工事記録写真撮影基準」を遵守し、写真管理計画を記述すること。 

 （2） 工事写真の分類 

  工事写真の分類は、下記の様に分類し、撮影計画を記述すること。 

  a) 着手前および完成写真 

  b) 施工状況写真 

  c) 安全管理写真 

 

 

7．工種別詳細施工計画書 

 7-1 全体施工フロー図 

  準備から工事完了工種（後片付け）までのフローチャート図を作成し添付すること。 

 7-2 施工前の現況確認 

  施工予定箇所の調査、確認、補修範囲の位置出し等を記述すること。 

 7-3 先行補修工 

 7-4 先行補強工 

 7-5 切削工 

 7-6 コンクリート殻処理工 

 7-7 防水工 

 7-8 再生覆工 

 7-9 防護工 

 7-10 安全監視工 

 7-11 共通事項 

 7-12 その他 

  施工箇所に明示する表示板の大きさ、材質、凡例図とともに、記載項目を記載すること。 

   ・ 施工箇所 

   ・ 施工年度 

   ・ 施工年月日 

   ・ 施工会社名 

 

8．施工管理計画 

 8-1 工程管理計画 

  実施工程表は、バーチャートで作成し、週間工程表および月間工程表様式を添付して、工程管理について記

述すること。 

 8-2 品質管理計画 

 （1） 概要 

  品質管理は、各仕様書および品質管理基準により管理を行い、工事に使用する材料および製品は規格、

品質基準等について記述すること。 

 （2） 品質管理計画 

  a) 材料の品質管理  

   使用材料の検査、頻度、承諾方法を記述すること。 

  b) 作業管理 

   7. に関する作業管理について記述すること。 

 8-3 出来形管理計画 

  出来形の検測方法、確認方法を記述すること。 

 8-4 写真管理計画 

 （1） 工事記録写真については、中日本高速道路株式会社「工事記録写真等撮影要領」に従い、写真撮影・整 

理を行うこと。 

 

 



 
頁 現行 改定案  

 

  d) 材料検収写真 

  e) 品質管理写真 

  f) 出来形管理写真 

  g) その他（災害・公害・環境・補償等） 

 （3） 工事写真の色彩 

  次のものは、撮影にあたっての注意事項を記述すること。 

  a) 着手前および完成写真 

  b) 塗装等色彩に関連があるもの。 

  c) その他特記事項で支持するもの。 

 （4） 工事写真の撮影基準 

  写真撮影に使用する黒板の記載項目について記述すること。 

 （5） 工事写真の整理方法 

  工程過程が容易に把握できる整理方法について記述すること。 

 

9．緊急時の体制および対応 

 9-1 緊急連絡体制 

  緊急連絡体制体系図を添付すること。 

 9-2 悪天候および地震時の対応 

（1）強風、大雨、大雪、地震等による自然災害が発生する危険が予想される場合、作業所の対応策を記述する 

こと。また、強風、大雨、大雪、地震等が、危険範囲（基準値）を超えた場合の対応策を記すこと。 

（2）東海・東南海地震警戒宣言発令時の体制ならびに対応策について記述すること。 

 

10．現場作業環境の整備 

 10-1 作業環境対策 

  換気・排気ガス対策について記述すること。 

 10-2 建設廃棄物処理計画 

  建設副産物処理計画書に、次の事項を記述すること。 

 （1） 発生量の予測 

 （2） 建設副産物処理・利用（計画・変更）計画表 

 （3） 抑制計画 

 （4） 分別保管 

 （5） 減量化計画 

 （6） 教育・訓練 

 （7） コミュニケーション（内部および外部コミュニケーション） 

   本・支社からの通知、指導事項の工事関係者への伝達・指導をする。 

  添付書類 

  ① 建設廃棄物処理委託契約書（写し） 

  ② 建設廃棄物収集運搬、処理業者許可証（写し） 

  ③ 運搬ルート図 

  ④ 使用するマニフェストの様式 

 

11．その他の必要事項 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9．緊急時の体制および対応 

 9-1 緊急連絡体制 

  緊急連絡体制体系図を添付すること。 

 9-2 悪天候および地震時の対応 

（1）強風、大雨、大雪、地震等による自然災害が発生する危険が予想される場合、作業所の対応策を記述する 

こと。また、強風、大雨、大雪、地震等が、危険範囲（基準値）を超えた場合の対応策を記すこと。 

（2）東海・東南海地震警戒宣言発令時の体制ならびに対応策について記述すること。 

 

10．現場作業環境の整備 

 10-1 作業環境対策 

  換気・排気ガス対策について記述すること。 

 10-2 建設廃棄物処理計画 

  建設副産物処理計画書に、次の事項を記述すること。 

 （1） 発生量の予測 

 （2） 建設副産物処理・利用（計画・変更）計画表 

 （3） 抑制計画 

 （4） 分別保管 

 （5）減量化計画 

 （6） 教育・訓練 

 （7） コミュニケーション（内部および外部コミュニケーション） 

   本・支社からの通知、指導事項の工事関係者への伝達・指導をする。 

  添付書類 

  ① 建設廃棄物処理委託契約書（写し） 

  ② 建設廃棄物収集運搬、処理業者許可証（写し） 

  ③ 運搬ルート図 

  ④ 使用するマニフェストの様式 

 

11．その他の必要事項 
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  維持管理 

 維持管理 

維持管理を考慮して付属物も含め、近接目視で変状が確認、監視ができるものとする。 

視認覆工再生工後の点検については、保全点検要領に準じて、点検メンテナンスサイクル（点検、診断、措置、記録）

を確実に実施するものとする。 

 

覆工再生工におけるトンネルの維持管理の基本は、トンネルとしての機能を確保するためにトンネルの構造物としての安

全性、耐久性に影響する変状について定められた頻度や方法で点検を実施するとともに、必要に応じて調査を実施し、そ

の結果を定量的・定性的に診断し、適切な処置を講じ、記録、保存することである。 

 

（1） 点検 

覆工再生工法により施工されたトンネルの点検は、その構造的特徴に留意して、構造物点検要領により点検するものと

する。 

トンネル構造物（覆工）の初期点検は、受注者のしゅん功のための品質確認として、実施する初期点検であり、再生覆工

全面に対して、近接目視と打音を実施するものとする。 

点検時に発見されたひび割れについては、事前に監督員に報告し、その指示に従わなければならない。 

当該初期点検とは別に、供用前に覆工表面画像を取得し、取得した覆工表面画像から、ひび割れ展開図を作成する。こ

の際、ひび割れ展開図に受注者による初期点検結果を反映させるものとする。 

覆工表面画像取得およびひび割れ展開図の作成に当たっては、詳細点検の手法に準じる。 

 

 

 

 

（2） 定期点検の実施頻度 

定期点検は、5 年に 1 回の頻度で詳細点検を行うことを基本として実施する。また、日常点検の結果、「変状進展あり」と

判断された場合に実施する。トンネルにおける点検～補修の流れを図 9.1 に示す。 

なお、点検の頻度や体系については、初期点検結果および今後の損傷の発生状況等に応じて随時見直しを行っていく必

要がある。 

 

a) シナリオの設定 

管理水準や劣化予測の検討結果を踏まえ、中長期的に必要な維持管理費用をマクロ的に推計する。 

推計は、「予防保全型で管理するケース」、「事後保全型で管理するケース」で実施し、両ケースの傾向の違いを把

握する。また、参考として、「巡回監視型で実施したケース」も試算する。 

 

b) モニタリング・事後評価 

各種分析・予測手法および結果、事業の進捗状況、計画に対する実施結果および効果等を評価し、その結果を

もとに、維持修繕計画の策定手法等について、継続的に見直しを行うものとする。 

 

 

 維持管理 

 維持管理 

維持管理を考慮して附属物も含め、近接目視で変状が確認、監視ができるものとする。 

覆工再生工後の点検については、保全点検要領に準じて、点検メンテナンスサイクル（点検、診断、措置、記録）を確

実に実施するものとする。 

 

覆工再生工におけるトンネルの維持管理の基本は、トンネルとしての機能を確保するためにトンネルの構造物としての安

全性、耐久性に影響する変状について定められた頻度や方法で点検を実施するとともに、必要に応じて調査を実施し、そ

の結果を定量的・定性的に診断し、適切な処置を講じ、記録、保存することである。 

 

 

覆工再生工法により施工されたトンネルの点検は、その構造的特徴に留意して、構造物点検要領により点検するものと

する。 

トンネル構造物（覆工）の初期点検は、受注者のしゅん功のための品質確認として、実施する初期点検であり、再生覆工

全面に対して、近接目視と打音を実施するものとする。 

点検時に発見されたひび割れについては、事前に監督員に報告し、その指示に従わなければならない。 

当該初期点検とは別に、供用前に覆工表面画像を取得し、取得した覆工表面画像から、ひび割れ展開図を作成する。こ

の際、ひび割れ展開図に受注者による初期点検結果を反映させるものとする。 

覆工表面画像取得およびひび割れ展開図の作成に当たっては、詳細点検の手法に準じることとする。 

トンネルにおける点検～補修の流れを図 9.1 に示す。 

なお、覆工再生工施工箇所における特有の着目点を以下に示す。 

① 施工箇所およびその周辺の排水状況 

② 隣接区間の覆工目地の変状 
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出典：中日本高速道路（株） 保全点検要領（構造物編） 

図 9.1 高速道路トンネルにおける点検～補修の流れ 

 

 

 

出典：中日本高速道路（株） 保全点検要領（構造物編） 

図 9.1 高速道路トンネルにおける点検～補修の流れ 
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 計測・監視（モニタリング） 

覆工再生工のトンネルは、再生覆工のモニタリングを行い、長期の安全を確認するものとする。 

モニタリングのための計測・監視は、施工時に設置された計測機器と補修効果確認のための計測・監視を継続的に実

施して、設計で想定した補修効果が発揮されているか、継続的に確認するものとする。 

 

計測・監視の目的は、トンネル構造物の安定性と安全性を確認するとともに、設計・施工の妥当性を評価するため、覆工

再生工に伴う周辺地山の挙動、支保部材の効果、周辺構造物への影響等の把握を目的として行うものである。 

モニタリングする項目は以下を基本とする。 

 

（1） 再生覆工の計測項目 

再生覆工の計測項目は、通行車両への安全性確保を目的として、既設覆工の内空変位測定、覆工ひずみ測定、

ひび割れ測定、加速度振動測定等の覆工コンクリートの挙動に着目した計測項目を選定する必要がある。 

 

（2） 覆工ひずみ測定 

既設覆工および再生覆工のひずみを測定し、解析で予測した覆工応力内に収まっているかを確認する。測定方法

は、既設覆工中の計測機器を継続利用し、再生覆工は、ひずみ計を打設時に埋め込むものとする。 

  

（3） 旧覆工（切削前の覆工）の計測項目 

旧覆工の計測は、旧覆工の変状がそのまま内側に残るため、その旧覆工に着目した計測項目を適用する。特

に、覆工切削における周辺地山の挙動の把握を目的とした、地中変位状況の応力状態の把握が可能な、ロックボル

ト軸力測定等を実施し、トンネルの長期安定性を確認する必要がある。 

 

a） 水圧測定 

漏水が多い区間では、水圧による変状が予測される。水圧の測定は、再生覆工背面に過大な水圧が作用していな

いか確認することを目的として行う。測定方法は、再生覆工打設時に事前に設けた観測孔に、間隙水圧計を設置す

ることが考えられる。 

 

b） 覆工ひずみ測定 

既設覆工および再生覆工内のひずみを測定し、解析で予測した覆工応力内に収まっているかを確認する。測定方

法は、既設覆工中の計測機器を継続利用し、再生覆工は、ひずみ計を打設時に埋め込むものとする。 

  

c） 水質試験 

水質試験は、既設覆工あるいは、再生覆工の材料劣化を促進する因子がないか確認する目的で行う。試験項目と

しては、温度・外観、pH、アルカリ度、電導度、陰・陽イオンなどがある。 

  

d） ロックボルト軸力測定 

施工中の計測機器を継続利用する。 

 

 

 

 

 

 計測・監視（モニタリング） 

覆工再生工のトンネルは、再生覆工のモニタリングを行い、長期の安全を確認することが望ましい。 

モニタリングのための計測・監視は、施工時に設置された計測機器と補修効果確認のための計測・監視を継続的に実

施して、設計で想定した補修効果が発揮されているか、継続的に確認することが望ましい。 

 

計測・監視の目的は、トンネル構造物の安定性と安全性を確認するとともに、設計・施工の妥当性を評価するため、覆工

再生工に伴う周辺地山の挙動、支保部材の効果、周辺構造物への影響等の把握を目的として行うものである。 

モニタリングする項目は以下を基本とする。 

 

（1） 再生覆工の計測項目 

再生覆工の計測項目は、通行車両への安全性確保を目的として、再生覆工の内空変位測定、覆工ひずみ測定、

ひび割れ測定等の再生覆工コンクリートの挙動に着目した計測項目を選定する必要がある。 

 

a） 覆工ひずみ測定 

既設覆工および再生覆工のひずみを測定し、解析で予測した覆工応力内に収まっているかを確認する。測定方法

は、既設覆工中の計測機器を継続利用し、再生覆工は、ひずみ計を打設時に埋め込むものとする。 

  

 

 

 

 

ｂ） 水圧測定 

漏水が多い区間では、水圧による変状が予測される。水圧の測定は、再生覆工背面に過大な水圧が作用していな

いか確認することを目的として行う。測定方法は、再生覆工打設時に事前に設けた観測孔に、間隙水圧計を設置す

ることが考えられる。 

 

ｃ） 覆工ひずみ測定 

既設覆工および再生覆工内のひずみを測定し、解析で予測した覆工応力内に収まっているかを確認する。測定方

法は、既設覆工中の計測機器を継続利用し、再生覆工は、ひずみ計を打設時に埋め込むものとする。 

  

ｄ） 水質試験 

水質試験は、既設覆工あるいは、再生覆工の材料劣化を促進する因子がないか確認する目的で行う。試験項目と

しては、温度・外観、pH、アルカリ度、電導度、陰・陽イオンなどがある。 
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出典：中日本高速道路（株） 保全点検要領（構造物編） 

図 9.2 高速道路トンネル維持管理の流れ 
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臨時点検 
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応急対策 
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